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ま え が き

少子高齢化の進展が労働力人口の減少をもたらし、その結果として、経済成長にも大き

な影響をもたらすことが懸念されています。それは、量的な影響だけではなく、高度な技

能、技術、ノウハウを保有する人々が一斉に労働市場からいなくなるという質的な影響が

大きいと言えるでしょう。

一方では、そうした定年等で退職したものの、引き続き自らの能力を社会に役立てたい

と希望する人も多く、個人としてだけでなく、任意団体、非営利特定法人 (NPO)、 企業

組合、株式会社など様々な形態を取りつつ、企業支援等を行っている姿を見ることができ

ます。

今回は、こうした動きに着目し、企業は、その事業戦略のなかで高度な技能等を持った

人材 (高度人材)や 他企業をどのように支援、あるいは、連携しているのか、また、企業

を離れて活躍したいとする高度人材の独立意向にどのように対応しようとしているのか、

産業支援を志向するシニア集団とどのように関わろうとしているのか、という視点を持ち、

その実態を確認するとともに、今後のより効果的な企業活動や商工労働支援策の手がかり

を探ることを目的として、本調査を実施しました。

調査にあたりまして、ご多忙の中、ご協力頂きました皆様に厚く御礼申し上げます。

本調査の執筆分担は次のとおりです。

肥山 正秀  第 1章、第 2章

竹原 康幸  第 3章

平成 16年 3月

大阪府立産業開発研究所

所長 橋本 介三
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第 1 調 査の概要と要約

1 調 査の概要

(1)問 題 意 識

本調査の問題意識は以下の通 りである。

ア.企 業は競争力を強化するために資源の選択 と集 中を進め、よ り高度な人

材の集団へ と進化す る。

イ。そのため、競争力の源泉 として高度技術の伝承 と保持の重要性が増す。

ウ。また、選択 と集中は外部資源の活用が重要 とな り、企業間関係が競争戦

略上で重視 される。

工.企 業の選択 と集 中は、経営機能の外部化 (アウ トソーシング)を 促進 し、

アウ トソーシング ・ビジネスの市場を創出 ・拡大する。

オ.こ れ らの担い手 となる高度人材には、価値が上昇 してお り起業機会は増

加 してきている。

力.企 業は高度人材の起業に対 して、関係を保つために支援 を行 う。

キ.リ タイア後の高度人材は価値あるスキルを保持 してお り、産業界への活

動を維持することで企業の選択 と集中に貢献できる。

このような問題意識のもと、支援施策及び産業界の課題について、図表 1-11

人材活用 と企業支援及び産業支援型 シエア集団に関す る調査のスキームによ り

「企業における人材活用」「企業か らの起業」「他企業への支援 と連携」「リタイ

ア高齢者技術 ・技能集団」の領域か ら調査分析を行 った。調査方法は関連文献

調査 ・ヒア リング調査 ・訪問調査 を実施 した。
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要  約

(1)抽 出された採題 と対応

ア 企 業の人材活用面

高度人材面か ら見ると人材の過不足両面があるが、規模が小さいほど不足感

の方が多 くなる。一方、規模が大きいところでは余剰感の方が多 く、今後 もリ

ス トラの進行が懸念 される。特徴 として従業員規模 50人 を境 に、小規模企業 に

20歳 代人材層の不存在が多 くなる。雇用のミスマ ッチは依然 として存在す る。

経験よ りもものづ くりへの意欲重視 もある。技術技能の伝承問題が半数の企業

にある。 人材育成方法は、中小規模では OJTが 主である。企業の人材育成への

高等技術専門校の活用が低下 してきている。他社 に勤めている高度人材 も採用

へ動 く企業が 4社 に 1社 程度 あ り、流動化の流れがある。

これ らの課題への対応 として、求人 ・休職者相互の情報交流がさらに促進、

ミスマ ッチの対策に産業支援型 NPO(特 定活動非営利法人、以下 NPOと 略す )

の活用、長期失業者に対する能力開発が必要だが義務化、人材育成 と技術伝承 ・

技術移転に産業支援型 シエア集回の活用な どの対応の検討が必要 となる。

イ 企 業 による起業支援 と企業間の連携

起業支援 を意識 して実施 している企業は少ない。従業員の起業 を想定 した経

営は少ない。従業員の起業への支援 は現実的 自社 メリッ トにもとづいてなされ、

将来性 を考慮 した支援 は少ない。他社人材の起業 と既存企業に対 しても支援 を

意識 した取 り組みは少ない。企業間連携を支援関係か ら意識 した行動は少ない。

アウ トソーシングの活用意向は多い。

これ らの課題への対応 として、従業員起業 を支援す る意識の醸成、起業家を

数多 く育成 してきた支援家を顕彰 し府下全体 に起業家支援の風土醸成、起業家

と支援企業 との関係を支援制度の評価 に加えた支援 の検討、良好な企業間関係

の醸成のためにCSR(企 業の社会的責任)思 想の普及 を図るな どの対応 を検

討す る必要がある。

ウ リ タイア したシエアの保有技術の活用

リタイアしたシエアの社会貢献意識は高 く、産業支援活動 も望んでいる。集

団形態は、活動理念で選択 し任意団体 ・株式会社 ・有限会社 ・企業組合 ・NP

Oな ど多様、特定活動非営利法人促進法の平成 15年 5月 改正以降に、産業支援

型 NPOの 設立が増加、集団は多様な人材を揃え、大規模なものは 300人 近 い
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人数のところもある。企業か らの認知は 50%程 度だが、活用は数 %に とどまり

認知獲得に問題。企業の今後の活用意欲は高い。集団の問題解決能力は高い。

これ らの課題への対応 として、認知促進の支援、活用事例の紹介、企業の活

用促進に向けた中小企業支援制度 との連携、産業クラスター育成への連携な ど

が検討される必要がある。

(2) ア ンケー ト調査の概要

問題意識 としては図表 1-2-1に 示 した 4点 を念頭 におき、大阪府内の製造

業者を対象に平成 15年 9月 ～ 10月 に郵送 自記入式にて調査票を送付 した (調

査票 フォーム、集計結果等は巻末資料編 に掲載)。

調査票有効送付企業数は 2,759社 、有効回答企業は 490社 (回収率 17.8%)

であった。

ア 企 業の人材活用状況について

①事業戦略の視点

「主力事業に経営資源を集中させる」という回答が全体の 82.4%あ り、そ の

うち半数以上 (全体 の 41.7%)は 「アウ トソーシングを活用する」としてお り、

企業内で抱える人材 においては、主力事業、かつ、付加価値の高い部分に集中

させていく意向が うかがえる。従業員 にとっては、企業か ら求め られる能力が

今までとは異なるものに変わっていく可能性 も高 く、能力開発な ども、過去の

延長線上ではな く、改めて意識 し、実行 していく必要があると言えよう。

また、アウ トソーシング意向のある業務 としては、「生産」「品質管理」、「生

産管理」、「メンテナ ンス」の順 となってお り、また、小規模企業では 「販売」、

大規模企業では 「ビジネス情報処理」、「総務」等が高い回答割合 を示 した。 こ

図表 1-2-1ア ンケー ト調査での問題意識

① 企業はどのような人材活用を行っているのか

② どのような相互支援 (補完)関 係を築いているのか

③ 自社からの独立を含めた起業家支援にどのように取り組んでいるのか

④ 定年退職者による産業支援型の集団活動について、企業はどのように

考え活用しているのか
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うした分野を中心に、アウ トソーシングの受 け手が必要で、起業の機会が拡大

していく可能性が高い ことを示 していると思われる。

② 雇用状況の視点

年齢別の雇用状況 としては、常用従業者規模 「50人 」を境 として、小規模の

企業では 「45歳 以上」が過半数、「20代 以下」がいない、もしくは、いても 「20%

未満」であるのに対 して、「50人 以上」では、「20代 以下」が 2割 程度、「30～

45歳 」が 4～ 5割 、「45歳 以上」が 3～ 4割 という人員構成 となっている。

過剰感 ・不足感 という視点では、「1～19人 」では不足感が、「300人 以上」で

は余剰感が高 くなっている。また、職種別には、「製造関係」等では余剰感 と不

足感 ともに高い割合 となっているが、 こうした点か らも、必要 とされる能力が

変わっていることが うかがえる。

③  「高度人材」の視点

企業 としての 「強み」 を創出 しているような、高度な技術、技能を持った人

材層を 「高度人材」 として状況確認を行 った。その結果 としては、「高度人材」

は、「自社正社員 (45歳 以上)」が多 く、特 に、強み として 「高品質 ・精度 (主

に人に起因)」では この回答が過半数 となっている。一方、「オンリーワン」、「同

業他社の中で頂点」という競争力の強い企業 (分野 としては、「新製品等構想 ・

開発力」な どに多い)に おいては、「高度人材」を 「経営者 もしくは準ずる人」

という回答が高 く、強みの領域 によって、その源泉 となる人材は異なっている。

人材育成、活用においても、 こうした点 も踏 まえ、 どのような人材 に、 どの

ような強みを担って もらうのかを明確にしての事業展開が経営者 に求め られて

お り、また、「強み」の源泉 として経営者 自身も進化 していくことが必要である。

④  r強 み」伝承の視点

「高度人材」の退職 は、 6割 以上の企業において 「影響がある」 と回答 して

いる。 こうしたなか、「高度人材」の持つ技術、技能の継承策 としては、「雇用

延長」と 「OJT」が中心 となっている。これ らの対応策は、当面の対応策 として

は有効であろうが、若年層の採用が絞 り込 まれているなか、長期的に見た場合、

技能、技術の伝承、拡大がきちんと行われていくのか、更なる確認が必要 と思

われる。
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⑤ 事業展開の視点

今後の事業戦略 において鍵 となる技術等の創出は、自社単独で開発 と他者 と

連携 して開発 という回答が半数ずつの状況 にあ り、外部との連携意向は 「1～19

人」、「300人 以上」 において高い。 自社での創出の担い手 としては、小規模な

企業では 「経営者」や 「経営面の後継者」が、大規模な企業では、「現在の高度

人材」が中心 となっている。

イ 企業間の相互支援 (補完)関 係、起業家支援状況 について

① 支援実施状況

起業、企業支援 の実施状況 としては、起業支援が 1割 程度、企業支援 は 2割

程度であるが、支援先数 としては、 1～ 2社 にとどまり、また、通常の事業展

開のなかでの支援 もこの回答 に含 まれているな ど、事業展開やネ ッ トワーク形

成を念頭 においた戦略的な支援 はそれほど多い状況にはない。なお、実施 した

支援 のうち、 4～ 5割 は回答企業側か らのアプローチであ り、支援 に動 く場合

には、積極的に動 く側面もうかがえる。

支援内容 としては、「仕事の発注」等、通常の事業展開の流れの中での支援が

多いが、対象別にみると、 自社従業員 には企業準備時点への支援、他社人材に

は仕事を受けることでの支援、既存企業 には支援先が動きやすいような支援 (資

金貸 し付け、材料等の仕入先の紹介な ど)が 中心 となっている。

② 自社の高度人材の起業 (独立)

回答企業においては想定 していないところが多 く、独立の賛否や支援の有無

についても、明確な意思表示をした回答は少なかった。また、支援するとして

も、「協力関係」、「営業面で競合 しない」、「当社 との取引優先」な ど、自社にと

ってのメリッ トを意識 した回答が多い。

しか し、独立後、大 きく事業を発展 させた事例 もあ り、こうした視点か らは、

自社の事業やネ ッ トワークの拡大等 も視野に入れて独立支援 を考 えることも必

要であろうし、また、自社で囲い込みたい (独立 させた くない)場 合であれば、

十分に活躍できる場の提供等、社内の体制を変えていくことも必要になって く

るものと考える。

ウ 産業支援型シエア集団やその活用 について

存在の認知状況 としては、「知っている」と 「知 らない」が半々であるが、実

際に活用 した という回答は 3.7%に 過ぎない。 こうした集団については、技術

- 6 -



力等 には一定の評価があるものの、産業支援型シエア集回の信用力に対する認

識の差異が活用の有無 につながっている状況 にある。

今後の活用意向としては、 8割 強の企業が活用を考えているが、既 に活用 し

た企業では 「現場の問題解決」、未活用の企業では 「販路開拓」な どでの活用意

向が高く、 こうした結果 も、産業支援型シエア集団へのイメージを受けたもの

となっている。

自社従業員の こうした集団への参画は、賛成 という意向が高 く、賛成のみの

回答が 79,3%、賛成 と反対の両方の項 目をあげた回答が 15.3%で あ り、94.6%

の企業が何 らかの形で賛意を示 している。
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3 課 題への対応

(1)施 策 としての検討領域

ア 失 業者への教育訓練の支援と受話の義務化

雇用のミスマッチは、産業界の急速な変化がもた らした側面と、個人のキャ

リア形成が産業界の変化に追従 していないなど様々な要因があって量的 ・質的

の両面で発生している。その対応方策 として、様々な政策が展開されているが

富士総合研究所主任研究員藤森克彦氏は、「欧州諸国は、エンプロイヤビリテ

ィーの向上を目指す 「積極的雇用政策」に重点を置いている。 日本は、この視

点が十分でなく、取 り組みが弱い。 英 国が雇用のミスマッチ対策 として取 り組

んだニューディール政策が参考になるとし、その成功要因として、

①個人ア ドバイザー設置によるキャリア ・カウンセ リングの重視

②失業者向け職業訓練の民間委託

③職業訓練と失業手当支給のセット化

などがあげられる」としている。(『日本工業新聞』2003年 3月 26日 )

日本では既に①の取 り組みは実施されてお り、②の民間委託による職業訓練

は既に実施に移され、さらに長期失業者の就職支援事業が平成 16年 4月 より順

次実施する予定となっている。具体的には、公共職業安定所に求職の申込みを

している 30歳 以上 60歳 未満の者のうち、離職後 1年 (雇用保険受給者にあっ

ては、離職後 1年 、かつ、雇用保険受給終了後 2か 月、雇用調整方針の対象者

にあっては、雇用保険受給終了後 2か 月)以 上、公共職業安定所で求職活動に

積極的に取 り組んできた者であって、民間事業者の就職支援等の利用を希望す

る者となっている。全国の 10都道府県で実施され、大阪府も対象 となっている。

能力開発訓練を受けた者の就職率は高いことか ら、効果が期待されるところで

ある。

③については、若者の勤労意欲が問題視 されているところもあり、無就労者

も含んだ教育訓練の義務化も必要なのではないかと思われ、その実現を検討す

べきであろう。

イ 最 適人材雇用へのマッチング支援 への NPOの 活用

雇用のミスマッチ解消のためには、求人 ・休職者双方により詳 しい情報の提

供が必要である。例えば生産技術者を求めるのであれば、ハローヮークの相談

窓口で休職者の技量を図るために求人企業の部品等サンプルを求職者に見せ生
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産方法や工程を説明させる。一定のレベルがあると判断されれば求人企業と求

職者のエーズを摺 り合わせて企業を紹介する。このようなことができれば、求

人企業の要望 に近い人材をマ ッチ ングできる。 このような細やかなマ ッチ ン

グ ・サービスを行 うためには、業種 ・技術技能に詳しい人材が窓口に必要とな

る。それには、多様な人材を保有する産業支援型NPOの 活用が最適となるだ

ろう。では、マッチングに産業支援型NPOを 活用することを描いてみると次

のようになる。

具体的なイメージ

求職登録

訪問調

自身の技量 に、よ り適 し

た企 業 に就 職 が 可 能 と

なる

日ヽ―ワーク

NPOを 活用することで

・マッチングの精度向上 ・求人企業増加

地域別 ・業種別中小企業相談窓日

ハ ロー ワーク内にて、 NP Oが 担 当

NP Oと の相談 によ り、

採 用 可能 性 の 高 い企 業

の紹介 を受ける

業支援型 NPO

中 小企 業 人事 部 門業 務

業種別の専門家 (対象業種経験者など)

チームを編成 し、中小企業に対 して個別

に企業訪間を行い具体的な求人ニーズを

入手した上でハローヮークヘの求人手続

きを代行。求職者に対 しては、相談コー

ナーにて技術的能力な どを詳細に把握。

二つのデータ ・ベースを照合して両者に

候補を提示する。採用が決まれば、雇用

支援施策活用などの補助を行 う。

・この業務を通 じて地域企業 とのネ ッ ト

ワークが形成されて人材マップな ども作

成可能 とな り、雇用面での役割が増す。

また、経営改善などの支援 も行いやす く

なる。・ハローワークに代わ り企業をメン

テナンスする。

域中小企業

業種 ・業務を理解す る NP O

が 人 事 部 門 と して手 助 けす

ることで、よ り適 した人材獲

得 に近づ くことができる。ま

た、中堅 ・大手企業の人事管

理 手 法 を NP Oか ら学 ぶ こ

とも可能 とな る。NP Oが 地

域 の技術 ・人材データを保有

して い る こ とか ら業 務 連 携

の手 助 け を求 め る こ と も可

能 となる。な ど
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NPOは 、業種 ・職種別の専門相談コーナーを担当し、該当業種の OBま た

は知識保有者を企業訪問させて必要 とされる人材像 と企業の労働環境な どを詳

細に把握する。求職者 に対 しては、能力評価 と勤務意欲な どを把握する。 とく

に勤労意欲 として、 ものづ くリヘ こだわる意欲を経験の有無よ りも重視す る企

業が少な くないことをヒア リングな どか ら指摘できることか ら、ものづ くリヘ

の意欲はあって も経験のなさか ら製造業への就職活動をあき らめている人材の

発掘を行 う必要 もある。

そのためには、 ものづ くりの経験者である製造業出身の人が両者のマ ッチ ン

グを検討 して紹介 を行 う必要がある。NPOの 活用にあたっては、相談担当者は

チーム編成 として多 くの業種 ・技術技能 に対応できるようにす ることが運営上

のポイ ン トとなる。

ウ 技 術技能伝承支援 としてのマニュアル化支援

技術 ・技能の伝承が困難 とな りつつある業界 ・企業に対 して、デジタル技術

を用いたマニュアル化 に対 して支援 を行 う必要があるのではないだろうか。第

2で 事例 として紹介 したプラン ト・メンテナ ンスヘのデジタル映像によるマニ

ュアル化例の制作企業は、機械の組み立てマニュアルや大形プ レスヘのコイル

材供給装置の段取 り替え作業な どのマニュアル化を実現 している。

これによって、作業者は自習が可能 とな り技術の獲得が迅速 ・正確 に行える

ようにな り、また、技術 ・技能の伝承が恒久的に可能 となった。 このようなマ

ニュアルは、基盤技術 の領域で も必要 とされることか らデジタル化 を進める必

要があるが、制作費用 と工数がかかることか ら中小企業では難 しいものがある。

そ こで、技術技能の伝承促進 と IT産 業支援 の観点か ら、 これを支援すること

をすすめる ことを検討することも必要ではないだろうか。

工 企 業の教育体系 と人事制度をセ ッ トと した体制整備支援

中小企業では、人事教育部門の体制整備や教育体系を作成することは容易で

はない。通常、教育は人事制度 とリンクされて企業 としての技術 目標が明確 と

なるものである。 したがって、 この二つの課題に取 り組むためには、外部か ら

の支援 を必要 とする。教育体系の相談は国が行ってお り、教育プログラムにつ

いては府でも相談支援 を行っている。人事制度については、経営支援 ア ドバイ

ザー派遣事業で行 っている。現状は別々に行われていて、教育体系と人事制度

が リンクせず に作 られることもあ り、どち らか一方 となっている可能性がある。
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そ こで、高等職業技術専門校 を中心に教育体系 と人事体制を同時に支援でき

る仕組みの構築が必要になると思われる。そ こには、産業支援型のNPO等 の

活用 も考え られる。

オ 企 業の社会的責任促進運動 による良好な企業間関係の構築支援

グローバル化の進展の中、社会貢献活動の位置づけも自ず と変わ らざるをえ

ない状況が出現 しつつある。それは、国際標準化機構 (ISO)に お ける企業の社

会的責任 (CSR=Corporate Social Responsibility)に関す る国際規格化の動きが、

2001年 4月 か ら正式にスター トした ことである。

これは、営利活動 としての経済的価値観だけでな く、社会的価値観 (社会的

責任投資 (SRI=Social Responsibility lnvestment)など)を も大切にする こ

とで、人の健康や安全を保障 し、社会 ・環境 ・人権へ配慮 し、不正をお こなわ

ず、情報公開に努めるな ど従業員、消費者、投資家、取 引先企業、地域社会な

ど積極的に応えていくということである。

すなわち、単に法の遵守を指すのではな く、良き人格を企業 として保有する

ということである。既 に、 この評価 の試みは始まってお り、評価 を受けた企業

の株価が影響を受ける事態 も生 じている。現在のところ、 日本企業の評価 は低

く、今、大企業は積極的に取 り組み始めたところである。

この動きは始 まったばか りであるが。本府 としては全国に先駆けて CSR運

動 を行 い、良き会社が集まる大阪とすべきである。 CSRは 関係す る企業間関

係にまで評価が及ぶ ことか ら取引関係な ども法の遵守や支援的関係を求めるた

め中小企業の経営環境 も改善 されるものと期待 される。

力 企 業 による起業支援意識の醸成 と起業家育成者の頭彰

自社及び他社の退職起業者 を積極的に支援 しようとする企業は、中小企業に

は大変少ないようである。出身企業 にすれば育てた恩に対する不忠義であ り、

得意先をとられるとの警戒心や技術 ・労働力の減少による痛手か ら嫌悪が働 く

のも無理か らぬところである。 また、他社人材について もリスクは犯 した くな

いとの思いがあるようである。

しか し、時が過ぎ起業に失敗する者 もある反面で、出身企業や起業を支援 し

て くれる外部企業を凌驚するような規模 に成長することもある。成長する起業

家に対 して、支援 し連携関係を築いていくな らば支援企業 にもプラスの相乗効

果があることは確実である。

また、企業のアウ トソーシング活用は拡大 してきているが、 これは、従業員
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の起業機会を増加させることになる。アウ トソーシング型の企業の場合、出身

企業の業務に精通していること、企業と同時に売 り上げが見込めることがあり、

起業家はその実績を持って他社への受注活動も行いやすいメリットがある。

起業家が発展するための課題は、売上げの実現であリファース ト・セールス

か ら支援を行 うならば企業の成功確率は高くなるものと期待される。公的支援

は直接的に売上げの実現は困難なことか ら、支援する企業の存在が重要になる。

したがって、企業が起業家に対して連携の視点か ら支援を行 う意識を持つよ

うに、産業界の意識を醸成するとともに、施策支援においても企業による起業

支援 と連携関係を評価するようにする必要があるといえる。そ こで、府が企業

による起業支援を促進するために二つの視点がある。

第一は起業支援を社会的に意義があるとの認識に立ち、起業支援を行う企業

及び経営者等を顕彰する制度を設ける。名称は 「現代の名旦那賞」「起業家育成

大賞」など、その功績を大きく府民に知 らせ、企業による起業支援の取 り組み

意識を醸成する。

第二は、創業支援制度の評価項 目に支援企業との関係を加え、起業家の発展

に対 して効果的な連携関係の継続性が認められれば、何 らかの優遇措置を得 ら

れるようにすることも検討が必要だろう。

キ 産業支援型シエア集団の活用 と支援

産業支援型シエア集団は、その特質ゆえに行政と連携 した産業振興の役割を

担うことを期待される。現在考えられる連携を列挙すると次のようになる。

① 雇用促進支援 (前述)・ ・・・・・・ハローワークとの連携マッチング

② 人材教育支援 ・・・・・・・・・・高等職業技術専門校 との連携、産業振

興機構などの支援機関、工業高校 ・府

立大学

③ MOT支 援 ・・・・・・・・・・・府立大学、府下工学系大学

④ ベンチャー企業経営支援 ・・・・・産業振興機構

⑤ ベンチャー技術評価 ・・・・・・・産業振興機構

⑥ 経営改善支援 ・・・・・・・・・・経営支援センター

⑦ 産学連携支援 ・・・・・・・・・・府立大 ・府下大学

③ 産業クラスター育成 ・・・・・・・商工労働部

③ 府機関研究支援 ・・・・・・・・・産技研 ・農技センター等

⑩ 事業の外部評価 ・・・・・・・・・府 ・市町村 ・公益法人

① 行政事業システム設計 ・・・・・・府 ・市町村 ・公益法人
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な ど、数多 くの領域での連携の可能性があ り、その可能性 について検討すべ

きである。

これ らの中の産業 クラスター育成支援 について、産業支援型シエア集団の中

か ら産業支援型 NPOを 活用す ることについて、他県での取 り組みを参考 とし

てあげる。

群馬県では、地元の産業集積を最大限活用する内発的産業育成 として 「ナノ」

「バイオ」「アナログ」「エコ」「マザーメカ」の 5分 野の産業 クラスターを育成

する 「ぐんま星雲クラスター構想」(http:〃甲WW preF gunna jp/g/01/seiun/index ht■)

を産業振興施策の重点 として設定 した。 この構想は、県内の産業が持つ経営資

源に着 目し、県下に所在する産業群 と大学の所在などの産業環境の分析か ら成

長性の高い 5分 野へ経営資源を集めることで産業クラスターの形成を目指す も

のである。そ して、形成 された産業クラスターに県外企業が誘引されて進出す

ることでクラスターが さらに発展す るという遠大な計画である。

その中のアナ ログ技術産業クラスターは、県下に所在する半導体大企業工場

と関連企業の集積があること、また、半導体大企業が県 にアナログ技術立県構

想を提言 し協力の意向を示 してきた。アナログ技術は、 日本の電子電機産業が

デジタル化 に重点 とした結果、アナログ電子回路の設計技術者育成が手薄 とな

り弱点 といわれてお り人材の育成が求め られている。 このような要因を背景 と

した こともあってアナ ログ技術を一つの産業クラスター として育成することが

決定 された。

そ こで、産学官を上げてアナ ログ技術者の育成を図るための戦略体系が作 ら

れた。そのスキームは図表 1-3-1(群 馬県 HPよ り転載 )の とお りである。ス

キームは、県職員 と民間人によって構成 されたテームが推進事務局 とな り、県

下のアナログ関連産業 によって構成 された 「アナログ関連企業連絡協議会」 と

「群馬大学アナログ集積回路研究会」及び NPOア ナ ログ技術ネ ッ トワ
ーク(略

称 ATN http!〃wttw analog technology com/)によって推進 される。

ATNは 、地元所在大手企業 OBで アナ ログ技術者を中心 として設立された組

織で、スキームの中では県のアナログ技術産業クラスター育成チーム (官民で

構成)と の連携のもとで中小企業の人材育成のための研修や研究開発の支援 を

行 いまた、群馬大学の集積回路研究会 とも連携 して人材育成を行 っていくとし

ている。

このように、産業支援型 NPOが 保有する技術資源を活用 した産業振興施策

の展開は、今後、産業支援型 NPOの 設立増加が見込めることか ら広がるので

はないか と思われる。
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図表 1-3-1 ア ナ ログ技術産業クラスター育成
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しか し、能力に対す る期待はあっても活用が進 まない背景には、集団の内容

がよくわか らない、つま り、保有する能力とともに信頼性が外部か らは見え難

いところに課題があるのである。

したがって、見えるための活動を支援する必要があるといえる。そのために

は 、

① 産業振興 ビジネスフェアなどに専用のコーナーを設けて PRの 場を提供

する。

② 公的産業支援機関の HPに リンクと紹介のコーナーを設ける

③ 会議所などの団体 との連携を図る

④ 団体の産業支援の側面以外の活動に注 目し、生涯現役としての生き方を

府民生活の心の豊かさを促進する運動として紹介する。

などの認知向上の場作 りを行う必要があるだろう。

ケ 産 業支援型 NPOの 格付 け評価への支援

活用する側の企業か らは、信用の担保を求めている声が大きい。産業支援型

NPOは 活動領域が広範囲であり、また、収益事業を性質として保有している。

また、事業の領域が経営コンサルタント業とほとんど重なるため、理念である

社会貢献か ら逸脱 しないように、また、産業界及び行政が活用しやすいように

格付けを行 うことが必要となるのではないだろうか。行政が直接に、このよう

な格付け機関を設置するのではなく、NPOに このような機関の設置を求めて

いくことも検討すべきであろう。

(2)企 業の競争力強化への提言

ア 中 小企業に人が集まる魅力的な企業とするために

中小企業に人材が集まらない理由の象徴的イメージは弱者という定義であろ

う。しかし、中小企業の中には、 日本一 ・アジアー ・世界一のシェアや技術を

持つ企業も数多くある。加工下請けであっても、大企業と五分の関係で渡 り合

うような企業も存在する。その強さは、独自性による競争力の存在である。そ

れ らの企業の中には、大企業では実現できない人事制度や報酬を実現 している

企業もある。

さらに、中小企業の特質として、起業を意識する人には経営の全領域を小さ

なパ ッケージとして学ぶことが可能であり、大企業では不可能に近い体験がで

きる。このような中小企業な らではの特質を広く喧伝する必要がある。端的に
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言えば中小企業で働 くことは自身の将来にプラスだ との意識 を学生や働 いてい

る人が持つように働 きかけなければな らない。

このような、強み と特質を明確 にすることの必要性の背景には、若者の勤労

意識の変化 (俗に七五三現象 といわれるほど就職後 3年 以内の離職率が高 く、

中卒 7割 ・高卒 5割 ・大卒 3割 が離職するといわれている)に 対 して企業は対

応 しなければな らないか らで もある。

イ 高 度人材への適切な処遇

先頃、従業員の研究開発に対する報酬を巡る訴訟で巨額の支払い命令が出た

ことは記憶に新 しい。以前か ら日本の企業の問題点 として技術 ・技能者の地位

が低 く扱われている ことが問題 とされ、新製品を開発 し、その生産 を実現 して

付加価値 を生み出す人材の給与がホワイ トカラーよ りも低 いことが しばしば見

られた。今回の裁判のような事案が、今後は中小企業で も生 じる可能性 を否定

できない。

また、人材の流動化は増加 してお り、本調査でも高度人材の採用を巡 っては

「在職中でも採用に動 く」が 4社 に 1社 程度存在 している ことを重視 しなけれ

ばな らない。企業は、少数精鋭の経営重視へ とシフ トして来てお り、他社の高

度人材であっても遠慮な く引き抜きに動 く時代 と認識すべきで、高度人材には

適切な処遇 を行 うことが人事戦略 として重要 となっているのである。

ウ 営 業人材の外部活用 も検討すべき

高度人材の不足量域 として、中小企業では営業 をあげる ことが多い。製造業

の営業では、生産財セールスは消費財よ りも難 しく人材育成にも時間がかかる

と言われている。そ こには、生産技術な どの知識が必要 されるか らである。

この営業人材の獲得方策の一つは、フリーランスのエージェン トの採用であ

る。 日本では、フリー ランスが欧米 に比較 して少ないと言われるが、現在のよ

うなアウ トソーシングの経営が進行する状況では活用する ことも検討すべきで

ある。

ある会社では、フリーランス (個人事業主)の エージェン トの方が社員よ り

も販売成績が良いとの現象が生 じている例 もある。 フリー ランスは、正社員の

雇用 とはことな り年齢制限もな く、雇用契約ではな く、成果主義の取引契約で

あることか ら自らの動機付けのもとに営業活動を行 う。他社を リタイアしたシ

エアと数多 く契約す ることも可能であると考え られる。
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工 教 育熱心な企業 となれ

人材開発 に熱心な企業 となることが競争力に必要である。そのためには、第

一には新 しいものへ取 り組む革新性 を持 った経営であること、第二は経営者 自

身の意識 として教育熱心であること、第二は、何 として も教育時間をつ くるこ

と、第四は教育のビジ ョンを作成 して目標を示す こと、第五は保有技術の棚卸

として技術マ ップを作成すること、第六は知識の共有化を図ることな どを経営

者は信念 として持ち、教育を継続的に行 うことである。

オ 支 援的企業間関係を築 く

多 くの企業は従業員 の起業退職 に接することは、 これ までは少なかったよう

である。今後 も製造業で起業することは容易ではない時代が続 くと思われるが、

アウ トソーシング型や ファブレス型の起業はあると考え られる。 とくに、企業

のアウ トツーシング活 用への傾向は高まってお り起業機会 も増加するものと思

われる。

従業員の起業が発生 した時、明確 に支援するとする企業は少ない。その理由

は先述 したとお りである。 しか し、今や事業に必要な資源 をすべて 自社で保有

する時代ではなく、巧 く外部資源 と連携 して経営効率の追求をする時代となっ

ている。従業員の起業 は、出身企業では果たせない夢の実現への挑戦であ り、

その成長を支援する ことは自社にとって有用な外部資源を増殖させる行為 と考

えて取 り組むべきである。そ こには、連携 し支援 しあう関係の構築が必要であ

る。 この考えは、他社人材の起業に対 して も、また、既存の取 引関係に対 して

も持つべきものである。そ して、大企業と中小企業の間にも上下意識ではな く、

支援関係にもとづ く連携 との意識の醸成が良好な経営へ と発展するものだと考

えるべきである。

そ して、 CSRへ の取 り組み も、企業規模の大小に関係な くグロ
ーバル化の

世界に身を置いている ことか ら、中小企業はこうした考えを取 り入れて、大企

業 との連携のみな らず 自身の経営向 上に取 り組む必要がある。

力 産 業支援型シエア集団を知恵袋として活用

中小企業には、経営資源が限 られることか ら外部資源の活用が必要な ことは、

ここまでにも記述 して きたが、今、食間に増殖 しつつあるリタイア人材を中心

とした産業支援氏どシエア集団の活用々図ることが これか らの経営 に必要となる

だろう。



産業支援型シエア集団は、人材が持つネッ トワークの広 さと経験 に裏打ちさ

れた専門領域の知恵を保有 してお り、例えば接することす らできない大企業の

購買部へ直接紹介 を行 うことも可能であ リクライアン ト企業の様々な課題の解

決に貢献できる。また、中小企業には敷居の高い大学の研究室 を活用すること

も、団体が企業 と大学のコーディネーター となって取 り結ぶ ことで可能 となる

こともあ り、実際に産学連携の橋渡 しを行っている団体 も存在する。

その運営理念は社会貢献であ り、仕事の依頼に対する意識は取 引的ではな く、

支援 を根底に置いているため大企業への紹介行動 も自然体で行 っている。また、

開発な どでは、支援 グループ外の人まで参加 して開発を支援する こともある。

集団はクライアン ト企業を自己実現場 として楽 しんでいる。 しか も、企業 に対

して支援する時はチーム編成による対応をして、常に多面的視点か ら問題解決

を図ることができるようにしている。 このよ うに、まさに知恵袋 といえる存在

で、中小企業での活用が最 も適 しているし、ほとんどの産業支援型シエア集団

は中小企業を支援す ることを理念に入れている。

キ 人 材育成 に産業支援型シエア集団を活用

中小企業にとって、人材育成を計画的に行 うことは難 しい課題である。そ こ

に、産業支援型シエア集団を自社の人事教育部門と位置づけて活用することも

考え られる。集団には、人事の経験者や教育セ ンターなどで指導 した人な ども

お り、企業の現状を把握 した上で、教育体系や技術マ ップそ して人事制度の改

善な どを企業 と一体 となって作成することが可能である。

府の高等職業技術専門校のオーダーメイ ド・テクノ講座は企業のエーズにあ

つたプログラムでの実施が可能だが、企業に集団が協力すればプログラムの設

計 も講師探 しも容易化 される。また、集団に公的支援制度 に詳 しい人材がおれ

ば利用のための支援 も受け られることとなろう。

そ して、技術のマニュアル化な ども集団な らば支援が可能 とな り、技術技能

の伝承への取 り組み も効果的に行 うことが可能 となる。

ク 社 会貢献 と産業支援型 NPOの 活用

先述 した CSRな ど、企業の社会的貢献が以前よ りも強 く求め られる時代が

到来 しようとしているが、中小企業 も例外な く求め られることとなると予想 さ

れる。大企業よ りも規模が小さい企業にとって、社会貢献の意志はあって も人

員の面か ら活動に支障があるところも少なか らず存在 しよう。そのような時に、

NPOが 企業か ら委託 と協力を受けて企業の代わ りに社会貢献を行 うことが増
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えるものと思われる。 NPOは 社会貢献を理念 としてお り、企業 との連携は成

立することになるので、企業は今後の社会貢献活動の方法 として検討すべきで

ある。
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第 2 人 材活用、企業間連携、シエアの産業貢献

1 人 材活用

(1)高 齢イとによる労働力人日の減少 と高齢労働者の活用

少子高齢社会の進展は、労働力 人回の減少をもた らし経済成長 に大きな影響

をもた らす と懸念 されていることは周知の通 りである。大阪府 において も影響

を必然的に受けるが、 I、国に占める労働力人弱 (15～ も 5歳 )割 合の韮移 予

損1を大阪府 と同様 2-ilに 大規模な産業集積地である東京都 ・神奈'|!県e愛 知

県 と比較 した とき、関表に電ら力るよメ こ3都 県よ りも労働力人口善ギ合が減少

するものと予想 されている。

園表2-■, 府 県粛t策繊力人臨観舎の推計
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資料 :国 三社会保 障 ‐′、回問題研 究所 『都道 特早 別将 来推 計 ブ、口』(平成 1 4年 1月 推 計 )

急速な高鎌化の進行があることか ら、高齢者の活用を社会的に求めることが

必要 となってきているといえる。

産業界、とりわけ中小企業では高度成長期か ら最近の低迷期まで一貫 L/て吉

手人材の採用難が続 いてお り高齢fヒによる影響をよ り受ける状況下にある。

次の図表 2-2-2は 厚生労働省 千平成 12年 高年齢 =就 業実態調査 Jt約 12て800

事業所 を対象、平成 愚年にも実施)の 経 柔で、60歳 !プー上の高締労働者が企業に

雇用されている状況 を 3区 分の年齢嘗取 とな号業規模て 電たものである。 こ撤に

よると、ほぼ半数近 くの企業が 60歳 以 ±0考 働者 を京報と/ている。

そこ′て、従業員規模が大 きいはど比率が低 くな り、従業曇疑横か !さ しヽ 1まど
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企業の比率が高 く、 50.0%を超える状況がある。

製造業では、60.4%の 企業が高齢労働者を雇用 してお り、全体よ り

高い状況がある。 これ らのことか ら、中小規模の製造業ではおそ ら

働者を雇用す る企業の比率がさらに高いのではと推察 される。

もはるかに

く、高齢労

- 1 - %

企業規模・産業 埜事業腎
60歳以上の高年齢従業員がいる事業所

60歳以上の

従業員がい

ない事業所十 60-64 65-69' 7 0歳以上
ヨエ
ロ| 100 478 39 233 11.8 52,2

5,000メ、らく上 100 347 305 153 74 65,3

1.000 V々4、999ナ、 100 363 287 154 32 637

300々‐999ノ( 100 374 29.8 159 78 62.6

100-299メ 、 100 403 32.4 21.4 104 597

30～ 99人 100 577 51を 317 423

5～ 29人 100 529 42 254 135 47.1

ど治業 100 604 514 26ヽ 168 396

資料 「平成12年高年鈴者就業実態調査結果確報」厚生労働省大臣官房統計情報部から作成

では、次に雇用す る高齢労働者の全常用労働者に対する割合について平成 8

年か らの変化 と併せて園表 2-23で みる。 これによると従業 員規模が小さいほ

ど高齢労働者の割合が高 くなっていることが理解 される。

資料:「平成12年高年齢者就業実態調査結果確報」厚生労働省大臣官房統計情報部から作成

また、平成 8年 との比較では全体 として変化はないが、製造業では微増 とな

っていることがわかる。

ただ、製造業での高齢者の割合は雇用全体よ りも低い数値 となっている。高

齢者を雇用す る企業が 60%に 及ぶ にも関わ らず雇用割合が低いことは、製造業

で他の業種よ りもリス トラが進行 した ことを表 しているのであろう。

70歳 以 上の高齢者 も従業員とし/て働いている姿があ り、スキルの高さいえに存

在感があることを示 と/て いるとみる ことも
~‐~き
るが、一方で、中小企業て

tま
ま高

1-3

企業規模・産業
全常用
待堂 昌

0歳以上 計 (%!

60-641 65-69 7 0歳以上

H8 H12 村8 H12 H8 際12 H8 H12

100 64 64 41 39 16 キ7 08
（
じ

5 , 0 0 0人以上 100 1,5 22 10 1 4 03 06 01 02

lt000-4,999人 100 28 30 21 21 05 08 01 02

300-999フ 100 43 46 28 30 10 1,2 05 05

100-299人 100 64 59
月
中

つ
０ 16 16

〔
υ 05

30-992 100 ０
０ 8.5 5,2 52 23 24 13 10

5～ 29人 100 106 65 6.5 2,6
つ
０ 16 16

選覚圭ヨ 100 49 51 33 34 10 06 06
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齢技術 ・技能者に依存せざるを得ない企業事情 も垣間見ることもできそ うであ

る。そ こに、技術技能の伝承 ・保持などの課題をはじめとする問題点が顕在化

してきている。

(2)高 度技術の保持 と継承の課題

国際化の進展の中で ものづ くり企業は、技術的優位性を持続発展 させなけれ

ばな らないが、その源は高い技術 ・技能を保有 した人材にあ り創業期か ら積み

重ね られた技術の集大成が競争力となる。長期化 した不況 とグローバル化の進

展及び韓国・台湾。中国などの追い上げもあって製造業はコス ト競争に晒され、

その対応 として固定費の中で一番大きなウェイ トを占める人件費を削減すべ く

人員削減を行 った企業が少な くない。その結果だけではないが価格競争力を回

復 させ業績を伸ば した企業 も少な くない。 しか し、その反動 と指摘 されるよう

な事故が原子炉 ・造船 ・タイヤな どの製造現場などで大事故が発生 し、現場の

力が低下 しているとの声が聞かれるようになった。原因は技術人材の喪失 (リ

ス トラ)や 技術継承の失敗 にあるのではとの識者か らの意見 も聞かれるようで

ある。 これ らの問題が発生 しているのは大企業に多いと見 られる。

技術の喪失 と後継の課題に直面 した例を、ある大手企業のプラン ト・メンテ

ナンス作業のアニメー ション化への取 り組みに見ることができる。 この企業は

CGに よるマニュアル化を計画 しCAD専 業 の中小企業を活用す ることにした。

ところが、 CG化 の作業 を進めていく中で大手企業の従業員にプラン トとメン

テナンス作業 を熟知 している人材に欠けていることが判明 し行き詰 まることと

なった。そ こで、 CAD会 社 は、 このプラン トに詳 しい退職技術者を探 し出す

ことで完成 したとの ことであった。技術の継承が十分に行われなかった ことが、

この例か ら知ることができる。従業員が退職することは、退職理 由の如何 を問

わず何 らかの技術 ・技能の喪失が伴 うものであ り技術 ・技能の伝承への取 り組

みが重要 となる。

中小企業では、高齢層の従業員割合が高 く若年層の割合が低い構造 を持って

いる。 しかも、小規模 ほど従業員数の変移は横ばい傾向にあることか ら高齢化

がよ り進行する体質がある。 したがって、中小企業の技術技能伝承の根本問題

は後継者 となる若手の採用問題が最大の課題である。 このような若手人材の採

用問題を抱えなが らも、企業内では技術 ・技能の後継を図 らねばな らない。

では、生産現場で伝承が問題 となっている技能は何であるか、当研究所が実

施 した 「在阪機械金属 メーカーにおける人材活用戦略」に関する調査 (平成 13

年 )に よってみると、「生産現場での問題発見 ・解決能力」が最 も多 く、次 いで
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「生産工程全体 を見据えた広い視野か らの判断能力」 と生産技術的な視点の能

力を指摘 している。この伝承問題について 「ものづ くり人材育成研究会報告書」

(平成 14年 厚生労働省)に お いて も、基幹的従業員 (本報告書の高度人材に該

当)に 求め られる知識 ・技能 としては、「生産工程を合理化する知識」が最 も多

く (61.6%)、 次 いで 「複数の基本的な技能」 (52,4%)、 「品質管理や検査 ・試

験の知識 ・技能」(49,1%)の 順 と指摘されてお り、全国的に見て もほぼ同様の

問題意識である。

2 - 1 - 4 つ
‥
し の

技能の種類 回答数 構成比
生産現場での問題発見靖尋決能力 153 42,9

生産工程全体を見据えた広い視野からの判断能力 69 193

高性能機でも行えない超精密加工などの高難度加工対 60 16.8

ものづくりを主導するリーダーシップ能力 42 11.8

発想(企画・開発)力 22 62

その他 3.0

計 357 100.0

資料 :「在阪機械金属メーカーにおける人材活用戦略」に関する調査 (平成13年 大 阪府立産業開発研究所)

中小企業経営者か ら人材育成につ いての考えを直接聞 くと、重要性は理解 し

なが らも、しか し 「教える余力がない」「現場作業を止め られない」などの答え

が返って くることが多 く、そのためベテ ランによる現場作業を通 じて教育 ・伝

承を行 うことになる。 このような人材育成は、人材育成に長い期間を要するが

高技能者の高齢化が進んでいることか ら、後継者への伝承の時間 も限 られた も

のにな りつつあるところも存在するのではと危倶 される。 もし、技術技能の伝

承困難技術が、その企業のコア技術であるな らば企業の存亡にかかる問題であ

り、後継ができなければ企業の滅亡にも繁がる。

コア技術が保有企業のみな らず他社 (発注元や販売先な ど)か ら必須なもの

であれば、保有企業の伝承不能は他社 もコア技術の立ち枯れに連鎖 し、当該技

術 を自社製品等に取 り込めない ことで生産が成立 しな くなるおそれがある。象

徴的に言えば、地場産業な どで垂直分業が発達 していると主要工程の一部を担

う企業の消滅が産地全体の消滅 を招 く事態 も発生 しうるということである。

このような、重要な技術を保有する企業の消滅が想定 されるとすれば、 この

技術 を必要 とする関係企業 (得意先)は 、対策 として技術導入を検討すること

にな り、企業買収や事業部門買収及び人材譲渡な どが解決策 として検討される

であろう。

中小企業は下請け ・横受けと企業間連携での仕事の取 り組みであることか ら
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技術継承の仕組み として個別企業の枠 を越えた取 り組みも必要 となって くるの

ではないか と思われ る。

(3)人 材育成 と技術 ・技能伝承及び人材育成への取 り組み方策 としての課題

では、技能伝承問題への個別企業の対応策 としては、雇用延長が最 も多 く採

用されている策である。雇用延長 も形態 としては、定年後の再雇用も有れば、

定年の延長、定年制度の廃止な ど様 々である。その際の処遇は、定年後の再雇

用の場合は地位の変更 と給与水準の変更を行 うところが多 いが、定年前 と全 く

同じ地位 と処遇を与えている企業 もある。雇用延長は、技術 ・技能 を保持 し伝

承への時間も生まれ る効果があ り最 も望 ましい策 とは言える (高齢者の継続雇

用 と労働環境改善のための助成制度 として継続雇用制度奨励金、高年齢者雇用

環境整備奨励金がある)。

では、人材育成の手段 として実施 されているのは何か、それは後継者への OJT

の実施が主である。OJTは 教育手段 として最 も効果が高いと考 え られるのであ

るが計画的になされているのだろうか、人材育成は計画的に実施 さねて こそ効

果が上が り期間も短縮 され ると理解 されるところである。平成 14年 度製造基盤

白書によると、従業員規模が大 きくなるほど計画的に実施 され る傾向にあ り中

小企業では低 くなる ことが指摘 されている。

非計画的な OJTは 、見せてや らせての繰 り返 しのケーススタデ ィの連続で、

体験的にケースに所在する管理 ・加工な どの技法や問題解決の類型化の方法 を

学ぶ ことで高度人材へ と育てるものである。 しか し、 人材育成の効果を上げる

には、やは り計画的な実施があって こそ従業員にも到達すべき目標が明 らかに

な り意欲が増進 されるとともに、加工 ・管理技法などを OFFJTで 学ぶ ことで体

系だった視点か ら生産工程や工場全体への問題意識 と解決能力が備わっていく

ものである。だが、現実の課題 として中小企業が計画的な人材育成に取 り組め

ないことがあ り、その要因を検討 し、そ こに現在なされている人材育成への施

策の課題を考えなければな らない。

かつて当研究所が経営診断指導事業 を実施 していた時代に実体験 として得て

いた ことであるが、経営改善提案 を行い問題の所在 と解決の方策を示 して も従

業員の知識不足のために理解 されず実施 されないことが多々あった。そのよう

な企業の中には、従業員の知識を向上させるべ く OFFfTを 決断 し就業時間内に

短時間ではあって も改善提案実現のための基礎知識について教育訓線を実施 し、

教育への取 り組みが習慣化 していった ところがある。それ らの企業では意識改

革が確実に進んでいった。 このような経験を踏まえて、教育必要性の再認識、
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教育時間の確保、計画的教育、科学的教育の 4点 が重要 と指摘できるが中小企

業では教育の計画化 と科学的教育に取 り組む ことが難 しい。 とくに、技術技能

をデータ化 して伝承や移転及び復元そ して教材化のためにはナ レッジ ・マネジ

メン トの考え方にもとづ くデータ ・マイエ ングの考え方は不可欠 となるが、 こ

れ らの知識を持った人材は中小企業では少ないのが実情であ り、外部か らの支

援が必要 となる。それ も、企業の実情にあった教育訓練 と人事制度な どを検討

する人事部的な支援が必要になると考え られる。

また、大阪東部に代表 される基盤技術の集積地では、集積のメリッ トを人材

育成面で活かす ことも可能性がある。全国の産業集積地に対する調査 「集積地

域 におけるものづ くり人材育成に関する調査」 (平成 14年 厚生労働省)で は、

地域での人材育成 として 「熟練機能者の人材バ ンク等 をつ くり、ア ドバイスを

受け られる」(30、1%)、次 いで 「技能伝承する際の教え方を教える指導員 を配置

する」 (17.5%)あ が っている。 このような期待に対する方策 として、東大阪で

は、熟練技能者の人材バ ンク等 をつ くり、ア ドバイスを受けられる ことを実現

すべ く企業 と商工会議所が連携 し、また、市 ・府 もバ ックアップのもと 「特定

非営利活動法人東大阪市地域基盤技術継承プラザ」の設立準備に着手 した。 こ

れは、クリエイション ・コア東大阪を拠点 として高度熟練技能者な どの高度人

材 をデータ ・ベース化 し、集積地の企業の技術指導要請に応えようとするもの

である。 これ に、先述 したような人事部的なサポー ト機能が加え られることが

必要 と考える。

企業の人材育成を支援するために高等職業技術専門校 において企業人向けの

「テクノ講座」 と、企業のエーズに合わせた 「オーダーメイ ド ・テクノ講座」

を用意が用意 されている。「オーダーメイ ド・テクノ講座」は企業 自身がカ リキ

ュラム と講師を選定 して専門校 (原則 として )の 教室 を使 って研修行 う仕組み

である。

能力開発プラザにおいても人材育成のプラン作成ア ドバイスを受け られる体

制が整備 されている。 また、雇用 ・能力開発機構では、計画的に社員の能力開

発を行お うとする企業 に対 して 「生涯職業能力開発体系」 を活用 して、職業能

力開発に関する相談 ・援助を行 っている。府及び国が行 っている人材育成計画

作成に対する支援は窓 口での相談支援であ り、ア ドバイスの内容 を企業が十分

に理解 してプログラム作成 と人事制度への反映にさせることは難 しいのではな

いだろうか。また、支援相談 を行 う人が専門家であるとしても相談企業の現場

を十分に理解 しなければ適切な人材育成のア ドバイスは難 しいのではと思われ

る。ゆえに中小企業 自身に教育体制を整えられない問題があ り、教育体系を企
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業の中で作成することを直接 に支援することが必要であると考える。

(4)高 度人材の採用 に関する課題

人材採用の方法は中小企業ではハ ローワークの利用が多 く、大規模業 には学

校求人が多いことは、従来か ら変わ らないところである。中小企業がハ ロー ワ

ークを活用するのには二つの要因があ り、第一は新卒者が中小企業をさける傾

向があること、第二は即戦力を獲得 したいことである。 この二つの要因は、一

般的に広 く認識されているところである。 この二つの要因を踏 まえて、中小企

業の人材獲得への支援 について検討する。

まず、第一の理由である中小企業を避ける意識についてであるが、端的に言

えば中小企業で働 くことは自身の将来にプラスだとの意識を学生や働いている

人が持つように働きかけなければな らない。

そのためには中小企業は弱者 というイメージを解消 しなければな らない。中

小企業の中には、日本一 ・アジアー ・世界一のシェアや技術 を持つ企業 もある。

下請けであっても、大企業 と五分の関係で渡 り合 うような企業 も存在する。そ

れ らの企業の中には、大企業では実現できない人事制度や報酬を実現 している

企業 もある。 さらに、中小企業の特質 として、起業を意識する人には経営の全

領域を小さなパ ッケージとして学ぶ ことが可能であ り、大企業では不可能 に近

い体験ができる。 このような中小企業な らではの特質を学生 ・休職者に理解 さ

せる課題がある。

第二の理由である即戦力の獲得は、雇用のミスマ ッチ問題は容易に解消 しな

い課題 として存在 しているところにある。東京都の足立区では、国の雇用創出

特区の認定を受けて官民共同の職業紹介を始めた。 ワークセ ンターにはハ ロー

ワークと民間企業である リクルー トが看板を掲げ、若者や技能のない人は リク

ルー トが担当し、それ以外はハ ロー ワークが担当する仕組みで就職紹介 を実施

している。 これは、ハ ロー ワークのデータ ・ベース と民間のカウンセ リング能

力の結びつけによって成果を上げようとするものである。 この方式 も、成果 を

上げることが期待 されるところであるが課題がある。それは、面接前のマ ッチ

ングの確度を上げるための情報量に限界があることである。

中小企業には大企業のような人事部門は存在 しないことが多 く、社長や役員

な どが忙 しい業務の合間に求人・面接・採用決定を行っているのが実情である。

ヒアリングを通 じて企業か ら聞かれる声は、面接 して もなかなか良い人材 に巡

り会えないである。 これは事前に求人 ・求職者の情報がお互いに十分にわか ら

ないことにあ り、そのため、何度 も面接 して も人材に巡 り会わずあきらめるこ
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ともあるとの ことである。また、試用期間が終わ り採用は無理だとわかった時

に不採用を告げるのは辛いので縁改でいい人を捜す という企業 もある。

したがつて、面接前の事前のマ ッチ ングが十分に行えるな らば、求人 ・求職

者双方に無駄な時間とコス トの浪費を防 ぐことができ、 もしこれを実現 に近づ

けられれば求人側のハ ローワーク活用も促進 されて、雇用 も促進 されるのだが。

旧くは求職者が求人票 を見て、あるいは相談員 に勧め られて企業 と連絡 し面

接を受けていたが、最近では これ らにイ ンターネ ッ トの活用が加わ り双方向で

人材 と企業を探す ことができるシステムが構築されている。大阪府で も、独 自

にマ ッチ ング支援 として 「おお さか @(え え)人 財なび」を運営 し、求人 ・休

職者の出会いの場を提供 しているところである。

それでも、マ ッチ ングをよ り高めるためには相互のよ り詳 しい情報が必要 と

なる。そのためには、企業 と人材の双方の情報量を増やす ことでマ ッチングの

確率を高めることが課題 となる。
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経営環境の変化 と企業間関係 (支援を中心として)

(1)企 業間連携の必要性

厳 しい経営環境が続 くなか、企業では生き残 りをかけて、様々な取 り組みを

行 っているが、その 1つ に他社 との連携があげ られよう。昔は連携 と言いつつ

も、同業種内、もしくは、異業種間での親睦的な色合いの濃いが多 く見 られた

が、現在では、連携の幅 も広が りを見せてお り、また、目的を明確 にした形で

の集ま りも増加 してきている。

その成果 としては、例えば、企業における新たな取 り組みを行 う場合にて も、

自社単独で行 うよ りは他者 と連携 した方が、よ り良い成果 (競争力の増加、売

上高の傾向、経常利益の傾向)に つながるという調査結果 も出ている。具体的

には、「企画開発力」な どでは、大学 ・研究機関や異業種な どとの連携がよ り多

くみ られている (『中小企業の経営革新 に関する調査報告書』[大阪府立産業開

発研究所、平成 15年 3月 ]P68～ 70)。

このよ うに、自社 (も しくは、納入先企業 との連携)で 全て を賄 う形態か ら、

他者 との連携によ り、自社の不足する経営資源等を補 う動きが活発化 し、また、

それが、業績向上にもつながっている。 しか し、多 くの企業で こうした取 り組

みは行われてお り、言わば、他社 と連携することで、 自社の経営力を高めてい

く手法は、現在では特別な ことでもな くなってきているとも言える。

こうしたなかで、技術等が顕在化 している (どのような技術等 を持 っている

のかがわかっている)既 存企業 との連携だけでな く、潜在化 している技術、技

能、ノウハウに着 目し、いち早 くそ うしたものを自社 に取 りこんでいくことが、

必要、かつ、差異化 を図る重要な手段 となる時代に変わ りつつあると考え られ

る。つまり、創業段階で外部か らの評価が固まっていない企業の技術力や、創

業を考えている人材のノウハウを活用するということを念頭 に、
“
連携先を育て

る
"と
いう視点が必要 になって くると考え られる。

また、高齢化社会の進展のなかで、 これまで第一線で活躍 していた熟練従業

員が大量に退職 していく時代を迎えようとしている。 こうした人材の持つ ノウ

ハウの活用による自社の技術力等の競争力強化 という視点 も、企業にとってだ

けではなく、地域経済 にとって も、よ り重要 になってきていると言えよう。

(2)連 携 と しての起業 (企業 )支 援

起業の形態 として従業員が退職 して起業することは時折見 られることである。

では、企業に働いている人達が起業の意向をどの程度持 っているのであろうか。
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従業員の独立意向について 「ワーキ ング ・パーソン2002【関西】」 (株式会社

リクルー ト ワークス研究所 http://Rww Torks-l com)の調査 (18～59歳2010名主

要業種 )か ら正社員 についてみると、男性では38.8%、 女性は23.6%が 独立 し

てみたいと思っている。これを図表 2-2-1の男性社員 について年齢層による意向

の違いをみると、若年層に高 く、高齢層に低 い傾向がある。高度な技術 ・技能

者 として活躍する年齢 に達 した35～49歳では35%以 上の人が独立に興味を持 っ

ている。また、定年に近い年齢層の55～59歳で も20.7%の 人達が独立に興味を

持っていることがわかる。

2-2-1 の

を虫

立

し

て
み
た

い

を虫

立

し
た
く
な

い

無

回
答

計

二
、い０ 388 61.0 0ャ2

18-24F 52,2 478 0,3 1000

25-29 403 59,7 0,4 100,0

30-34 44、3 55,2 0.5 100.0

35-39 46.5 53.5 100.0

40-44 36.0 616 100.0

45-49 40.5 595 100.0

50-54 22.2 770 0.8 100.0

55-59 207 79.3 100.0

資料:「ワーキングパーソン調査2002【関西】」仰リクルート・ワークス研究所

P36図表独立意向から抜粋    httpノ /www works‐=com

では、企業は従業員の独立 をどのように受け止めているのであろうか。従業

員の起業を支援する制度を保有 している企業は、従業員の独立後 も関係を持ち

連携 していく意志を持 った企業 といえる。厚生労働省の 「平成 15年 雇用管理調

査結果」 によると、全体では起業支援制度 を保有 している企業は 1%に 過ぎな

い。規模 Ellで見 ると従業員数 299人 以下 と 300人 以上では様子が異な り、299

人以下は 1%に 届かない。これ に対 して 300人以上では、3%を 超え、中で も「5000

人以上」が 18.0%と 最 も多 く、「1000～4,999人 」は 18.0%、 「300～999人 」は

3.1%で ある。最近の大企業には、ベ ンチャー企業 と連携することで 自らの事業

革新 と発展を行お うとする動 きがあ り、その行動の一環 として従業員が、特定

の技術開発や製品をもって起業す ることを支援する動きがある。それは、かつ

てブームとなった子会社形態●社内ベンチ ャー とは異な り、企業の自立 ・独 自
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性 を認め、子会社化することな

る。(出身企業 との関係性を保 っ

の関係を否定 した起業をス ピン

く連携することで成果 を得ようとするものであ

た起業をス ピン ・オフ起業 と称 し、出身企業 と

・アウ ト起業 と言 う)

資料:平成15年雇用管理調査結果 厚生労働省

このように大企業は、従業員の独立に対 して友好的な協力関係のもとでの経営

が相互にメ リッ トをもた らす ものと意識 され始めた ことが、大企業に支援制度

を保有する ことの多 さとなって現れているといえる。

これまで 日本の産業界では、終身雇用制度のもとで従業員が定年を待たずに

独立することは、優秀な人材へ と育成 してきた企業への裏切 りとして とらえ ら

れることが多かったのではないだろうか。時 に、中小企業では社長が親で従業

員は子供 という家族的な経営の意識が経営者の発言 に現れることもあった。中

小企業に支援制度 を持たない企業が多いことは支援す るための経営資源の少な

さもあるが、優秀な人材が退職することは経営に打撃を与えるだけに支援 に動

く気持ちになれないのではと思われる。 しか し、転職 し他社の人材 となるので

あれば連携の余地は小さくなるが、独立であれば連携することで人材の能力を

失わずに済む。スピン ・オフ起業となるべきところがスピン ・アウ ト起業とな

ってしまうこともあるのであろう。

時には、独立した企業が出身企業の規模を凌驚することもあるが、大成功を

収めた企業でも創業期には苦難に直面した ことが少なくない。 この創業期の苦

難を乗 り切るために必要なのが、出身企業との連携である。創業者の経験談や

ベンチャー企業などの経営課題を見ていくと、「ファース ト・セールス」の獲得、

つまり売上げの獲得がある。「ファース ト.セールス」の最初の支援者となるこ

とができるのが出身企業であり、ここを出発点とした連携が課題とな り連携的

支援がなされることを期待したい。したがって、起業家支援の政策展開には支

企業規模 全企業

独立開棄夏携制度

ある

制 度 が な い

無回答計

設疋 予

定があ
設定予
定がない

100.0 10 95.7 0.8 949 3.3

5,000人 以上 100.0 180 808 22 786 12

1,000～ 4,999人 1000 9.6 894 2.3 ，
′
０
０ 1.0

300～ 999J 1000 3.1 95.9 0.9 95,0 1,0

100～ 299,( 1000 05 97,3 0,2 970 2.2

30～ 99フ( 100.0 06 95,5 0.9 946 3.9
二局 124 100.0 17 98.3 14 96.9
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援者 との関係性の評価 も課題 となるのではないだろうか。

(3)企 業関係の意識の課題

起業家支援 に連携の思想にもとづいた企業行動の必要性を先述 したが、通常

の企業間関係 にも支援 の発想に立った連携の構築が課題 となる。下請け企業 と

いう言葉には、地位 としての上下関係の響きがあ り、そ こには支援関係の姿が

見えない。実は、発注側 も発注 を通 じて支援関係 にあると意識することは少な

いようである。発注側が受注側に対 して行 う支援 は、売上金だけではないので

ある。受注側には、受注によ り新 しい技術課題を提供することで進化 を促 し、

生産工程の改善、コス トダウンや知識な どを得る機会であ り、発注側 には、 自

社の解決困難な問題の解決、コス ト低減、納期厳守 ・短縮、 自社内の生産スケ

ジュールの達成、狙い品質の実現、新たな提案な ど双方が取引を通 じて支援関

係が築かれるのである。 このような関係構築が辿 り着 くところ、すなわち対等

な相互関係にもとづ く連携による支援関係 とすることが企業の規模 を超えた課

題 といえる。
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リタイア高度人材の産業社会への貢献

(1)高 齢者の社会貢献 (産業界 )意 識

高齢者には、 リタイア後 にボランティアな どの社会貢献等の活動を行いたい

との意志を持つ人が多 いと高齢者の意識調査で指摘されることがあるが、では、

保有する企業での様々な知識や技術 ・機能を経営資源が不足する中小企業やベ

ンチャー企業などへの経営支援 を行 いたいとする人はどの程度、存在するので

あろうか。厚生労働省が実施 した 「平成 12年 高年齢者就業実態調査」 による

と、図表 2-2-3に み られるように男性が女性よ りも社会貢献を行 う意志があ り、

ほば半数が社会貢献活動を行いたいとしている。 この社会貢献活動の中で、男

性は 「ボランティア活動」 とほぼ同程度 に 「中小企業等に対す る経営 ・技術面

の支援」の活動を行 いたいとし、女性 にも少ないなが ら存在 している。

表2-2-3  性 、年齢階級、社会貢献活動別高年齢者割

性・年齢
階級

社会貢献 D活動をしたいと思 ている

思わな
い
不明

計

％

中小企業等
に対する経
営 ・技術面
の支援

者”
霧
ボ

テ
動

町内会
などの地
域活動 その他 不 明

514 14.9 156 38 6 9 02 47.4 1000
55-59 533 168 14 74 01

力
中 06 1000

60-64 5 1 7 155 月
中

う
０ 75 0.3 472 10 100.0

65-69 488 120 143 食
） 58 0.1 494 18 1000

て
０
０
つ
０ 25 208 02 597 18 1000

55-591 437 ら
乙 255 89 62 02 551 Ⅲ2 1000

60-64 38.1 2 7 203 96 5 3 03 600 1000
65-69 ら

４
う
０ 10,3 53 01 64.7 24 1000

資料 :「平成 12年 高年齢者就業実態調査」厚生労働省

特定非営利活動促進法が平成 15年 5月 1日 に改正 されて、12分 野か ら 17分

野 に拡大 され、追加 された領域は 「情報化社会の発展を図る活動」(例 イ ンタ

ーネ ッ トなど、新 しい情報通信技術手段の活用の促進 を図る事業)「科学技術の

振興 を図る活動」(例 大 学の関係者が各 自の研究を基にある科学技術の普及 を

図る事業)「経済活動の活性化 を図る活動」 (例 ベ ンチャー教育等、起業活動

の環境整備を図る事業 ・商店街の活性化 を通 じて地域全体の経済活性化の促進

を図る事業)「職業能力の開発又は雇用機会の拡充を支援する活動」 (例 路 上

生活者や障害者の職業訓練 ・就労支援 を図る事業)「消費者の保護を図る活動」

(例 消 費者 に対 して商品に関する情報提供、商品知識の普及 を図る事業)で

ある。 この改正によ り、産業支援 にも特定非営利活動法人 (以下、 NPOと 略

- 3 2 -



す)が 携わ ることができるようになった。

この法改正後 に、全国で産業支援型のNPO設 立の動 きが盛んになってきて

お り、その中心は企業 をリタイアしたシエアである。

(2)集 団化の 目的と組織形態

先述 したように企業等をリタイアした人達が集 ま り、産業支援 ビジネスを任

意団体 ・NPO・ 企業組合 ・株式会社な どの組織形態の元 に活動する集団を産

業支援型シエア集団と呼ぶ ことにす る。株式会社・企業組合の形態であって も、

営利 目的とは必ず しも限 らず、働き方 もワーク ・シェア リング的に週に数 日間

の労働や仕事のある時だけ働 くようなワークスタイルをとっていることもある。

このような集団が誕生 した背景には、元気な高齢者が増加 してきた こと、楽隠

居よ りも社会で活動す ることを求める人が増えてきた ことが要因である。だが、

会社 を退職 して専門性 を活か して活動をと考 えた時、個人の経営 コンサルタン

ト事務所を開設する人 もいるようである。しか し、個人では活動に限界がある。

とくに知名度 と信用力にほとんど欠けて仕事 を依頼 して くる企業はほとんど皆

無に近い。 しかも、一人の専門性では対応できない仕事が来る こともある。そ

こで、同好の志士を集めて集団での取 り組みを目指す。その時、 どのような法

人スタイルをとるかは集回の理念によって選択 されるようである。

中小企業の新商品開発や製造 ・購買部門の改善活動な どを支援する企業組合

STEP-21(滋 賀県 http://wTw step 2i jp/)は現在 12名 で運営 されているが、

企業組合の形態 を採用 したのは同志に限定 した活動を続け、継続が難 しくなっ

た らアッサ リと解散す るためだとしている。環境ベンチャーの育成や環境分野

で の 支 援 を 得 意 と す る NPOの テ ク ノ メ イ ト コ ー プ (大 阪 市

http://www6 ocn ne,p/｀inc osk/)が株式会社な どの形態 をとらなか ったのは、広

く同志を集めたいこと、また、役員交代が容易で、後の人に引継ができるか ら

だという。

株式会社の組織形態であれば、一般的には利益追求が当然 と考えるが、信用

を得ることを強 く意識 して法人格を取得 した もので、仕事の受注窓 口としての

展開であることが多いようである。八王子市の株式会社プロテ ックは、大企業

の研究所 OBが 働 く場 として平成 8年 に設立 された株式会社で、技術コンサル

ティング ・評価、新技術の事業化支援、技術移転のコーディネー ト、科学技術

論文の翻訳 ・抄録な どを行 う。運営は少数の正社員 (企業 OB)と 数十名の登録

社 員 (企業 OB)で 運営 され、仕事のある時に適任の登録社員が集合 して働 く形

態である (「首都圏4青報産業特区 ・八王子」構想推進協議会のHPの 企業紹介記
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事か ら (http://www cyber silkroad jp/co/25_pro/25_pro html)。

法人格 を取得せず に活動をしている集団もある。 ビジネス ・ライブの会 (大

阪市 )は 、昭和 62年 か ら活動を続 ける産業支援型シエア集国の先駆者だが、法

人格を取得 しないのは設立時に全員が会社設立を目指すスタンスを保つために

自由であ り続 けたいとの理念か らである。

これ らの事例は リタイアした人の活動 に合 った組織形態を選択 しているといえ

る。

産業支援型シエア集回のタイプは多様なタイプわけが可能 と思われ るが資料

や ヒアリングで得 られた事例か らいくつかのタイプわけを事業対象か ら試みる

と次のようになる。

① 起業家支援型 :経 営相談、技術評価、マッチング、場の提供などの支援

② 産業創出支援型 :特 定産業分野の支援、新事業開発提案などの支援

③ 研究開発支援型 : MOT(Management Of Technology)、産学連携、TLO

などの支援

④ 改善支援型 : ISO、 HACCP、現場改善などの支援

⑤ ものづくり技術支援 : 基盤技術の指導、技術移転などの支援

⑥ 人材育成 ・雇用支援型 :人事制度、採用活動、マッテングなどの支援

④ アウ トソーシング支援型 : 開 発、総務、販売、生産、福利などの業務受託

③ 企業社会活動支援型 :環 境活動、慈善活動、企業博物館などの CSR支 援

③ ソーシャル ・ビジネス型 :環 境 (廃棄物処理など)、教育、NPOな どの支援

① 国際展開支援型 :会 社設立、リスクマネジメント、翻訳、貿易実務などの支

援

① その他

今後は、さらにタイプが増加すると思われるが、集団の特徴を明確にしてい

るところと、広範囲に事業領域がわたっているところもある。ただ、ヒアリン

グを通じて産業支援型 NPOに ついていえる事は、多様な人材を集めているが事

業の柱を明確にして、特徴を外部にわかるようにする取 り組みがなされている。

今後、所謂団塊の世代が順次退職するにしたがって、産業支援型シエア集団

の設立も増加 し、集団の大規模化、全国展開や連携によるネットワーク化など

へと進展 していくものと思われる。 このような時代が到来 した時、中小企業や

ベンチャー企業は豊富な人的外部資源の活用が可能となり、経営効率の向上に

よる競争力の強化も実現されるものと期待される。したがって、 これ らの集団

の設立と活動の促進及び商工政策 との連携への取 り組みを検討すべきといえる。
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(3)産 業支援型 シエ ア集 団が抱 える課題

産業支援型シエア集国の実力を示す事例 としては、実際に、NPOア ナ ログ技

術ネ ッ トワーク(群馬県前橋市)からは、中小企業の電子機器 メ
ーカーか ら一年

間近 く問題解決ができないアナログ回路の設計を、出向いて一時間もかか らず

に解決 したとの事例説明を受けた。また、NPOテ クノメイ トコープ(大阪市)で

は、ベ ンチャー企業の機能性食品材料開発を支援 し、府立大学 との共同開発で

実現 した。 このような例 に限 らずシエア集団の持つ能力には優秀なものがある

と言ってよい。また、支援依頼が多いのは Iso認 証取得のための指導依頼 とい

うのが、聞き取 りをした集国の大部分であった。

このように、企業に貢献する力を持っているのだが、大きな課題は 「企業に

存在を知 られること」 と異 口同音の問題認識がある。では、現実 にはどのよう

な経緯で仕事が発生するかを聞 くと、ほとん どが会員か らの紹介が出発点であ

る。では、広告宣伝 をと考えて も資金力がな く、ネッ トワークとロコミに頼っ

ているのが現状である。企業の側か らは、新聞などで時折報道 される産業支援

型シエア集団の記事か ら、存在 を知る機会は増加 しているようである。

しか し、企業側か らすれば
“
何ができる

"の
かが見えないし、信頼に足るの

かが見えないことか ら利用へ とは踏み切れない。 このように産業支援型シエア

集団にとっての課題 は
“
認知の拡大

"で
あ り、産業支援政策への検討を行 う場

合にも課題 となろう。 そ のほかの課題 としては、資金力、場所、運営 ノウハ

ウな どがあげ られる。
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第3 調 査結果

1 ア ンケー ト調査の概要

(1)調査票送付の概要

第 2で厳しい経営環境のなかでの企業の競争力強化の方策として、技能や経験を有する

高齢者の活用や起業 ・企業の支援の状況などを確認してきたが、ここでは、アンケー ト調

査を通じて現状を確認していく。

問題意識としては図表 3-1-1に 示 した 4点 を念頭に起き、大阪府内の製造業者を対

象に平成 15年 9月 ～10月 に郵送自記入式にて調査票を送付した (調査票フォーム、集計

結果等は巻末資料編に掲載)。

調査票有効送付企業数は2,759社、有効回答企業は 490社 (回収率 17.8%)で あった。

(2)回答企業の業種

回答企業の業種内容は、「金属製品製造業」が 21.1%で最も多く、「一般機械器具製造業」

(20.4%)、「電機機械器具」(11,7%)と 続いている (図表 3-1-2参 照)。

これを府内の事業所構成比 (従業者 4人 以上)と 比較すると、調査内容を反映している

ためか、基礎素材型産業の中の鉄鋼 ・非鉄金属製造業や金属製品製造業、及び、加工組立

型産業といった熟練技術が必要な業種での回答割合が高くなっている。

なお、府内事業所の統計値は 「従業員 4名 以上」であるが、本調査での 「従業員 1～ 3

名」の構成比は 0.6%とわずかであり、比較可能と判断したものである。これによると、本

調査では、基礎素材型産業内の 「金属製品製造業」、及び、加工組立型産業の各業種の回答

構成比が府内事業所構成比よりも高くなっているが、これは、本調査で高度人材という視

点を取り上げたため、技能職的な色合いの濃い業種からの回答が多くなったものと考えら

れる。

図表3-1-1 ア ンケー ト調査での問題意識

① 企業はどのような人材活用を行っているのか

② どのような相互支援 (補完)関 係を築いているのか

③ 自社からの独立を含めた起業家支援にどのように取り組んでいるのか

④ 定年退職者による産業支援型の集団活動について、企業はどのように考え活用して
いるのか
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図表 3-1-2回 答企業の業種

業種名 回答数 構成比

<参 考>

府内事業所構成比

基稜 素材型産業 1 8 6 38,0 % 46.0 %

木材 ・木製品 ・家具製造業 7 1.4% 4 . 3 %

パルプ ・紙 ・紙加工品製造業 1 0。2% 4 . 1 0 / 0

化学 ・医薬品製造業 1 1 2 . 2 % 2 . 5 %

石油 ・窯業 5 1,0% 2.0%

プラスチック ・ゴム製品製造業 2 9 5 . 9 % 9 . 4 %

鉄鋼 ・非鉄金属製造業 3 0 6 . 1 % 3.9%

金属製品製造業 1 0 3 21.1ウ 6 1 9 . 8 %

力層I 組立型産業 2 0 5 4 1 . 9 % 25.5 %
一般機械器具製造業 1 0 0 20,4 % 15,4 %

電気機械器具製造業 5 7 11.7% 4.9%

情報通信機械器具製造業 2 0.4% 0.5%

電子部品 ・デバイス製造業 7 1.4% 1.0%

輸送用機械器具製造業 2 4 4 . 9 % 2 . 5 %

精密機械器具製造業 1 5 3 . 1 % 1.2%

生涯関連 。その他型産業 9 8 20.0 % 28.6 %

食品製造業、飲料製造業 1 6 3 . 3 % 5 . 1 %

繊維製造業 2 0 4 . 1 % 3 . 3 %

衣眼 。その他繊維製品製造業 2 3 4 . 7 % 6.7%

印刷 ・同関連業 2 4 4 . 9 % 8.2%

その他 一ｂ 3。1 % 5.2%

合   計 4 8 9 100.0 % 100.0 %

注)府 内事業所構成比 (事業所数ベース)で は、本来、「家具製造業」は生活関連 。そ

の他型産業に区分されているが、当調査票では、「木材 ・木製品 ・家具製造業」でひ

とくくりとしたため、当表では 「基礎素材型産業」に含めている。

(出所)府 内事業所構成比 :「大阪の工業 (平成 14年 調査)速 報」(大阪府庁企画調整部

統計課ホームページ [http://w珊.pref,Osaka.jp/toukei/kougyo_s/]第2表 産

業別統計表 :従業者 4人 以上)
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2 回 答企業の概要

(1)資本金規模

回答企業の資本金の額を層別にまとめたものが図表 3-2-1で ある。全体の 93.6%の

回答が中小企業基本法にて中小企業の定義となる 「資本金 3億 円以下」となっている。「同

1,000万円超 5,000万円以下」が 49.9%と約半数を、「1,000万円以下」が 22.8%と約 1/

4を 占めている。

(2)従業員規模

現在の常用従業者数 (役員、非正社員含む)の 値を層別にまとめたものが図表 3-2-

2で ある。「20～49人 」の害J合が 40.2%と最も高く、以下、「50～99人 」と 「100～299人 」

の 19.9%が続いており、「19人以下」は 13.5%と構成比は低くなっている。

この回答には非正社員も含まれているが、その割合をまとめたものが、図表 3-2-3

である。非正社員が 「0%(0人 )」という回答が 12.1%ある一方、「90%以 上 100%未 満」

という回答も 0.9%ある。回答の構成比を 10%刻 みでみた場合、最も回答の多かったのは

「0%超 10%未 満」の 29.7%であり、「10%以 上 20%未 満」の 21.7%、 「20%以 上 30%未

満」の 13.6%が続いている。同構成比の最高値は96.4%、平均値は 19.0%であった。

なお、過半数を非正社員が占めているという回答の業種等をみたものが図表 3-2-4

であるが、「食品製造業、飲料製造業」(31.3%)、「衣服。その他繊維製品製造業」(30。4%)、

「プラステック・ゴム製品製造業」(24.1%)、「電気機械器具製造業」(10.5%)等 となって

おり、比較的労働集約的な工程のある業種の回答が高くなっている。同表に記載した業種

では、非正社員を多く使う企業の従業員総数規模としては 「20～49人 」が中心であるが、

「食品製造業、飲料製造業」は 「100～299人 」が中心1となっている。

また、後述する「強み」(競合他社や競合製品と比較して優位な″点)の回答との比較では、

「非正社員構成比 50%以 上」の企業で 「5負み」を回答した企業 38社 のなかで最も回答の多

かつた 「強み」は、「短納期対応力」(34.2%、13社 )で 、以下、「高品質 ・精度 (主に人に

起因)」(23.7%、9社 )、「新製品等構想 。開発力」と 「高品質 ・精度 (主に機械に起因)」、

「小ロット対応力」(ともに 10.5%、4社 )と 続いており2、「価格競争力」をあげたところ

はなかった (「価格競争力」の回答率は全体では4.5%:図 表 3-2-5① 参照)。したがっ

て、コス トダウンのみを狙つて非正社員を過半数以上活用しているものではないことがう

かがえる。

1な お、回答企業の常用従業者規模別に 「非正社員構成比 50%以 上」の企業割合を求めると、以下のよう
になっている (全体では 8.1%=[39/483])。

者規模卯

2他 の回答は、「企画 ・設計力」530/o(2社 )、「工程設計力」。「その他」各 2.6%(各 1社 )

1～ 3人 4～ 9人 10～ 19人 20-49メ 、 50～ 99メ 、 100～ 299ノ代、 300人 以上

333% 12.50/o 43% 9.8% 6.3% 9.40/o

1/3 2//16 2//46 19ノ/194 6//96 9//96 0//32

注)下 段は、該当企業数/常 用従業 企

- 3 8 -



|

図表3-2-1資 本金の状況 (n=483)

27%卜 、、、37%

58%―――一

151%′
/

|□1000万円以下

|■1000万円超5000万円以下

|□5000万円超1億円以下

苫橋穐鵠品f

l言♀編冒腎進
°億円以下

図表3-2-2常 用従業者数(経営者、常勤役員、
常用パート等含む)の状況 (n=489)

10660

6軌、 1//3鍋

■0%超 10%未 満   □ 10%以 上20%未 満 |

注)表 に記載したものは、 「非正社員構成比50%以上の企業が業種内に5社以上あり、かつ

業種内での同企業比率が10.0%以上の企業のみ

図表3-2-3非 正社員の構成比の状況 (n=448)

図表 3- 2 - 4非 正社員構成比 5 0 %以 上の の

業種 )卜IE在土員構成比50%以

上の企業比率
回答総数 非正社員構

成比50°/o以

上の回答数

偏 考

食品製造業、飲料製造
業

313% 16 5 5社 中 4社 は従業員総

数 「100～ 299人 」

衣服 。その他繊維製品
製造業

304% 23 7 7社 中5社 は従業員総
数 「20～49人J

プラスチック ・ゴム製
品製造業

241% 29 7 7社 中 3社 は従業員総

数 「20～ 49人」

電気機械器具製造業 10.5% ，
ｒ
便
Ｕ 6 6社 中 4社 は従業員総

数 「20～ 49人」
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(3)「強み」(競合他社や競合製品と比較して優位な点)

回答企業の 「強み」をまとめたものが図表 3-2-5① であるが、「短納期対応力Jの 回

答が 21.7%と最も高く、以下、F新製品等構想 ・開発力」(20.9%)、「高品質 ・精度 (主に

人に起因)」(14.0%)、「高品質 ・精度 (主に)設 備に起因」(13.2%)、「小ロット対応力」

(11.6%)と続いている。海外製品等との競合を念頭に置いた回答であるのか、納期面や品

質面での回答が高く、「価格競争力」は 4.5%と回答率は低くなっている (図表内の番号は

調査票での選択肢)。

「強み」の回答の上位 5項 目について常用従業者規模別にみると (図表 3-2-5② 参

照)、「20～299人 Jに 含まれる各企業では 「短納期対応力」が最も高い回答であるが、「1

～19人 」、「300人 以上」では '新製品等構想 。開発力Jが 最も高くなっているのが特徴的

である。また、「高品質 ・精度 (特に設備に起因)Jは 、設備購入能力との関係からか規模

が大きくなるにつれて回答率が高くなっている。しかし、「高品質 ・精度 (特に人に起因)」

では、「20～49人 」、「100～299人 」、「800人以上」での回答率がほぼ同じであるなど、規

模の大小はあまりみられない。

(4)「強み」の水準 (他社比較)

「強み」の水準について全体の回答 (「合計」)と 、「強み」の_上位 5項 目をまとめて記載

したものが、図表3-6-l① である。

全体では 「同業他社の中で上位Jの 回答が 56.7%と過半数に達しており、「同業他社の中

で平均的」(22.1%)が 続いている。
一方、「同業他社の中で頂点」(12.1%)、「オンリーワ

ン」(7.7%)と いう競争力を有するとした回答は全体の2割 弱にとどまっている。

これを 「強み」の内容別にみると、「新製品等構想 ・開発力」では、「オンリーワン」、「同

業他社の中で頂点」の回答の構成比が高く、逆に 「小ロット対応力」や 「短納期対応力」

では 「同業他社の中で平均的」や 「同業他社の中で上位」という割合が高くなっている。

こうしたことから、「′J ロヽット対応力」や 「短納期対応力」は、「強み」と言つても、必ず

しも競争力を伴つたものではないケースが多いものと推察される。

「強み」の水準について常用従業員規模別にみると、「300人 以上」では競争力を有する

という回答が多く、「20～49人 」では、約 1/3が 「同業他社の中で平均的」と回答するな

ど、自らの競争力に対して巌しい回答をしている。

また、「1～19人」では 「オンリーワン」とする回答が 14.1%あ り、常用従業者規模別で

最高の構成比を示しているのが特徴的であるが、「強み」の領域での 「新製品等構想 ・開発

力」の回答が高かつたことも含めて考えると、厳しい経営環境のなか、限られた経営資源

を有効に活用して、独自市場での生き残りを図つている様子がうかがえる3。

3経 済産業省では、『2003年版 製造基盤急書』のなかで、「すき問 (ニッチ)市 場」(特定の製品分野)に
おいて、50%以 Lのシェアを獲得している製品を 「ニッチトップ製品jと し、同製品を持つ中小企業 「ニ

ッチトップ企業」として分析を行っている (同白書P98～107).

それによると、ニンテトンプ企業の 13党)が 「従業者 20人未満」である。

- 4 0 -



図法3-2-5① 「強み」(競合他社や競合製品と比較して優位な点)の領域
(n=484)

0眺

図表3-2-6② 常用従業者規模別「強み」の水準
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4短 納期対
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Z新 製品等
構想 ・開発
カ

b高 品賞 ・

精度 (主に

人に起因)

5局 品賞 ・

精度 (主に
設備に起
因)

8小 ロット

対応力

1～ 19人   (n=63) 17.5, ご
Ｕ 9.5% 7.901

20ハV49ノ( (n=191) 16.890 16.2貿

50-99ノ 、ヽ (n=96) 20,8引 24.09c 8.3採 10.491

100-299ノ ( (n=96) Z4.U料 ZI.υ比 16.791 6 . 3貿

300メ、以上 (n=31) 12.9, 25.8ql 16.1% 16.101 0.敬

図表3-2-6① 「強み」の領域別 「強み」の水準

200% 60,0% 100.096

合計(n-480)177%■ 12_1 15%

1.0%

20%

0 0 9 6

0016

1891

短納期対応力(ni1 04)58%158%
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粋
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高品質B縮産(主に設備に起因)(n=63)48%1143%

小ロット対応力いE503型上73%

ロオンリーワン■同業他社の中で頂点 □同業他社の中で上位 回同業他社の中で平均的 ■その他
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(5)業績

ア 売上高規模

直近期の売上高規模をまとめたものが、図表 3-2-7で ある。「5億 円未満」が 26.10/o、

「5～ 10億 円未満」が 25.1%と、「10億円未満Jで 過半数となっている。
一方、「300億 円

以上」が 2.1%、 「100～300億 円未満」が 4.7%と、「100億円以上Jの 売上高の企業も回答

企業の6.80/oを占めている。

イ 業績の傾向

最近 3年 間の業績 (売上高、経常損益、決算)の 傾向をまとめたものが、図表 3-2-

8① 、②、④、3項 目のクロス集計結果が同③、⑤、⑥である。

厳しい経営環境を反映して、売上高で 「増加傾向」は 15.8%、経常損益では 「黒字額増

加 (赤字額減少)」17.4%に過ぎず、一方、売上高の 「減少傾向」は 50.1%と過半数に、経

常損益の 「赤字額増加 (黒字額減少)」でも41.4%と高い割合となっている。経常損益と比

較して売上高で悪化傾向が強く出ているのは、売上高の減少をコス トダウン等の企業努力

によリカバーし、経常損益面での影響をくいとどめているものと考えられる。

売上高と経常損益のクロス集計 (図表3-2-8③ )を みると、ともに 「増加」傾向の

回答である 『増収増益』という回答は全体の 10.5%に過ぎず、ともに 「減少」傾向の回答

の 『減収減益』は同35。3%と 1/3強 になっている。

決算の傾向でみると、「黒字基調」が43.3%で 「赤字基調」は20.7%となっている。決算

の傾向と売上高 ・経常損益の傾向をみると、「赤字基調」の回答企業では、売上高、経常損

益ともに減少傾向にある割合が高いなど、く、良い企業とそうでない企業の二極化が進ん

でいる様子がうかがえる (図表3-2-8④ ～⑥参照)。

ウ 「強み」の領域と業績の傾向

「強み」の領域で回答の多かった5項 目別に業績の傾向を示したものが、図表3-2-

9①～③である。

これらによると、「強み」の領域として 「短納期対応力」や 「小ロット対応力」では、売

上高や経常損益の増加にはあまりつながっていないことがうかがえる。これは、「強み」の

水準でも確認したように、競争力があるケースが少ないことが要因となっているものと思

われる。逆に、「新製品等構想 ・開発力」等は競争力もあることから、売上高や経常損益の

増加がみられる結果となっている。こうした状況は決算の傾向でもみられ、特に、「新製品

等構想 ・開発力」での 「黒宇基調」が58.9%と過半数を超える結果となっている。

工 常用従業者規模と業績の傾向

常用従業者規模別に業績の傾向を示したものが、図表3-2-10① ～③である。

売上高の傾向 (同①)で は、「20～49人 」で 「減少傾向」が 56.1%と最も高く、この層

よりも規模が大きくなるに連れて 「減少傾向」の割合は低下し、「ほぼ横ばい」の割合が高

くなっている。経常損益の傾向 (同②)で は 「黒字額増加」は 「300人 以上」が 25.8%と

最も高くなっている。決算の傾向 (同③)で は、「黒字基調」の回答率は常用従業者数 50

人を境として過半数になっており、小規模企業の厳しい現状がうかがえる。
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図表3-2-7直 近期の年間売上高の状況 (ni471)

■5～ 10億 円未満  口 10～ 20億 円未満  口 20～ 50億 円未満

|■50～ 100億 円未満 日 100～ 300億 円未満 ■300億 円以上

爾 読

勝
‐Ｌ
Ｆ 図表3-2-8① 最近3年間の

売上高の傾向(ni481)

増加傾向
15830

即④胡、
34196

黒字額減 黒字額増

‐―
―
―
―
―
―

」

図表3-2-8② 最近3年間の
経常損益の傾向(n二461)

表3-2-8③ 売上高の傾向 σ)れ頁阿軸(ni459

径営十昌林

｀｀｀｀主己士

高 増加傾向 1歓ぼ梅軸ゴ↓ヽ 減少傾向

黒字額増加 1.500

ほ|ず梅貨ヤゴVヽ 23.5, 13.500

赤字額増加 4 . 8 9 35.380

注)上 記割合は、両方の設間に回答した459を分母とした構成比

図表3-2-8④ 最近3年
間の決算の傾向
(n=464)

癖
鋼
卿

3-2-8⑤ 売上高の傾向と決算

売上高

決算

増加傾向 ほぼ横tゴ↓ヽ 減少傾向

黒年基調 11.300 17 0% 15.3物

収支とんとん 14.4% 18.5軌

兼字 基調 1 . 1 % 2.4% 16.6助

注)上 記割合は、両方の設間に回答した459を分母とした構成比

図表3-2 - 8⑥ 経 の

経常損益

津 宜

黒字額増加

赤字額減少

ほヤご朽く!ゴい 赤字額増力日

黒字額減少

黒字某調 13.3歓 20.7玖 9.6%

収支 とんとん 14.8q0

赤字基調 0.9畝 2,2軟 17.0%

注)上 記割合は、両方の設問に回答した458を分母とした構成比
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1          図 表3-2-9① 主な「強み」の領域別売上高の傾向

全体 (n・481) 158%

|

4短 納期対応力(n=lo3

2新 製品等構想・開発力(n=loO)

6高 品質・精度(主に人に起因)(n=68)

5高 品質。精度(主に設備に起因)' 403% 37 1Ce
(n=62)

8小ロッ闘応力ln 50隆
0%

唖

図表3-2-9② 主な「強み」の領域別経常損益の推移

全体 (n=461
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36700
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80%        10090

図表3-2-9③ 主な「強みどの領域別決算の振蔵

十
~ ~ ~ ~ ~ヽ ヽヽ キ ー キ ー ー キ

穏

4短納期航加 志            3

2新 製品等構想。開発売い工1髄)

6高 品質,精度(主に人!こ起困)てド68)

5高 品質'精度(主まこ設備に起困I

(ni62)           |

8小 ロット対応力は=5ゆ

――― ―

司
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図表3-2-10① 常用従業者規模別売上高の傾向

熱
‐”‐９人
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中

501%

438%
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406%

1～ 19人 (n=62)
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― ― ・  タ   ー ー ヽ

20～ 49人 (n=182)1

|

50～ 99人 (n=90)|
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100～299人6却』|
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t環整 丑翌坐≧坐r生生軍変=圭調J

111%

109%

図表3-2-10② 常用従業者規模別経常損益の推移

図表3-2-10③ 常用従業者規模別決算の傾向

300人 以上 (n=31)
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(6)事業戦略

ア 事業領域の展開状況

事業領域の展開に関しての単純集計結果と主な 「強み」の領域別、常用従業者規模別に

まとめたものが、図表 3-2-1l① 、②である。

全体としては、「現在の主力事業分野を深耕」が 57.7%と最も回答が多くなっており、

「現在の主力事業の関連分野へ進出する」の 33.20/oとあわせ、9割 強の企業が現在の主力

事業をベースとした事業展開を考えている。

「強み」の領域別にみると、「小ロット対応力」で、「現在の主力事業分野を深耕」の割

合が44.4%と過半数を割り、「異分野事業へ多角化する」が 11.1°/。と1割 を超えているなど、

他の 「強み」の領域とは差異がみられる結果となっている。一方、「高品質 ・精度 (主に設

備に起因)」や 「短納期対応力」など、既存の事業のなかでより強みが発揮される項目では、

「現在の主力事業分野を深耕」がともに 62.5%で あるなど、既存の事業を前提とした事業

展開を考えている。

常用従業者規模別では、「100～299人 」で 「現在の主力事業の関連分野を深耕」が 75.0%

と特に大きな値となっているが、他の規模では、同回答が 50%強 にとどまっている。これ

は、関連分野への展開等を行うには、企業規模が中途半端 (規模が大きいと経営資源にも

余裕が出て事業展開が行いやすく、逆に規模が小さいと小回りが効くという面で)と いう

こと要因が考えられる。

イ 「選択と集中」について

「選択と集中」への考え方についての単純集計結果と主な 「強み」の領域別、常用従業

者規模別にまとめたものが、図表 3-2-12① 、②である。

全体として 8割 程度が 「主力事業に経営資源を集中させる」という意向を持つており、

それをアウトノーシングという視点でみると、「そのためにアウトソーシングを活用する」

と 「アウトソーシングは行わない」がちょうど三分される結果となっている。

「強み」の領域別では、「新製品等構想 ・開発力」で 「主力事業に経営資源を集中させ、

アウトノーシングを活用する」が全体の構成比としても過半数を超えている一方、「高品

質 ・精度 (主に設備に起因)」では 「主力事業に経営資源を集中させるが、アウトソーシン

グは行わない」が全体の過半数という結果となっている。

また、「特に経営資源を集中させる意向はない」への回答としては、「ノJ ロヽット対応力」

にて、23.6%と高い値となっているが、これは、上述の事業領域の展開状況でみたように、

「異分野事業へ多角化する」という回答が 1割 を超えているなど、主力事業にあまりこだ

わらずに事業展開をしようとする企業が多いことが要因となっているものと考えられる。

常用従業者規模別では、「1～19人」と 「300人 以上」にて、「主力事業に経営資源を集中

させ、アウトノーシングを活用する」が過半数を超えている。こうしたことから、大企業

に限らず、規模の小さな企業においても、経営資源に限りがあるため、アウトノーシング

を活用する意向が高いと考えられる。こうした面では、アウトノーシングというのは、小

規模企業を対象にした市場もあることがうかがえる。また、起業の場となりうるものと考

えられる。
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新製品等構想・開発力(n=loO)1室王王正王王主560ぱTT々 TttT胃圏轟題390%■圏躍50%口:00ギ00%
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図表3-2-1l① 「強み」の領域別事業領域の展開状況
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図表3-2-1l② 常用従業者規模別事業領域の展開状況
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図表3-2-12① 「強み」の領域別「選択と集中」について
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なお、「主力事業に経営資源を集中させるが、アウトソーシングは行わない」への回答は、

「100～299人 」で 58.9%と規模別で唯一過半数を超える結果となっている。

ウ アウトッーシングを行う業務

アウトソーシングを行 う業務についての単純集計結果と主な 「強み」の領域別、常用従

業者規模別にまとめたものが、図表 3-2-13① 、②である。

全体としては、「生産」が 48.1%と最も高い回答率があつたが、他の項目は 10%前 後か

それ以下にとどまっている。

「強み」の領域別でみると 「新製品等構想 ・開発力」では全般的にアウトノーシング化

の意向が強くなっており、逆に、「小ロット対応力」では全般的にアウトソーシング要望が

低くなっている。これはちょうど、「主力事業に経営資源を集中させ、そのためにアウトソ

ーシングを活用する」への回答率 (前者 54.6%、後者 29`1%)と 同様の結果となっている。

「新製品等構想 。開発力」では強みをより活かすために、開発後の工程をアウトノーシン

グする意向がある (もしくは、アウトツーシングしやすい)の に対 して、「小ロット対応」

では、生産方法なども含め、社内各部門の連携の上で強みが成立している面があり、アウ

トソーシングになじみにくいと思われる。

また、「高品質 ・精度」に強みがあつても、「主に設備に起因」している場合と、「主に人

に起因Jし ている場合では、「生産」のアウトノーシングヘの回答率もう6.7%、37.5%と大

きな差異が見られている。後者の強みは属人的なものであり、アウトノーシングしにくい

面があるものと考えられる。

次に、常用従業者規模別にみると、規模別の特徴が現れており、「販売」面では規模の小

さVヽ「1～19人 」(13。3%)、 「20～49人 」(12.8%)で 高くなっており、販売面で苦力とて

いる状況を反映した結果と言えよう。また、「生産管理」、「品質管理」などの管理面では '50

～99人 」(ともに 16。4%)、 「20～49人 」(12.0%、14.5%)の あたりが高くなっており、経

営者では全社に目が行き届きにくくなった規模 ・段階での管理体制の構築に課題を抱えて

いる様子がうかがえる。

逆に規模の大きな企業で回答率の高かった項目としては、Fビジネス情報処理Jや 「総務」

では「300人以上」において 30.4%、17.496と高くなっており、また、「メンテナンスJ(「300

人以上」17.4%、「100～299人 」23.1%等)も 規模の大きな企業に回答が多い。ここにあげ

た業務などは、規模の経済の働くような性質のものであり、企業規模が大きいことから外

部に出しやすい環境にあることを反映したものと思われる。

また、大手企業では、メンテナンス ・サービス部門を子会社化するところがあり、これ

に、独立した者が請負として連携している例もみられる。アウトノーシング領域の拡大は、

従業員の独立の場を広げているともいえよう。
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図表3-2-12② 常用従業者規模別 「選択と集中」について
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3雇 用状況について

(1)最近 3年 間の従業員数の傾向

最近 3年 間の従業員数の傾向を全体と常用従業者規模別にまとめたものが図表 3-3-

l①～⑥である。全体や正社員では、約 2割 が 「増加傾向」で、「横ばい傾向」と 「減少傾

向」が約 4割 ずつとなっているが、パー ト等非正社員では、「横ばい傾向」が5割 、「減少

傾向」が2割 、「なし」が 1割弱という割合である。また、全体で正社員と全体の 「増加傾

向」の比較 (17.1%、19.7%)や 、正社員と全体での 「減少傾向」の比較 (43,7%、40.5%)

でわかるように、常用従業者の増加意欲があっても、正社員ではなくパー ト等非正社員の

増加で対応したり、正社員をパー ト等非正社員に置き換えていく様子がうかがえる結果と

なった。

常用従業者規模別にみると、「1～19人 」では 「増加傾向」が他の規模と比較して最も低

い割合にとどまっており、「横ばい傾向」は逆に最も高い割合となっている。

以下、規模が大きくなるにつれて、正社員、パー ト等非正社員、総数ともに 「増加傾向」

の割合が高まっており、雇用増加意欲は、「100～299人 」規模で最も強くなっている。

「300人 以上」では、パー ト等非正社員の 「増加傾向」の 31.3%に対 して、正社員の同

割合は 15,60/o、総数での 「増加傾向」も 12.5%に とどまっているおおり、また、「減少傾向」

の回答が正社員で 71,9%、総数で 65.6%に達している。このように、大企業での正社員歓

や総数の減少の動きが強い。

(2)正社員における年齢別構成比とその推移

ア 年齢別構成比

正社員を 「20代以下」、「30～44歳 」、「45歳 以上」の 3つ に分け、各々の構成比を 20%

刻みで層別にし、常用従業者規模別でまとめたものが図表 3-3-2① ～③である。

「20代 以下」の構成比では、「1～20%以 下」が全体の 46.4%と なるなど、最も回答の

割合が多い。そのなかで、「1～19人」規模では 「V なヽい」が 56.3%と過半数に達するなど、

規模の小さいほど、「20代以下」の回答がかなり低くなっている。

「30～44歳 」の構成比では、「1～19人」では、「1～20%以 下」の回答が、「20～49人 」、

「50～99人」、「100～299人」では、「20%超 40%以 下」の回答が最も高い。また、「300人

以上」では、「40%超 60%以 下」の回答が最も多い。このように、この年代層でも、規模が

大きくなるにつれて、構成比の高い回答が多くなってきている。

「45歳 以上」で各規模での最も回答の多かった構成比をみると、「100～299人 」と 「300

人以上」では、「20%超 ～40%以 下」が過半数であるのに対して、「50～99人 」や 「20～49

人」では 「40%超 ～60%以 下」が最も回答率が高い。「1～19人」では 「20%超 40%以 下」

が最も回答率が高くなっているが、「60%超 80%以 下」 (23.4%)、「80%超 99%以 下」

(18.8%)、「100%」 (7.8%)を 合わせた常用従業者の過半数が 45歳 以上という回答も回

答企業の半数に達している。

また、図表 3-3-2④ として、常用従業者規模別の平均構成比を記載したが、「50人 」

を境に、「20歳 代以下」や 「45歳 以上」の構成比が大きく変化しており、上述結果を如実

に表す結果となっている。
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図表3-3-l① 最近3年間の従業員数の傾向(全体)

従業員数〈正社員Xni4391奮=下面室轟議畠轟岳392'号轟轟轟重置葦葦重葺蔦再荘茎葦葦茎覇
,ミート等非I社 員数ln=41911どI122 710EI白圏躍圏騒圏麗露日由49 66rO-280SGコ 76070

従業員数 総鋤 作 名の壊
的れ鶴 醸 軽 抑搾 鸞 攀 車 _範 す

%五

i□増加傾百
~¬

1日横ばい傾向 |

十日減少傾向 |

旦堅生___|
100%

1      図 表3-3-l② 最近3年間の従業員数の傾向 (常用従業者数「1～19人」)
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図表3-3-l③ 最近3年間の従業員数の傾向(常用従業者数「20～49人」)
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図表3-3-l④ 最近3年間の従業員数の傾向(常用従業者数「50～99人」)
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1      図 表3-3-l⑤ 最近3年間の従業員数の傾向(常用従業者数「100～299人」)

| パ ート等非正社員数(ド91)
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図表3-3-l⑥ 最近3年間の従業員数の傾向(常用従業者数「300人以上」)
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図表3-3-2① 常用従業者規模別「20歳代以下」の構成比
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図表3-3-2③ 常用従業者規模別「45歳以上」の構成比
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図表3-3-2② 常用従業者規模別「30～44歳」の構成比
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イ 年齢別構成比の推移

最近 3年 間の正社員の年齢別構成比の推移と常用従業者規模をクロス集計した結果が図

表 3-3-3① ～⑥である。全体では、「20代以下」は 「増加傾向」、「横ばい傾向」、「減少

傾向」ともにほぼ同割合で3分 された結果となっている。「30～44歳」では 「横ばい傾向」

が63.4%と最も多く、また、「増加傾向」(23.2%)が 「減少傾向」(12.7%)を上回つてい

る。「45歳以上」では、「減少傾向」が 36.8%と最も多く、「横ばい傾向J(32.2%)と 「増

加傾向」(30,4%)が ほぼ同じ割合となっている。

これを常用従業者規模別にみると、「20代以下」については、「1～19人」、「20～49人 」、

「50～99人」と比較的規模の小さい企業で 「増加傾向」が 「減少傾向」を上回つているが、

「100～299人」、「300人以上」においては、「減少傾向」の方が多くなつており、特に 「300

人以上」では 「減少傾向」が50,0%と半数に達している。また、「45歳以上」では、「50～

99人 」を除いて 「減少傾向」が 「増加傾向」よりも多い。このように、規模の大きな企業

での採用抑制や 45歳以上での退職者数の多さがうかがえる結果となった。

次に(1)でみた正社員の従業員数の傾向と各年代での構成比の傾向をクロス集計したも

のが、図表 3-3-4① ～③である。これによると、正社員数が 「増加傾向」にある企業

では、「20代 以下」の構成比も高まっており (同 「増加傾向」66.2%)、積極的な採用を行

つている様子がうかがえる。

また、正社員が 「減少傾向」にある企業は全体の 43.7%であるが (図表 3-3-l① 参

照)、こうした企業では、「20代以下」と 「45歳以上」の 「減少傾向」が44.1%、44.5%と

高くなっている。「45歳以上」では、「増加傾向」が 36.3%と高いことから、採用の抑制を

中心として従業員数の調整を行つている企業が多いものと推察される。こうした状況は、

近い将来に退職者していく人間の持つ技術等を引き継ぐべき人間が少ないことを意味して

おり、社内での独自の技術 ・ノウハウ等の維持、伝承において、問題が発生することが懸

念される。

(3)雇用における余剰感 ・不足感

ア 雇用状況

社内の雇用状況 (余乗J感・不足感)に ついて常用従業者規模別にまとめたものが、図表

3-3-5で ある。全体としては、「最適状態」とする回答は24.6%と全体の 1/4に 過ぎ

ず、 3/4は 過不足を感じている状況にある。「余剰感のある職種と不足感のある職種が入

り混じっている」とする回答は 21.7%であり、「余剰感」のみが 22.8%、「不足感」のみが

30。9%と 、不足感を感じている企業の方が多くなっている。

常用従業者規模別にみると、「1～19人」で 「一部職種に不足感」が 44.6%など不足感が

過半数に達しており、「余剰感」のみは 10.8%に過ぎないのに対して、「300人以上」では、

「余剰感のある職種と不足感のある職種が入り混じつている」とする回答は 35.5%、「余剰

感」は 38.7%と高い割合となっており、「不足感」のみは 16.1%にとどまつている。

なお、規模企業が不足感を抱えているものの、(現在、採用活動を実施しているかは確認

してはいないが)厳 しい経営環境を踏まえると、人件費の負担増加を避けるために、極カ

採用を控えているものと思われる。
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図表3-3-3① 最近3年間の正社員の年齢別構成比の推移 (全体)
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図表3-3-3② 最近3年間の正社員の年齢別構成比の推移
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図表3-3-4① 正社員「増加傾向」での年齢別構成比の推移

図表3-3-4② 正社員「横ばい傾向」での年齢別構成比の推移
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図表3-3-4③ 正社員「減少傾向」での年齢別構成比の推移
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イ 余剰感 口不足感のある機種 ・業務

余剰感 (不足感)のあるとする回答総数を分母とし(両方あるものは両方の分母に加算)、

各々の職種内容の回答 (自由記述)を まとめたものが、図表 3-3-6① 、②である (詳

細は資料4o~に記載)。

余剰感のある職種 ・業務の回答は、「製造関係」と 「営業、問接業務」に多くみられる。

前者では、「300人 以上」カミ他と比較して若干低くなっているが、「製造」という記述では2

割前後で他と大差ないが、「生産技術」、「品質管理」「手加工」などの記載の有無が他との

差異につながっている。また、「営業、間接業務」の内訳では、「総務 ・事務」が 「1～19

人」、「20～49人 」では、11.8%、 11,4%と 1割強であるのに対して、「50～99人 」、「100
～299人 」、「300人 以上」では、22.2%、 21.4%、 26.1%と 2～ 3割 程度の回答率となって

いる。なお、「1～19人 」では 「営業」の回答率が 17.6%と高くなっている (他では 10%未

満)の も特徴的である。

不足感のある職種 ・業務の回答は、「製造関係」が全体、常用従業者規模別全てで過半数

を超えている。その内訳では、「loo～299人 」、「300人 以上」にて 「生産技術」が 24.5%、

56.3%と 「製造」(20.4%、25.0%)よ りも高い回答率 (他では 「製造」の回答率が高い)

になっており、単に製造するのみでなく、
“
いかにつくるか

ル
に力点を置いている様子がう

かがえる。また、「1～19人」では、「営業」(29.5%)、「設計 ・デザイン」(15,9%)で 他の

規模よりも高い値を示している。

この結果は、製造現場で働く人達への方向性を示すもので、技能と技術を併せ持つこと

を意識すべきであると解釈できよう。また、「営業 ・間接業務」関係では、間接業務の余剰

感が中大規模企業を中心に高く、図表3-2-13② でみたように、定型的業務のアウト

ノーシング化の流れを裏付ける結果となっている。

ウ 余剰感 ・不足感対策

余乗J感,不足感対策を常用従業者規模別にまとめたものが図表3-3-7① 、②である。

余乗」感対策では、「社内配置転換」や 「退職者不補充 (自然減)」を中心としており、前

者は 「20～49人 」規模以上の企業で過半数の回答があり、後者では 「1～19人 」で 64.7%

と高い回答率となっている。「早期退職勧奨等の実施」は最も高い回答率であった 「300人

以上」でも 8.7%に とどまっており、「退職勧奨と合わせた独立支援」という回答は皆無で

あった。

不足感対策では、全体的に 「正社員の採用」や 「余裕部門からの配置転換」の回答率が

高いなか、「300人 以上」では、「余裕部門からの配置転換」(62.5%)、「派遣社員、パー ト

等非正社員の採用」(50.0%)、「業務見直し (設計変更等を含む)に よる省人化」(31.3%)

が高くなっている。しかし、「正社員の採用」は 12.5%と、正社員数の削減 (増加抑制)意

欲が高くなっている。
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図表3-3-6① 常用従業者規模別余剰感のある職種・業務

図表3-3-6② 常用従業者規模別不足感のある職種・業務
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図表3-3-7① 常用従業者規模別余剰感対策
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図表3-3-8常 用従業者規模別 特に強化したい人材領域
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工 特に強化したい人材領域

全体と常用従業者規模別での特に強化したい人材領域をみると (図表 3-3-8)、 「営業」

(全体で 47.1%)、「生産技術」(同 33.9%)、「新製品開発」(同 28.8%)、「管理技術 (生

産・品質など)」(同28,0%)の順となっている。これらは、「20～49人」、「50～99人」、「100

～299人」にても同様に高い回答率となっている。
一方、「300人以上」では、「新製品開発」

(59.4%)、「企画 ・マーケティング (ブランド戦略など)J(37.5%)、「基礎研究」(9。4%)

の企画開発関係や、「経営」(18.8%)、「経営システム (ビジネスモデル)」。「リスクマネジ

メント (法務)」(ともに 6.3%)な ど経営力強化に関する項目が高くなっている。

(4)今後 3年 間の従業員数の変化見込み

今後 3年 間の従業員数の変化見込みを常用従業者規模別にまとめたものが図表 3-3-

9① ～⑥である。全体では、2割 強が 「増加傾向」で、「横ばい傾向」が約半数、「減少傾

向」が約 2割 と、過去 3年 間の推移 (図表 3-3-l① ～⑥参照)と の対比では、「減少傾

向」と比較して 「減少見込み」という回答が少なくなっており、その部分が 「横ばい見込

み」の割合が高まっており、「増加傾向」と 「増加見込み」では微増にとどまっている。

常用従業者規模別に確認していくと、過去 3年 間の 「増加傾向」よりも今後 3年 間の 「増

加見込み」が上回つているのは 「1～19人」で顕著であり、「正社員数」では8.6%が 44.30/o

に、「パー ト等非正社員数」では 9.8%が 22.8%に、「従業員数総数」では 10.3%が 45.2%

となっており、正社員での採用意向が高くなっている。この背景には、現在の従業員の年

齢構成が高齢者中心となっており、従業員の高齢化対応が迫られていることや、後継者ヘ

の事業の引き継ぎも踏まえた若返りなどを意識しての回答になっているものと思われる。
一方、「100～299人 」では、「増加」、「減少」ともに割合が低下しており、「横ばい見込

み」の回答率が高くなっている。また、「300人以上」という大企業では、「正社員」や 「従

業員総数」では6割 の企業が 「減少見込みJと 回答し、かつ、「増加見込み」では 「パー ト

等非正社員」では 31.3%と高いものの、「正社員」、「従業員総数」では 3.1%、6.3%に とど

まっており、引き続き正社員の削減、正社員の構成比の低下を中心とした人事 (雇用)政

策を引き続き行う意向がうかがえる結果となった。
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図表3-3-9① 今後3年間の従業員数の変化見込み(全体)
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図表3-3-9② 今後3年間の従業員数の変化見込み
(常用従業者数「1～19人」)
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図表3-3-9③ 今後3年間の従業員数の変化見込み
(常用従業者数「20～49人」)
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図表3-3-9⑤ 今後3年間の従業員数の変化見込み
(常用従業者数「100～299人」)
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図表3-3-9⑥ 今後3年間の従業員数の変化見込み
(常用従業者数「300人以上」)
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注)図表3-3-9① ～⑥で 「なし」はパート年非正社員数のみ回答あり
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図表3-3-9④ 今後3年間の従業員数の変化見込み
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4「 強み」と事業展開における社内外の高度人材活用について

企業の 「強み」を創出しているような、高度な技術、技能をもつた人材層を 「高度人材」

という名称をつけ、状況や意向等の確認を行った。

(1)高度人材の該当者

ア 常用従業者規模別

事業展開上の 「強み」を生み出す 「高度人材」について、全体と常用従業者規模別にま

とめたものが図表 3-4-1で ある。社内外という視点では、規模の小さい企業を中心に

「社外 (協力工場など)」や 「その他」という回答もあるが、全体とでみると、9割 強の回

答は、社内の人材が 「高度人材」となっている。社内では 「自社正社員 (45歳 以上)」が

37.5%と最も高く、以下、「自社正社員 (30～44歳 )」(32.2%)、「経営者もしくは準ずる人」

(19.80/o)と続いている。こうしたなかで、「自社正社員 (20代 以下)」(5,2%)は 規模の

大小と問わず、5%前 後の構成比となっている。

常用従業者規模別では、「1～19人 Jで の 35,6%を始め、規模の小さい企業で 「経営者も

しくは準ずる人」の構成比が高くなっている。逆に規模が大きくなるにつれて、「自社正社

員 (45歳以上)」の値が高くなっており、「300人以上」では 48.4%に達している。

イ 主な 「強み」の領域 ・水準別

次に視点を変え、「5負み」の領域別にクロス集計した結果が図表 3-4-2① であり、

「強み」の水準別に集計したものが、同②である。

「強み」別にみていくと、「短納期対応力」では、「自社正社員 (30～44歳 )」の構成比が

38.0%と高く、製造等の現場従業員の力で強みを発揮している様子がうかがえる。「新製品

等構想 ・開発力」では、「自社正社員 (30～44歳 )」(35.8%)と ともに、「経営者もしくは

準ずる人」(30.5%)の 構成比が高く、特に後者は、他の 「強み」の領域と比較して倍程度

の害1合となっている。「高品質 ・精度」では、「主に人に起因」では 「自社正社員 (45歳以

上)」が 56.7%と過半数になっており、熟練労働者に支えられている様子がうかがえる。こ

れが 「主に設備に起困」となると、同層の割合が 47.6%に低下し、逆に 「自社正社員 (30
～44歳 )」の割合が 19.4%か ら 30.4%に高まっていることから、最新設備を使いこなすこ

となどでは、熟練労働者だけでなく若い世代でも対応していると言える。

「強み」の水準別にみると、「オンリーワン」や 「同業他社の中で頂点」といった競争力

の高い企業では 「経営者もしくは準ずる人」の回答割合が高い。経営者においては、現状

に満足するのではなく、自らの絶えざる進化を意識し、実践していくことが自社の競争力

の維持 ・拡大につながるものと考えられる。

なお、「オンリーワン」では、「自社正社員 (45歳以上)」を高度人材とする回答 (19.4%)

よりも、「自社正社員 (30～45歳 )」を高度人材とする回答割合 (33.3%)の 方が高くなっ

ていることも特徴的である。
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図表3-4-1常 用従業者規模別 高度人材該当者
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(2)高度人材のスキルの保持 口継承策

高度人材の持つスキルを社内で保持 ・継承する取り組みについて確認し、それを、常用

従業者規模別、「事会み」の水準別、高度人材該当者別にまとめたものが、図表 3-4-3、

3-4-4、 3-4-5で ある。

ア 常用従業者規模別

全体としては、「定年後の雇用延長等、スキルを持つ人材の長期間の雇用を図る (図表で

は 「高度人材の長期間の雇用」と記載)」(48.4%)や 「スキルを持つた人材と継承候補者が

ペアを組みO」 Tで の継承の設定 (図表では 「OJTで の継承の設定」と記載)」(35.3%)

が高い。
一方、「取り組みを行う余裕がない (図表では 「取り組む余裕がない」と記載)」)

(10.4%)や 「特に取 り組みは行つていない (行う必要がない)(図 表では 「特に取り組む

必要がない」と記載)」(9.4%)と いう回答もあわせて2割 程度みられている。

常用従業者規模別でみると、「高度人材の長期間の雇用」は規模が小さくなるほど回答率

が高く、逆に、「OJTで の継承の設定」、「映像 。マニュアル化等での共有化」、「継承の場

(OFF JT)を 設定」というコストや手間隙をかけて継承させていくという回答項目では、

規模が大きくなるほど回答率が高い。

イ 「強み」の水準別

「オンリーワン」であれば、より 「強み」を拡大強化するためにも 「強み」を共有化、

継承する方向の回答が多いと考えていたが、「高度人材の長期間の雇用」が 51.4%と水準別

では唯一過半数という結果となった。「オンリーワン」の 「強み」の場合、その根源はより

属人的な技術に依存している (依存せざるを得ない)と 考えられる。
一方、「同業他社の中

で頂点」という企業では、スキルの共有化、継承の方策が、他の水準と比較しても高い。

「同業他社の中で平均的」の場合、「取り組む余裕がない」(17,9%)、「特に取り組む必要

がない」(14.2%)が 、他の層よりも2倍 程度の回答率となっているが、他社と比較しての

競争優位性が少ないことから、収益面でも厳しい状況にあり、その結果、「強み」の継承も

難しい状況にあるものと思われる。

ウ 高度人材の該当者別

「高度人材の長期間の雇用」は、高度人材が 「自社正社員 (45歳 以上)」で 63.4%と高

く、「OJTで の継承の設定」は高度人材の年齢層が若くなるほど高い回答率であるが、こ

うした要因としては、高度人材の持つ技術、技能の継承は、
一朝
一夕でできるものでなく、

時間を要するという視点で考えると、想定できる結果と言えよう。
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図表3-4-3常 用従業者規模別 高度人材のスキル保持・継承策

図表3-4-4「 強み」の水準別 高度人材のスキル保持・継承策
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園表3-4-5高 度人材該当者別 高度人材のスキル保持・継承策

高度人材
の長期間
雇用

像・マニュ継承の場
アル化等で|(OFF UT)
の共有化|を設定

継承の設 |そ の他 や代替人
材を得る

特に取りi取り組む
組む必要1余裕がな
がない |  い

458%  1  00%  1  25036  1  8311

155%  1  446%

23%  1  1746b

1日全体(n=490)

口 自社正社員(20歳代以下)(n=24)

1回自社正社員(30～44歳)(n=148)

|口自社正社員(45歳以上)(n=172) 面五T20孤
|百i            r1760 i痴

- 6 5 -

i  308%



(3)高度人材の退職時に懸念される影響

ア 影響度合

影響度合を常用従業者規模別、主な 「強み」の領域別、「強み」の水準別にまとめたもの

が、図表 3-4-6、  7、 8で ある。

全体でみると、「かなり影響がある」(14.7%)と 「やや影響がある」(46.2%)と影響を

懸念する回答が過半数ではあるが、一方、「あまり影響ない」が 30.0%、「全く影響ない」

が 4.7%あった。

常用従業者規模別でみると、「かなり影響がある」という回答は、「1～19人 」(19,0%)、

「20～49人 」(17.4%)、「300人 以上」(16.1%)で高いが、人材の限られている規模の小

さい企業のみならず、大規模の企業でも 「かなり影響がある」という結果となっている。

逆に、「あまり影響がない」においても、「20～49人 」での構成比が 34.7%と他の層と比

較して最も高い値となっており、「20～49人」規模では、高度人材への依存状況が二極化し

ている。また、規模のみを単純に考えると、最も経営資源が豊富であるはずの 「300人以上」

では、「かなり影響がある」(16.1%)と 「やや影響がある」(54.8%)の合計害1合は、他の

規模よりも大きく、高度人材への依存度合が高い状況にあることは注目すべき点であろう。

主な 「強み」の領域別でみると、属人性の高い 「高品質 ・精度 (主に人に起因)」におい

いて、「かなり影響がある」が20.9%と他の 「5虫み」と比較して高い値となっている。逆に、

「高品質 ・精度 (主に設備に起因)」では、「全く影響ない」が 39.1%と高く、同じ 「高品

質 ・精度」においても、高度人材退職への対応力に差異がみられる。ただし、設備に起因

するという場合、高性能の機械を設置したというような他社も購入可能な産業機械の性能

に依存しているならば、他社の追随を容易に許す結果となる。企業の現場を見ると、業界

での トップ企業では、機械を設置した後で、社内でかなり手を加えて、機械が当初持ち得

た以上の性能へとバージョンアップを行い、使いこなしている場合が多い。したがって、

こうしたバージョンアプを図り、機械に組みこまれてしまった 「強み」では、高度人材の

退職等の影響は少ないのかもしれないが、更なるバージョンアップ、新規設備投資時点で

のバージョンアップに際しては、高度人材の力が必要となるため、強みが機械に起因する

から影響が少ないとは単純に言えない面があることに留意が必要である。

「強み」の水準別では、「オンリーワンである」が 「かなり影響がある」と 「やや影響が

ある」の和 (65.7%=14.3%+51.4%)が 最も高くなっているが、段階別にては大きな差異

はみられなかった。
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図表3-4-6常 用従業者規模別 高度人材退職時の影響度合 |
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卸鍋王 4品コ :御
%

… 170叱告 7氏眩■‐ 75%
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図表3-4-8「 強み」の水準別 高度人材退職時の影響度合

オンリーワンである(ni35)1髪駿143%

同業他社の中で頂点(ni57)彰123%

同業他社の中で上位

同業他社の中で平均的(nこ1
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イ 高度人材退職時の影響への対応策

上述の影響に対する対応策を常用従業者規模別、影響度合別にまとめたものが、図表 3
-4-9、  10で ある。

全体としては、高度人材の持つスキルを社内で保持 ・継承する取り組み (図表 3-4-

3等 )と 同様に 「定年後の再雇用等、長期間の雇用継続 (図表では 「長期間の雇用継続」

と記載)」の回答率が最も高く (全体で 54.1%)、 「技術等のレベルアップを図る」 (同

28.6%)が 続いている。なお、「長期間の雇用継続」では、「300人 以上」が 39.3%で、「1

～19人」(40.7%)と ともに、他の規模より10%以 上低い値となっている。「1～19人」で

あれば、雇用するだけの企業体力の有無が要因であると推察できるが、大企業においてこ

の値が低いことは、採用状況等でもみたように、大企業での雇用に対する厳しい姿勢を反

映したものと考えられる。

また、近年、その重要性が強調されている「知的所有権の獲得による保護」は全体で 8,2%

しかないが、「300人以上」では 25,0%の回答となっており、大企業と中小企業ので知的所

有権に対する取り組みの差異が表れた結果となっている。「守秘義務を課し、対価を支払

う」という対応策は、「100～299人 」、「300人 以上」では回答がなく、全体でも2.1%に と

どまっており、退職者との間での契約関係ということへは否定的な回答となった。

影響度合別でみると、「かなり影響がある」、「やや影響がある」場合では、「長期間の雇

用継続」が6害」以上の高い回答率となっている。

ウ 「全く影響なし」の要因

全体で 22社 しか回答がなかったが、高度人材が退職した場合にも 「全く影響ない」企業

の理由を常用従業者規模別に確認したものが、図表 3-4-11で ある。

全体 としては、「当社の設備などとの組み合わせで技能は発揮されるので退職者による

技術移転の心配はない (図表では 「設備などとの組み合わせで技能は発揮されるので」と

記載)」が過半数の 54.5%であり、「当社だけで通用し、また、必要とされるもので他社に

は価値がないので心配はない (図表では 「当社だけで通用し、必要とされるから」と記載)」

と 「その他」が 18.2%という回答率であった。
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図表3-4-9常 用従業者規模別 高度人材退職時の影響への対応策
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図表3-4-10影 響度合別 高度人材退職時の影響への対応策
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図表3-4-11常 用従業者規模別 高度人材退職は「全く影響なし」の理由

設備などとの組み合わせで技能 1当社だけで適用し、また、必要と
は発揮されるので   |     さ れるから

20-49ジ((n=11)
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|□1～ 19人 (ni3) 667%

6360t
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「300人以上」では「全く影響なし」の回答はなかつた。注)「100～ 299人 」、
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(4)今後の事業戦略の展開に関しての鍵となる技術等について

ア 創出方法

「今後の事業戦略」(図表 3-2-11、  12等 )の 展開において、鍵となる技術等の創

出方法について、常用従業者規模別、主な 「強み」の領域別、今後の事業戦略別にまとめ

たものが、図表 3-4-12, 13、  14で ある。

全体としては、「自社内で開発」が 49.8%と約半数に達しているほかは、「同業他社との

連携」(15,7%)、「異業種と連携」(10.6%)、「大学 ・研究機関と連携」(10.4%)、「その他

の専門家の協力」(6.1%)と いう結果である。

常用従業者規模別では、「自社内で開発」では、「1～19人 」が 30.8%と他の層を比較し

て 20～30%程 度低い値となっているが、限られた経営資源を活用しての事業展開をしてい

るため、今後の事業展開で鍵となる技術等の創出まで、自社内で取り組むことが難しい状

況を表している。この状況の裏返しでもあるが、「同業他社との連携」(18.5%)、「異業種と

連携」(15.4%)で は他の規模での回答率よりも高く、「大学 ・研究機関と連携」(13.8%)

においても、「300人 以上」での 15.6%に次ぐ値となっている。

また、「300人以上」では、「同業他社との連携」(15.6%)、「異業種と連携」(12.5%)で

も高い回答率となっており、外部の経営資源を積極的に活用しようという動きがみられる。

すなわち、外部との連携の意向は、「1～19人 」と 「300人 以上」カミ高く、中間層が低い回

答率というU字 型となっている。ただし、「その他の専門家の協力」では、「300人以上」で

は回答がなかった。連携の意向は、高度人材にとって、独立起業の機会を増やすものとも

いえるだろう。

主な 「強み」の領域別では、「/Jロヽット対応力」や 「短納期対応力」では、「同業他社と

の連携」が 26.8%、21.9%と回答率が高い。

また、「高品質 ・精度 (主に設備に起因)」では 「自社内で開発J(62.5%)が 他の 「強み」

よりも 10ポ イント以上高く、市販の設備に手を加えたり、設備自体を自社開発するなど、

設備の性能をより高めるための工夫などを、そのまま今後の事業展開に活用していく意向

がうかがえる。また、「その他の専門家の協力」も 12.5%と他の回答率よりも高くなってお

り、専門家の知識を活用する意向もみることができる。

「新製品等構想 ・開発力」では、「大学 ・研究機関と連携」(19.8%)や 「異業種と連携」

(12.9%)の 回答率が高く、新たな着想を異分野に求めている様子がうかがえる。

今後の事業戦略の展開別でみると、「現在の主力事業分野を深耕」や 「現在の主力事業の

関連分野へ進出する」では、「自社内で開発」(各々57。6%、 44.4%)が 高く、外部の研究機

関や専門家の活用意向はあまり高くない。

また、「現在の主力事業を縮小 ・廃止し他事業へ展開を行う」では 「同業他社との連携」

(25.0%)が 、「異分野事業へ多角化する」では 「異業種と連携」(32.3%)が 高くなってお

り、事業展開先の分野の企業等と連携を志向している様子がうかがえる。
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鍵となる技術等の創出方法
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図表3-4-12常 用従業者規模別 今後の事業戦略の展開で

鍵となる技術等の創出方法
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イ 推進のための高度人材

常用授業者規模別に、今後の事業戦略の展開に関しての鍵となる技術等の創出にあたっ

ての推進役の該当者をまとめたものが、図表 3-4-15で ある。

全体としては、「現在の高度人材」(29.8%)、「経営面の後継者」(18.0%)、「高度人材の

後継者」(15.7%)、「経営者」(12.9%)の 順となっている。

「1～19人」では、「現在の高度人材」への回答率が 10.8%と他と比較して極端に低くな

つているが、これは、現在の高度人材 (図表 3-4-1)で 、「1～19人 」では 「経営者も

しくは準ずる人」が 35.6%と高く、当設問への回答にても 「経営者」などに回答したため

と推察される。

また、「経営面の後継者」と 「高度人材の後継者」を比較すると、「100～299人 」以下の

規模では、「経営面の後継者」の回答率の方が 「高度人材の後継者」よりも高くなっている

のが特徴的である。今後の事業を立ち上げ、軌道に乗せていくことが、将来的に経営者と

して会社を運営していくうえでの継承の正当性であったり、求心力の創出にもつながって

いくものと考えられる。逆に、経営と高度人材 (「強み」の創出源)カミ分離されていると想

定される 「300人以上」では、「経営面の後継者」が9.4%と他よりも5ポ イント以上低く、

「高度人材の後継者」への回答が 28.1%と他より10ポイント以上高い。

(5)事業展開上で必要な高度人材候補者の採用活動について

ア 広報、人材発掘手法

常用従業者規模別に、事業展開で必要な高度人材候補者の採用活用における広報、人材

発掘手法をまとめたものが、図表 3-4-16で ある。

全体としては、「ハローヮーク」(51.4%)が 過半数に達しており、「学校求人」(35.1%)

が続いている。これら上位 2手 法では、前者は規模が小さい方が、後者は規模の大きい方

が高くなっている。また、「1～19人」では、「ハローワーク」(38.5%)が若干低く、「役員 ・

従業員の縁故」(32.3%)の 割合が高くなっているのが特徴的である。

また、「300人 以上」では、「ホームページ告知」(34.4%)や 「スカウトや再就職紹介会

社の活用」(28.1%)、「学生のインターンシップ (採用前提)」(21.8%)を 始め、様々な手

法での回答率が高い。

イ 他社出身の高度人材の採用

他社を退職した高度人材で、自社にとっても価値のある人材の採用について、常用従業

者規模別にまとめたものが、図表 3-4-17で ある。

全体では、「円満退社 (定年前)な ら採用」(51.2%)な ど、採用に対 しては肯定的回答

が多く、「在職中でも採用に動く」という積極的な回答も 24.1%と約 1/4に 達している。

これは、高度人材の流動化をもたらす可能性があり、企業側はこうした動きに伴う雇用観

や人事制度の変更を迫られることになると考えられる。

逆に、何かの条件付きとしても採用に否定的な回答は全体の 1害け程度 (「同業界なら採用

しない」4.5%、 「同業界でも他府県の会社ならば採用」2,7%、 「取引関係先企業は退社理由

を問わず断念」4.10/0)にとどまった。
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図表3-4-14事 業領域の展開状況別 今後の事業戦略の展開で
鍵となる技術等の創出方法
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図表3-4-15常 用従業者規模別 今後の事業戦略の展開での

推進にあたる高度人材該当者
60066

4 0 軌
胡

Ｆ

Ｈ

盟
紛

盟
コ

■

盟
開
閉

ｈ
胸

」

ｈ

□

劇
酬
劉

「

Ｌ

ロ

ロ

ロ

ー 荊__荊劇
経営者

経営面の

後継者
現在の高
度人材

高度人材
の後継者

その他の

社内人材
社内人材
を社外化

社外人材
の採用

社外人材
活用(アウト
ツーシンク
・
)
その他

コ全体(ni490) 129% 1806t 29866 157% 11666 04・6 9466 35%

口1～19人(n=65) 23166 215% 108% 9296 4638

]20～ 49人 (n=194) 144% 196% 27866 175q6 119% 0006 88% 2666 0096

コ50～ 99人 (n=96) 125% 17766 28118 167% 1軌 i35% 313b 1096

口100～ 299)、(n=96) 15636 438% 11 5qu 15666 00%

コ300人以上(ni32) 63% 94% 469% 28186 00% 63% 0016
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常用従業者規模別 事業展開で必要な高度人材候補者の

採用活動における広報、人材発掘手法
800%

600%

40096

20096

00%

学校求人
ホームページ

告知
ハ回―ワーク 看板

スカウトや再
就職紹介会
社の活用

派遣会社を
通じた派遣
(採用前提)

大学研究室
などとの業が
り

□首当綱卜(n=490) 351%   1   120% 514% 08% 16593 16305 9090

■1～19メ、(ni65) 12396 385% 1 5% 108% 12390 12336

コ20～49人 (n=194) 27896 103% 62466 129q6 144% 36%

コ50～ 99)、(n=96) 32398 13511 53119 1 9 8qb 219q6 2199

口100～299人(n=96) 552% 1 6 6Sb 41796 0066 208% 1253b 19838

回300り(,次二L(n=32) 71 9%    1    344% 344% 00・3 231% 250% 21911

60096

40066

200%

00%
L―l~En_詢品 h耐描

得意先からの
紹介・斡旋

金融機関やベ

ンチャーキャ
ピタル等から

研究学会など

を通じた出会
い

学生のイン
ターンシップ
(採用前提)

異業種交流
等ネットワークを
通じた紹介

役員,従業員
の線故

その他

露全体(n=490) 1766t 1266 3966 18C脇

■1～19人(n=65) 92% 92% 3236・

□20～ 49人 (n■194) 18691 26% 242・6 36%

□50～ 99人 (n=96) 52% 2116 1眺 6366 10460

■100～299人(n=96) 20 8ib 52% 1098 421H 4236 83・l 42%

田300人以上(ni32) 6396 31% 31% 219% 63% 3106
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図表3-4-17他 社出身の高度人材で、
自社にも価値のある人材の採用について

800%

400%

00%

閉湖

品 嗣
同業界なら
ば採用しな
い

同業界でも
他府県なら
ば採用

取引関係先
企業は断念

t年退職時
の採用なら
ば可

円満退社
定年前)な
ら採用

退職後に一

定期間後な
ら採用

在職中でも
採用に動く

その他

□全体(n=490) 45% 80% 2416b

1～ 19人 (n=65) 92% 4153・

コ20～ 49人 (n=194) 7736 45 4es 258% 62・|

コ50～ 99人 (n=96)

100-299,((n=96) 52% 563% 104% 229% 42%

コ300メ、,111(ni32) 00% 63% 62530 313% 94q6
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5起 業 ・企業支援について

(1)自社の高度人材の定年前独立 (起業)に ついて

自社の高度人材の定年前独立 (起業)に ついての賛否を常用従業者規模別にまとめたも

のが、図表 3-5-1で ある。全体の約 2/3が 「わからない」と回答しており、特に明

確な方針があるのではなく、ケースバイケースでの対応を行つている様子がうかがえる。

明確な意思を回答した残りの 1/3の 企業では、「無条件で賛成」と 「条件付き賛成」、「反

対」がほぼ同じ比率となっている。常用従業者規模別の回答率では、「1～19人 」と 「300

人」以上では 「無条件で賛成どが 16%台 と高く、その他の規模では 「条件付き賛成」が最

も高い。

次に、強みの水準別でみたものが図表 3-5-2で ある。調査前には強みの水準が高い

ほど、その強みを堅持すべく、独立に対して賛成する意見は少ないと想定していたが、実

際には、オンリーワンなど強みの水準が高いほど、「無条件で賛成」とする回答が高い結果

となった。

これは、図表 3-4-2で みたように、オンリーワンなど強みの水準が高い方が 「経営

者、もしくは、それに準ずる方」の害J合が高く、独立するとしても、回答企業との連携が

取りやすく、あるいは、相反する行動に出ることが少ないという判断があることなどが要

因として考えられる。

雇用状況が独立への賛否に影響を与えているか否かをみたものが図表 3-5-3で ある

が、余剰感が高いほど、従業員減少となる独立に肯定的ということはなく、雇用状況は、

独立への賛否にはあまり影響を与えていない。

(2)自社の高度人材の定年前独立 (起業)へ の条件付き賛成について

上記回答で 「条件付き賛成」が全体の 11.4%を占めていたが、その内容を自由記述内容

を手がかりに見ると、「協力関係、互いにメリットがある」、「営業活動で競合しない ・在職

中の技術を活用しない」、「当社との取引を優先 (外注先として活用)」という3点 があげら

れている。

すなわち、独立者を社内での生産活動等の延長として位置付けて考えている回答が多く、

独立希望者の行動を制限する意向が強く出ている。限られた市場の中で、価格面や技術面

で取引先対応に追われている中小企業の実態からみると、想定できる回答内容ではある。

しかし、社内にとどまるより、社外で事業活動することにより、よリー層の技術力の向上

や新たな取引先の開拓、ネットワーク形成などにつながり、間接的に自社のメリットとな

ることも想定できるので、もう少し、広い視野に立って独立希望者を支援し、活用してい

くことも必要ではないかと思われる。

(3)自社の高度人材の定年前独立 (起業)へ の支援の可能性について

自社の高度人材の定年前独立 (起業)時 の支援についての回答を常用従業者規模別にま

とめたものが、図表 3-5-4で ある。先に、独立への賛否で 「わからない」の回答率が

全体で 67.8%と最も高かったことからも推察できるように、ここでも、「ケースバイケー

ス」という回答が全体で 59`8%と最も高い結果となった。次に高いのは、「原則的に支援し
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図表3-5-1常 用従業者規模別 自社高度人材の

定年前の独立(起業)についての賛否

全体(n三463) 1l o%買114%類二97%

1～19人( 崎 H %抗 1御 %

20～ 49人 (n=137)

戸|1鍋坑規挫50～ 99人(n=9o)1

100-299人 (ni93 7590コ186%E86%

300人以上(n

678%

663%

700%

167%置呂67%E100%

20%

□無条件で賛成 ■条件付き賛成 回反対 日わからない

図表3-5-2強 みの水準別 自社高度人材の

定年前の独立(起業)についての賛否

全体(n=463) 21l oば114%E97%

オンリーワンである(n〓34 協幌
J怖 6R E∞

%士 王 =王
■

同業他社の中で頂点 164%E14596E127%

同業他社の中で上位(n=260) 112%■119%卜92%
同業他社の中で平均的(n=1

その他(n三5

回無条件で賛成 ■条件付き賛成 口反対 日わからない

図表3-5-3雇 用状況別 自社高度人材の

定年前の独立(起業)についての賛否

全体(n=463)

全体的に余剰感(nE33

-部 業種に余剰感(n=74

最適状態(n=1lo

一部業種に不足感(n二125

全体的に不足感(nE19

余剰感と不足感(n_1

注)「 余剰感と不足感」は、調査票では、 「余剰感のある職種と不足感のある職種が入り

混じつている」と記載。

回無条件で賛成 ■条件付き賛成 口反対日わからない

1l o%■114%E19

1郷%痴 %=15

銃辮帯樹
120%麗 120%196%

1 5 8 %小:‖% 5 3 % : 1 0 5 %

1 0 0 %‐ 1 7 0 %■ 6 0 %
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ない」の 20.4%で、支援意向を示したものは、「当社から独立勧奨した場合は支援」(8.8%)

と 「原則的には支援」(9.4%)の 合計 18.2%に とどまっている。

常用従業者規模別では、「1～19人」で 「原則的には支援」が 19.6%と規模別で最も高い

回答率を示している。また、「1～19人」の小規模企業と 「100～299人 」と 「300人以上」

の中堅、大規模企業では 「原則的には支援しない」が 24%前 後と高い。

支援の可能性と起業への賛否を組み合わせて集計したものが図表 3-5-5で あるが、

「無条件で賛成」では 「原則的には支援」(41.2%)が 、「反対」には 「原貝」的に支援しない」

(58.5%)が 高い結果となっているが、前者では 「原則的に支援しない」が 11.8%、後者

では 「原則的には支援」(2.4%)、「当社から独立勧奨した場合は支援」(12.2%)と いう回

答もみられ、賛否が支援の意向と連動していない面もうかがえる。

また、起業への賛否が 「わからない」回答での 「ケースバイケース」が 69.3%み られる

ように、企業として従業員の独立問題をどのように扱うのか、意思を明確にしていないと

いうのが、全体の約半数の企業での実態である。

20年 前に独立した企業の事例では、出身元の企業は起業を支援してくれるのではなく、

事業展開を妨害する行動があり、連携を考える状況にはなかったとのことである。20年 後

の現在、この企業は、出身元の企業に匹敵する規模への事業拡大を果たしている。もし、

出身元企業がこの企業を支援し、協調関係が作れていたならば、出身元の企業も、この企

業の事業展開の一翼を担う形で事業拡大を図ることができたのではないかと考えられる。

このように、企業を離れようとしている者を今後の事業展開でうまく活用することが、

逆に企業にとってのメリットともなりうるので、こうした視点からは、独立希望者への支

援、もしくは、独立して欲しくない人材であれば、その人材が十分に活躍できる場の提供

という視点で、社内の諸体制、事業展開を見直す必要もあると思われる。

(4)起業 ・企業を支援する理由

支援意向に関して、自社の高度人材の起業、他社の高度人材の起業、既存企業への支援

という3つ のパターンに分けて各々の理由を確認したものが、図表 3-5-6～ 8(常 用

従業者規模別)で、3つ のパターンを1つの図表にまとめたものが図表 3-5-9で ある。

自社の高度人材の起業の場合、規模を問わず、「コス トダウン」の意向が強く、また、規

模の小さい企業での 「工程の社外化」の回答が高いなど、従来からの
“
のれんわけ

"な
ど

に近い意向がうかがえる。また、技術の活用としては、規模の小さい企業ほど、「囲い込み」

の意向が高い。

他社の高度人材の起業の場合、規模の大きな企業での技術を囲い込んだ形での活用の害r

合が高くなり、また、「将来的な連携を想定」や 「キャピタルゲイン獲得」などの意向もみ

られるようになる。

既存企業の支援の場合、「300人以上」での 「将来的な連携を想定」(40.6%)、「相手の技

術等の習得」(18.8%)の 意向がより強くなっているのが特徴的である。

3パ ターンを総合してみると、「自社高度人材の起業<他 社高度人材の起業<既 存企業

の支援」という順で目的がより明確に (回答率が高く)な っており、また、将来性という

視点 (「将来的な連携を想定」、「キャピタルゲイン獲得」)で は、「他社高度人材の起業」に

期待する意向が強くなっている。
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企業のなかにはベンチャー企業育成に
一役買う取り組みを行っているところもあるが、

今回の調査からも明らかであるように、起業支援に取り組む企業は依然として少数派であ

る。
一方で、企業間の連携、産学連携等を通じて、経営資源の補完関係を構築し、あるい

は、競争力強化を図つての事業展開を行う動きは活発化してきている。

これからは、企業単独、もしくは、企業間、産学連携によつてだけではなく、起業支援

を通じて、 頂ヽN一 明ヽN関 係 (相互にメリットのある関係)を 構築していくことの必要性が

高まっていくであろう。

図表3-5-4常 用従業者規模別 自社の高度人材が

起業を考えている場合の支援の可能性

全体(n=445)

1-19フ【(ni56

Ｆ
Ｉ
‐―
―

20-49ノ ((n=177)

50-99人 (n二86)

100-299人 (nこ91

3 0 0人以上( n = 2 9

全体(nこ445)

無条件で賛成(n二51)

条件付き賛成(n=52)

反対(n=41)

わからない(n=296)

88%■  9496

4095

品
　
　
鍬

　

酬

１

，

３

，
０

１
5969b

122%124% 268%       日

|

69396

60%

□原則的に支援しない      ■ 当社から独立勧奨した場合は支援

口原則的には支援        ロ ケースバイケース

ロその他

174%型■ 128%王70%

亜241%|!■十11■69%169%

605%― '
62638                    ロ

10096

目原則的に支援しない ■当社から独立勧奨した場合は支援 回原則的には支援 ロケースバイケ
ース ■その他

図表3-5-5自 社の高度人材の起業への賛否別 起業への支援の可能性

|

1796
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(「支援する」可能性がある企業のみ)

10軌

00%

―
一
Ｅ
Ｅ
Ｅ
一
一
一
一
一

L劇

那
躍
踏
踏
圏

日
Ｅ
Ｅ
日
Ｌ
Ｈ
Ｈ
Ｍ
Ｍ
凹

隅
願
隠 盟

脇 馬船
工程の社
外化

コストダウ
ン
技術活用
(囲い込み)

技術活用
(囲い込ま
ず)

生産能力
調整役

将来的な連
携を想定

キャピタル
ゲイン獲得

その他

四全体(ni354) 99% 16986 65% 59% 9C脇 08%

El～ 19人 (n=43) 18696 93% 7C鴨 0研

□20～ 49人 (n=144) 9C鴨

□50～ 99人 (n=71) 56% 7C鴻

■100～299人(n=69) 29% 87% 00%

密300人 以上(ni22) 0研 36% 0軌 0眺 0眺

図表3-5-6常 用従業者規模別 自社の高度人材の起業を支援する理由

図表3-5-7常 用従業者規模別 他社の高度人材の
起業の支援を検討する要因

能
整

産

調
役

生

カげ
ン
ス
ウ

コの
化

程
外
工
社

技術活
用(囲い

込み)

技術活
用(囲い
込まず)

連携を想
定

20-49,((n=194)

29 2Cs

26008

125・●  1  00%

新規事
業等のリ
スク分散

首≧,卜(ni490) 11006  1  139%

104%  1  156%

43801  1  125%

100-299,((ni96)

104% 1  210b

理 … 1  188%
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図表3-5-8常 用従業者規模別 既存企業への支援を検討する要因

400%

200H6
回占fl‖ロ同

Ｈ
Ｈ

劇
附端

論
柵

工程の

社外化

コストダ
ウン

技術活
用(囲い

込み)

技術活
用(囲い
込ます)

生産能
力調整
役

将来的な
連携を想
定

新規事
業等のリ
スク分散

キャビタ
ルゲイン

獲得

相手の

技術等
の修得

その他

回ど営やな(n=490) 263・| 34766 24986 6596 1 1 0 1 1

日1～ 19人 (nこ65) 62% 0研

コ20～ 49人 (ni194) 325% 22790 134% 108% 0軌

コ50～99メ、(n=96) 35416 2506 26096 73% 1096

■100～ 299人 (ni96) 385% 25036 2080b 94% 0軌

コ300人 以■(ni32) 56% 40666 0眺

図表3-5-9自 社、他社従業員の起業や既存企業への支援を検討する要因

技術活 |
用(囲い |

の
化
程
外
工
社

コストダ
ウン
1込 み)

用(囲い
込まず)

田他社人材の起業   251% 1 28036

|□既存企業への支援 1 263%

生産能 1将来的 1新規事
力調整 |な連携を1業等のリ

役  1 想 定 |ス ク分散

キャピタ
ルゲイン
獲得

139et  1  188%  1  214%

干31%1249%118扇 110%  1  02%
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(5)過 去の起業 ・企業支援状況

過去 10年 間での起業や企業への支援状況をまとめたものが、図表 3-5-10で あり、

常用従業者規模別に支援経験のある企業の割合をみたものが、図表 3-5-11で ある。

これらによると、支援実施状況では、「既存企業の支援」の割合が最も高く 16.6%で 、「他

社人材の起業支援」(11.6%)、 「自社従業員の起業支援」(10.9%)の 順になっている。

自社従業員よりも他社人材の起業支援の方が割合が高いのは、意外とも言える狽1面であ

るが、これを常用従業者規模別にみていくと、自社従業員に対する支援は規模が大きいほ

ど、他社従業員に対する支援は規模が小さいほど実施割合が高くなっている。また、既存

企業への支援では、「1～19人 」規模が 26.8%と 最も高くなっている。

支援内容を見たものが図表 3-5-12で あるが、自社従業員の起業、他社人材の起業、

既存企業の支援のいずれも、「仕事の発注」が過半数を超えており、ビジネスの中での支援

が中心となっている。他の項目では、「技術面のアドバイス」や 「好決済条件の適用」など

の割合が高い。

支援先別に支援状況をみると、自社従業員の起業支援では 「出資」や 「土地 ・オフィス ・

設備などの提供」など、他社人材の起業支援では 「仕事の引き受け」や 「経営面のア ドバ

イス」、「顧客等の紹介」、既存企業支援では 「資金の貸し付け」や 「材料等仕入先の紹介J

などが高くなっている。こうした傾向は、自社従業員には起業準備時点への支援、他社人

材には仕事を受けることでの支援、既存企業には支援先が自ら事業を行いやすく (動きや

すく)す る支援が中心となっていると言いかえることができる。

常用従業者規模別での具体的な支援内容 (図表 3-5-13参 照)と しては、300人 未満

の企業では 「仕事の発注」が中心であるのに対して、「800人 以上」では 「出資」や 「資金

の貸し付け」といった資金的な支援が上位に来ているのが特徴的である。なお、資金的な

支援では 「出資」や 「資金の貸し付け」という項目には1割 以上の回答があったが、「保証

人等の引き受け」への回答はわずかである (図表 3-5-12参 照)。保証人の場合、期限

や負担額等が曖味になりがちであり、支援策として実施しにくいものと考えられる。

なお、支援経験のある企業に対して、支援起業 (企業)数 を確認したが (図表 3-5-

14参 照)、過半数は 「1社 」(自社従業員の起業=66.7%、 他社人材の起業=55.8%、 既存

企業=52.4%)、 平均起業 (企業)数 は2社 前後 (それぞれ 2.13社 、1.65社 、2.17社 )で

あり、数多くの起業 ・企業を支援しているという状況ではない。

しかし、図表 3-5-15に 示したように、支援実施先に対しては、自ら働きかけたケ
ースが多く (100%が 自社からのアプローチという回答は、自社従業員の起業‐55.60/o、他

社人材の起業=44.8%、 既存企業=42.9%)、 自社が必要としている相手に対して積極的に

アプローチしてぃる状況がうかがえる。

なお、企業ヒアリングを通じて詳細を確認していくと、支援先が多い企業では、業界と

して
“
のれんわけ

ル
的に独立していく風土があったり、既存企業の支援においても、経営

環境の厳しい協力工場に対して優遇措置を講じたものが回答に含まれているなど、起業 (企

業)支 援を、自社の事業発展のために戦略的に活用しているとは言いがたい状況と言えよ

う。
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「‐‐‐‐一自社従業員の起業支援

|
他社人材の起業支援|

既存企業の支援|

図表3-5-10過 去10年間での起業、企業支援の状況

/T

□ある■ない 口わからない‐―
」

図表3-5-11常 用従業者規模別 起業口企業支援状況

(「支援有」の回答率)

自社従業員の起業支援 他社人材の起業支援 既存企業の支援

陣
1～19人〈n-55～57)  ■ 20～49人〈

‖冦盤it母
わ回50～99人〈

!ことこ

95) |

!日1 0 0～2 9 9人( n = 9 4～9 6 ) E 3 0 0人 以上

図表 3-5-12貴 社内外の人材による起業や既存企業への支援の具体的内容

(3つ までの複数回答) 目社従業員の起菜 他社人材 の赳栗 既存企業

lo. カテゴ リー名 回答数 回答率 回答数 回答率 回答軟 回答率

1 退職金の害1増 ・準備 0 0.07 0 0.0歓 C 0 . 0物
９

々 出 資 10 19,6% 7 13.0歓 ９

， 1 5 , 6物

3 資金の貸し付け 8 15.7% 6 11.1物
Ｑ
０ 23.4%

4 好決済条件の適用 8 15.77 18.5歓 14 18.2%

5 土地 ・オフィス ・設
備などの提供

19.67 8 14.8% 7 9.1%

6 経理 ・総務等の事務
作業受付

C 11.87 C 0 , 0物 ９

を 2.6071

7 仕事の発注
９

】 54.9歓 ９

】 51.9物 44 57.17

8 仕事の引き受け 4 7.87 8 14.8物 4 5.27

9 顧客等の紹介
Ｏ
Ｏ 15.7歓 10 18.5物 10 13.001

材料等仕入先の紹介 5 9.8敦 7 13.0物 13 16。97

経営面のア ドバイス 6 11.8歓 9 16.77 14.39rl
９

０ 技術面のア ドバイス 10 19.6物 11 20.47 16 20.87

13 共同開発 2 3.9歓 6 11.101 9 11.70rl

14 保証人等の引き受け
ワ

コ 3.9歓 0 0.0%
方
々 5。20r

15 その他 1 2.0歓 0 0.0% 0 0.07

全体 (問19で 1支援ある」
の回答教)

庁ｂ 100.0歓 54 100,07 ワ
ｒ 100。0071



図表3-5-13常 用従業者規模別 起業 (企業)支 援内容

① 自社従業員の起業支援内容 (上位項目)

② 他社人材の起業支援内容 (上位項目)

③ 既存企業支援内容 (上位項目)

注)nは 問19で '支援ある」の回答数、 4 )内 は、この値に対しての回答比率

1-19メ、(n=4) 1仕事の発注」
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図表3-5-14過 去10年間の起業 (企業)支 援数 (A)

図表3-5-弔 5過 去10年蘭の自社からアプ題一チじた起業 ぐ企業)支援数

G支 援起業 (企業)数 のなかで、自社からのアプ塾一チ数 く3)

の 支援題業 (企業》数のなかで、自社からのアプ襲一手数の割合 く魯/A)

自社従業員の起業 他7■人材 の起 菜 眺存企菜の支援

回答軟 行寄,文ルヒ 回答数 構成ルヒ 陣l答歓 構成'ヒ

1在上 30 66.7望 24 55,80r つ
θ
９
０ 52.49/

2社 8 17.8玖 14 32.6玖 14 22.2助

3た上 付
Ｄ 11.13r 3 7.0歓 6 9 . 5歓

4社
∩
） 0.0弘 0 0 , 0軌 1 1.6歓

5社 0 0.0% 2 4.7比 ，
ｒ 11.1既

6～ 9社 1 2.27 0 0 . 0敦 1 1.6畝

10社 以_と 1 2,2貿 0 0 . 0軟 1 1.6歓

合言| 45 上Ut).U玖 43 100.0畝 〔ｂ 上UU.Uレ

平均 2.13 1.65 2、17

我天 恒 26 D 10

日=土徒美 虫●起 長 他社人材の起業 光存企業の文抜
一由
一

1揺■貨,ヒ 距1答数 l_ q成比 回答数 構成ルヒ

むIL つ

つ 31.6町 12 4040歓 32.6軌

141; 4457% 1 1 36.T? 32,6玖

211 b 1342% 6 20.0, 8 18,6比

8! 毎品! 0、0% 女

４
■ R 640?Ⅲ 1 3.3比 O 0 , 0ウ

51上 (,そ9ち C 〔)も0比 1 2 . 3軌

6 ′ヽ 9 1 1 1 と も む 0。(メrl S 7.0ヤ

10社 :以_上 ユ F_t号! 0.rl先 0 0.0比

「J コ 38 it'む,生】!| 1【〕ll=l」比 10(j。(,比

平均 1"79 0.90 1.58

最大値
ρ
０
つ
ち 9 9

自社tと美真の超業 他社人材の起業 既存企業の支援

ヨ答数 本毒れ文ルを i電答歌 本毒み支士ヒ 回答欺 本毒ヵ文レヒ

D% (な し)
ワ

々 83.3% 12 41.4比 33.301

Dワも超 20%未 満 0 0本0% β 0,0比 0 0 . 0駒

20,6以上50%未 満 1 2.8% t 3.4立
９
０ 7 . 1物

500o以上80%未 満 8.3% 3 10.3% 7 16.7比

30%以 上100%未 満
ｎ
Ｕ 0,0弘 C 0,0比 0 0 , 0財

1 0 0 % (全 て) ｎ
）
う
と 55.6%

つ
０ 44.3比

Ｏ
Ｇ 42.9比

合 計
浸
Ｕ
９
０ 100.0竹 ？

を 100.0」r 42 100.0軌
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6 定 年退職者等による産業支援型シエア集団について

定年退職した人達が保有している技術 ・技能 ・人脈を活かして、社会貢献や生き甲斐を

求めての活動として、製品開発、事務代行、起業家支援などを行う動きがあり、特に、近

年では、任意グループのみならず、企業組合や企業、NPO(非 営利特定法人)な ど、様々

な形態で集団化し、支援活動を行っている事例が見受けられる。

こうした 「産業支援型シエア集団」の動きを企業がどのように活かそうとしているのか

を以下、探つていく。

(1)産業支援型シエア集団の認知 ・参画状況

常用従業者規模別に認知状況をまとめたものが、図表 3-6-1で ある。全体では、「知

らない」と 「知っている」がほぼ半数ずつという状況となっている。規模別にみると、規

模が大きくなるほど、認知度は高まっているが、「知っていて業務に活用したJと なると、

規模に関わらず、数%に とどまっている。産業支援型シエア集団が活躍していくためには、
「認知」と 「活用の動機付け」の2段 階の壁があると言える。

常用従業者規模別に、退職者の産業支援型シエア集団への参画状況を確認したものが、

図表 3-6-2で ある。上記の流れからも推測できるように、「参画している」という回答

は全体で 0.4%しかなく、「参画しているらしい」を含めても、2.8%に とどまっている。

また、実際に 「参画している」と回答企業が確認できているものは、「300人 以上」の企

業のみである。実際のとアリング等を通じても、産業支援型シエア集団に参画しているの

は、大手企業出身者中心ということであった。

(2)産業支援型シエア集団の印象 □考え

認知状況別に、産業支援型シエア集団に対しての印象 ・考えをまとめたものが、図表 3
-6-3① (プラスイメージ)、② (マイナスイメージ)で ある。

プラスイメージからみると、認知し、活用しているほど、プラスイメージの回答率は高

く、「知らない」では、プラスイメージヘの回答率も低くなっている。さらに、「知ってい

る」状況のなか、活用したか否かという視点でみると、「知っているが活用したことはない」

と 「業務に活用 ・設立に関与」で差異の大きかった項目は、「人脈の広さが魅力」(それぞ

れ 47,4%、 30.1%)、「現場の問題解決に強い」(それぞれ 36.8%、 19.7%)と なっている。
一方、「知っているが活用したことはない」の回答率が 「業務に活用 ・設立に関与」の回答

率を上回つているのは、「多様な人材による技術の幅広さが魅力」(それぞれ、42.10/O、

43.9%)で あり、技術力があることは認知しているものの、それだけでは活用の動機付けと

しては不十分であることが指摘できよう。

マイナスイメージをみると、「知らない」という企業群の方がマイナスイメージを強く持

つており、特に 「信用力の評価が難しい」(21.8%)、「情報の機密保持に疑問」(14.6%)、
「集団構成員の経歴開示が必要 (ライバル関係や能力把握のため)」(13.5%)な どが高い回

答率となっている。こうした項目は、「知っているが活用したことはない」企業群でも高い

回答率となっており、信用力の確保 (証明)が 、活用に至る鍵を握つていると言える。
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図表3-6-1常 用従業者規模別
産業支援型シエア集団の認知状況
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図表3-6-2常 用従業者規模別産業支援型シエア集団への参画状況
(同集団を知っている回答者対象)
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|
図表3-6-3① 産業支援シエア集団認知状況別印象・考え

(プラスイメージ)
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図表3-6-3② 産業支援シエア集団認知状況別印象口考え
(マイナスイメージ他)
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(3)産業支援型シエア集団の活用内容

常用従業者規模別に産業支援型シエア集団の活用状況をまとめたものが、図表 3-6-

4で ある。活用企業数が少なく、さらに規模別にしているため、個々の回答数は小さい値

となっているが、「1～19人 」や 「20～49人 」では、「現場の問題解決」や 「設計」など、

具体的な生産活動に際しての支援を受けることを意図しているのに対して、「100～299人」

などでは、「従業員教育」や 「管理体制整備」など、企業として活動していく仕組み作りに

重点が置かれている様子がうかがえる。

(4)産業支援型シエア集団の今後の活用意向

今後の産業支援型シニア集団の活用意向を、常用従業者規模別、認知状況別にまとめた

ものが、図表 3-6-5① 、②である。全体では 19.6%が 「活用しない」と回答している

が、逆に、80.4%の企業は活用意向を持っていることになり、活用にあたつての懸念材料を

払拭することができれば、ニーズは高いといえる。

規模別では、経営資源に限りのある小規模企業ほど 「活用しない」の回答率が低く、社

外の資源を自社の事業活動に活かそうという姿勢が表れている。

認知状況では、活用経験のある「業務に活用・設立に関与」にても、「活用しない」が 15.8%

あり、活用経験のない「知っているが活用したことはない」、「知らない」での 20.1%、20.0%

と比較しても、回答率に大きな差異がない点が注目される結果である。

したがって、情報開示による信頼関係の構築などは、未活用企業のみならず、既に活用

している企業に対しても、積極的に取り組むべき課題であると言えよう。

(5)産業支援型シエア集団の今後の活用意向の具体的内容

今後の産業支援型シニア集岡の活用での具体的内容を、常用従業者規模別、認知状況別

にまとめたものが、図表 3-6-6① 、Oで ある。

全体では 「販路開拓」(21.3%)、「自社にない技術の移転J(19.8%)、 「従業員教育」

(19,3%)の順となっており、現状での活用内容で回答率の高かつた 「現場の問題解決」は

15.2%にとどまつている。

常用従業者規模別にみると、小規模の企業で 「販路開拓」の割合が高く、規模の大きい

企業では 「従業員教育」などの回答率が高くなっている。

また、認知状況別では、「販路開拓」では 「業務に活用 ・設立に関与」という企業の回答

率 (18.80/c)よりも、「知っているが活用したことはない」、「知らない」の回答率 (それぞ

れ 24.6%、 18.90o)の方が高く、懸念材料としてあがっていた、自社の情報流出という視

点ではあまり影響のない分野での活用意向が高くなっている。
一方、「商品開発」、「現場の

問題解決」、「ISO,JIS,HACCPな どの公的標準指導」など、社内に深く入りこむことが

要求される項目などでは、現状での活用状況による大きな差異が見られる結果となってい

る。
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図表3-6-4常 用従業者規模別 産業シエア集団の活用内容 (5つ まで)

全体 1～ 19人 20-49メ 、
oヽ. 四 答 叡 l J答率 [J答敦 回答率 回答歌 胆l答率

b 現場のF飼題解決 8 44.4tr ? 50.0斗 O 40.0,

2 商品開発 D 27.80r 1 25,0財 3 60.0路

3 設言十 Э 27.80c 2 50,0歓 3 60.0%

7 従業員教育 4 22.2性 0 0.0比 1 20.0%

6 自社にない技術の移転 3 16.70c 1 25.001 9 40.000

8 管理体制整備 3 16.7比 ll 0,00/1 0 0.000

9 I S O ,」IS , H A C C P等の公的
標準指導

3 16.7比 0 0.0歓 1 20.000

つ
０ 協力企業 (下請)開 拓 3 16.70/ 1 25.0歓 1 20.000

4 ジグ等工具製作 2 11.1比 1 25.001 0 0.00/0

合計 lUU.U比 4 100.00/ b lUU.Ut/

50-99ノ 、` 100-299ツ 、` 300ノ(セス_L
lo。 回答数 回答率 |」答 駅 回答率 回答数 回答率
5 現場の問題解決 1 20.0% 2 66.77 1 100.0%
ワ

々 商品開発 0 0.0% 1 33.37 0 0.0%

3 設計 0 0,0% 0 0.0歓 0 0.00r9
，
ｒ 従業員教育 1 20.0比 2 66.7敗 0 0.0%

6 自社にない技術の移転 0 0,0% 0 0.07 0 0.0%

8 管理体制整備 1 20.0% 2 66.7歓 C 0.0既

9
ぐ
じ 」IS,HACCP等の公的 1 20.0% 1 33.3弘 C 0.0既

13 5る「ラ5Z歪軍多震:て
こ
蒔 う
~吊
長F扇雪 1 20.0% 0 0.0071 C 0.00r

4 ジグ等工具製作 1 20.00/・ 0 0`0既 C 0.0靴

合計 5 100.00/ 3 IUU.U7/f 上UU.U協

注)「 10.加工などの直接作業」、 「11.販路開拓」、 「14.事務処理の代行」は、 「20～49人」
で 1件、 「18,外部監査」は 「100～299人」で 1件 あり。
その他の項目は回答なし (「12.仕入れ先開拓」、 「15.人事 ・賃金制度の指導」、 「16.従業
員のカウンセリング」、 「17,従業員の退職後相談」、 「19.後継者教育」、 「20.経営相談 (経
営者への)」 、 「21.リスクマネジメント」、 「22.海外進出 ・貿易等相談指導」、 「23.その
他」)

図表3-6-5② 今後の「活用しない」割合
(認知状況別)

業務に活用・設立に関与(n=19)

知っているが活用したことはない(n=239

知らなし

図表3-6-5① 今後「活用しない」の割合
(常用従業者規模別)

首当存ヽ (ni490)

1～19人(n=65

20-49ノ ((ni194)

50～ 99人(

100～299人

3 0 0人以上

10086
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全 体 1～19ハ 20-49ノ 、`

No. 四答軟 L H u答率 凹答 勢 [』答率 回答数 回答率

販路開拓 84 21.3比 18 32.10/r 36 22.0%

6 自社にない技術の移転 78 19.8比 10 17.9歓 35 21.3比
，
Ｆ 従業員教育 76 19,3比 3 5.4玖 31 18.9弘
９

一 商品開発 70 17.8比 10 17.90rl ９

〉

９
々 17.70/0

b 現場の問題解決 60 15.2比 C 16. 17 24 14.60/0

9 I S O ,」IS , H A C C P等の公的

標準指導

？
ｒ
医
Ｕ 14.5比 こ 14.3Jl 24 14.6%

10 加工などの直接指導

協力企業 (ド請)開 拓

つ
θ
●
０ 13.50r 7 12.5歓 Ｏ

Ｊ
９
々 14.0%

つ
θ 48 12.2比 11 19.6歓 18 11.0%
Ｏ
Ｏ 管理体制整備 45 11.47 9 16 17 16 9.8070

合計 394 100.0既 56 100.0歓 164 100.0比

図表3-6-6① 常用従業者規模別 産業シエア集団の今後の活用意向 (5つまでの複数回答)

注)活 用意向企業数=全 回答数― 「活用しない」の回答教

全体の回答率 (各回答数/全 体― 「活用しない」)が 10.0%以上の項目を掲載

注)活 用意向企業数=全 回答数― 「活用しない」の回答数

全体の回答率 (各回答数/全 体一 「活用しない」)が 10.0%以上の項目を掲載

50′‐V99ノ、 100-299人 3 0 0人以上

oヽ. 回答歓 回答率 回答数 回答率 回答歓 回答率

販路開拓 16 21.37 9 13.2歓 16.0%

6 自社にない技術の移転 18 24.0% 11 16.2歓 16.0%

7 従業員教育
”
生 18.7玖 ９

】 30.9歓 7 28.0%
ワ

々 商品開発
９

々 28.07 9 13.201 0 0.0%

5 現場の問題解決 Ｆ
Ｄ 20.07 7 10.301 3 12.0%

9 I S O ,」IS , H A C C P等の公的

標準指導

９

】 16.0比 9 13.2歓 3 12.0%

10 加工などの直接指導 10 13.37 9 13.2玖 4 16.0%

13 協力企業 (下請)開 拓 10 13.37 7 10.3玖 2 8.0%

8 管理体制整備 9 12.07 9 13.2歓 ９

々 8,0%

活用意向企業教 7b 100.Uy 6S 100.0歓 一ｂ９
々 100.0%

図表3-6-6② 認知状況別 産業シエア集団の今後の活用意向 (5つまでの複数回答)
業務に活用 ・設立に

関与

知つているが活用 し

たことはない
知 らない

No. 回答数 回答率 回答数 回答率 回答数 回答率

販路開拓 3 18.87 47 24.6歓 34 18.90/0

6 自社にない技術の移転 4 25.0歓 45 23.6物 29 16.1%

7 従業員教育 3 18.87 44 23.007 29 16. 1%

2 商品開発 5 31,3歓 36 18,8歓 28 15.6%

5 現場の問題解決 7 43.87 つ
θ 16.2物 ワ

】
９
々 12.2%

じ ISO,」IS,HACCP争寧σ)とヽ自匂
標準指導

b 31.3歓 32 16.8歓 20 1%

加工などの直接指導 3 18.8歓 29 15.2歓 ９

々 11.7%
つ
０ 協力企業 (下請)開 拓 4 25.0歓 ，

ｒ
つ
ん 14. 々

′ 9,4%

8 管理体制整備 3 18.8物 28 14.7歓 14 7.8%

情用意同企菜致 100.U玖 191 上UU.Uツ 18C 100.U玖
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(6)自社従業員の産業支援型シエア集団への参画について

自社の従業員が退職後に、産業支援型シエア集団に参画することの賛否を確認したが、

複数回答を求めたので、まず、賛成か反対かの基本姿勢をまとめたものが図表 3-6-7

である (いくつ回答していても1社 としてカウント)。これによると、全体の 79.3%の 企業

は賛成の意向を示している。

具体的な賛成の理由の選択状況を、常用従業者規模別と認知状況別にまとめたものが、

図表 3-6-8① 、②である。

常用従業者規模別では、「1～19人」、「300人 以上」では、「退職者を通じてのネットワー

ク拡大を期待」とする回答が高く (それぞれ 46.2%、 46.9%)、 また、雇用抑制の姿勢が顕

著であった「300人 以上」の企業では、「後に続く退職者の受け皿期待」への回答率が 40.6%

と他の規模よりも高くなっている。

認知状況別では、活用、認知という産業支援型シエア集団との近接であるほど、賛成度

合いが高い結果となっている。

なお、反対要素の選択肢としては常用従業者規模別、認知状況別では大きな差異はみら

れなかった (資料編参照)。
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図表3-6-7自 社従業員の産業支援型シエア集団
への参画に対する賛否

15300■   05%

49%

図表3-6-8① 常用従業者規模別 自社従業員の
産業支援シエア集団への参画に対する賛否

(賛成要因)

46996
500%

400%

30099

200%

100%

00%

462%

i    ロロロ 344%~
355%E3409t―-302%

406%

94% 94%

4 6Sc7 29b 63%

そ

の
他

後

に
続
く
退
職
者

の

受
け
皿
期
待

退
職
者

の
技

術

．技

量

が
保
た
れ
当
社

に

も

貢
献
す

る

退
職
者
を

通
じ

て
の

ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
拡

大

を
期
待

□全体(n = 4 9 0 )  コ 1～1 9人( n = 6 5 )  田 2 0～4 9人( n = 1 9 4 )回5 0～9 9人( n = 9 6 )

■1 0 0～2 9 9人( n = 9 6 )回3 0 0人以上(n i 3 2 )

図表3-6-8② 認知状況別 自社従業員の
産業支援シエア集団への参画に対する賛否

(賛成要因)

50096

40096

300%

200%

100%

00%

33896____ 316q5     253%

310%

退
職
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を

通
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の
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待
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貫
献
す
る
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に
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の

受
け
皿
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待

そ

の
他

■知っているが活用したことはない(n=239)回知らない(ni225)□業務に活用口設立に関与(n二19)
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O集 計結果

,資本金額 (|本 金 額 (凶表 3 - 2 - 1

回容 数 標成比

1000万円以下 22 8q

1000ラ丁卜]京電5000ラげF]1メ
~下

49.99

〕00 0万 H J譜 1億 円以 下 15.1,

1億 円超 3億 円以 下 5、89

3億 円超 1 0億 円以下

10債 円紹 1 3,7歓

口P十

匝]イ答

1 食品製造業、飲料製造業 1

2 段維製造業 4.1

3 て服 。その他綴維製品製造業
4 木材 ・木製品 ・家具製造業

5 パルプ 。紙 ・紙加工品製造業 1

6 叩刷 ・同関連業
7 |ヒ学 ・医薬品製造業 1 1

8 石油 ・窯業

9 プラスチ ック ・ゴム製品製造業
0 鉄鋼 ,非鉄金属製造業 6 1

品製造業 21.1
一
般機械器具製造業 20 49

電気機械器具製造業 11.7,

信機械器具製造業 0 . 4 ,

電子部品 ・デバイス製造業 7

5 輸送用機械器具製造業 2J 4 . 9 ,

僑密機械器具製造業 1 311

7 その仙 R

含 言ヤ i tlU.Uレ

在の常用従業者数 (経営者、常勤役員ミ常用パー ト

回答数 構成比
1～ 3人 0.6歓

4～ 9人 1 3.3快

10～ 19人 9.5軟

20～ 49メ 、 40.2歓

50～ 99メ 、 96 19.凱

1 0 0～ 2 9 9人 鉦 19.凱
!く̀ Ⅲ〔)人 げ1卜 6_6財

合 言十

間 2 (図表 3-2-2)

値   1  96.4%

平均値   1  19,0%

数/常 用従業者数総数) (図表 3-2-

回答数 構成比 回答数 構 成比

0 % 12. 1

0%超 10%未 満 29.7, 29.7,

10%以 上 20%未 満 9′ 21,71 9行 21,7,

20%以 上 30%未 満 13.61 61 13.6,

30%以 上 40%未 涌 8.9, 6て 14.3,

40%以 上 50%未 満
50%以 上 60%未 満 1

60%以 上 70%未

70%以 上 80%未 満 I
，
ｒ

80%以 上 90%未 満 4 0.91

90%以 上 100%未 満 4 4 0 . 9 ,

1 0 0 % 0 . 0 , 0 _ 0 9

合 計

- 9 -



間 上 (図表 3-2-7)

回答歌 構成比
1 5億 円未満 123

2 5～ 10億 円未満
3 1 0～ 2 0億 円未満 84 17.8物

4 20～ 50億 円未満 85 18.0執

5 50～ 100億 円未満

6 1 0 0～ 3 0 0億 円未満 4,7歓

7 300億 円以 卜 10

合 計

問 3最 近 3年 間の業績の傾向

注)上 記割合は、両方の設間に回答した459を分母とした構成比

上 (図表 3-2-8

回答数 構成比
1 増加傾向 76 15.89

ほ,ま桶寄ばい 164
席 ′J/h東向 50.11

含 言十 481 100.0'

移と決算の傾向のクロス 3 - 2 -

売上清
央算

増力口傾 向 ヤよ|ま ilまい 減少像向

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
黒字基調 17.0%

収支とんとん 14.4敦 85

赤字基調 D 1 1

注)上 記割合は、両方の設間に回答した459を分母とした構成比

の と決 の傾向のクロス 3 - 2 - 8

経常損断

決算

黒字額増加

(赤字額減少)

!ユぼ横ヤまし 黒字額減少
(赤字額増加)

厨答数 構成比 回チ救 構成比 回答教 構成ケL
黒字基調 20.79 96鼎

収支とんとん 1 8 . 1 9

赤字基調 4 o,940 iC

注)上 記割合は、両方の設蘭に回答した45るを分母とした構成比
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間4貴 社の 「強みJ(競 合他社や競合製品と比較して優位な点)
1)強 みの領域 (図表 3-2-5(1):路 llLB Iこ

No 回答教 本爵成士ヒ

1 企画 ・設計力

新製品等構想 ・開発カ 20.勢

3 工程 設計 力 2 . 9 ,

4 短納期対応力
ハ
Ｕ

に 署に 目)

6 高品質 ・精度 (主に人に起因) 14.09

7 価格競争力

小 ロ ッ ト対応 力

9 デザインカ 0 0,0,

10 交渉力 4 0,8,
‐6つ

484 100.0,

品質 ・精度 (主に人に起因)

100-299人 300メ、以上

4 12.9'

5 16.1

1779 b 16.1

0 0 0 '

100 01 100.0'

3 - 2 - 6

全回答数 儒成比 嘔糾 1文 新製品等構想 ・開発力

1 オン リー ワン 7 7 9 6 5.8侠 16.3助

同業他社の中で頂″ギ 121 6

3 同業他社の中で上位 272 60.6ql 48.0助

4 同業他社の中で平均的 26.鋭 1
０
々

‐

σ 〕
2 働

100 0' 104 t10 0撰 100.09

高品質 ・精度 (主にハ
に起因)

高品質 ・精度 (主に設

備に起因)

/J ロヽッ ト対応力

9 3 4`8歓 2

9 14.3歓 4

68.3歓 20 36 4'

13 4タ 8
，
ｒ 50 9et

0ム00r 0 0 . 0 9

6′ lUU.U玖 lt10.0物 100.0貿

* 3 - 2 - 6

IQ 空 理1 合 駅 構成比 1本▼19ヽ 20-49メ 、

1 オ ン リー ワン 7.7税 C

2 同業他社の中で頂点 4 6.3物 10.5貿

3 同業他社の中で 上位 ,7 17_8均 9C 48 991

4 司業他社の中で平均的 22.1 64
つ
０

子α)ヤ拒 7 3 5, R 4 1 0.5曳
エ
ー 100.0執 100,t19 ０

フ 10

50-t19々え、 子̀it】本▼|'9'' 3C10人以上

10.8財 9.4歓

q 97比
９

）
1 31.3執

62.J て,2 も6 0, 1 50.0歓

13 い1

1 1 1 1

100t】・ |を4 100 09 lUU UM

- 1 1 -



ネ の と売上高の ロ ス ( 3 - 2 - 9

売上高の推移
「強み |の 領城

増加傾向 1歓ヤ8ビ梅氏十七だ↓ 減 少 ■自向

回答救 構成比 回答境 構成比 回答 数 構成比
in=48] 158, 50.lq

短網 則 対応 力 ( n = 1 0 3 ) Zb Z 62.1'

2新 製品等構想 ・開発力(n=100) 2[ 23 0' 34.0, 43.0,

6高 品質 ,精度 (主に人に起因)(n=68) 13.2, 32 4,

5高 品質 ・精度 (主に設備に起因)(n二62) 22.69 40 39 37.19

8ノJ ロヽット対応力(ni54) 29.6, 64.3,
注 比は、 J に

ネ主な 「強み |の 益の推移のクロス集 3 - 2 - 9

経常損益の推移

「強み |の 領城

黒字額増加

(赤字額減少)

ほヤゴ榜軸ま↓ 亦 子

(黒字

増 ll日

減少)

回答数 構成比 回答数 穏威比 回答数 構成比
t(ni461 8C 19C 191 41`49

4 矢毘和内雰朝ヌ寸局まラ5(ni100 11.0, 38.0, 51.Uツ

2 新製品等構想 ・開発力 (n・93) 29.0, 35.51 35.5,
6高 品質 ・精度 (主に人に起因)(n=68) 16.2, 38.2, 45.69
5高 品質 ・精度 (主に設備に起因)(n=60) 46.7, 36.7,
′! ロヽッ ト対応力 (n=53) O 47.2, 43 49

に 値

孝主な 1強み」の領域と決算の傾向のクロス集計 (図表 3-2-9

「強み」の領域
黒 字 基調 J又支 とん とん 赤字基調

匠 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
(n=464) 201 43_3, 167 36ム0, 20.79

紀 網翔 対 応 力 (n=98) 36 79 43.り '

2新 製品等構想 。開発力(n‐95) 56 58.99 25 3, 5

i品質 ・精度 (主に人に起因)(n=67) 35.8? 38 8, r 25.49
5高 品質 ,精度 (主に設備に起因)(n=61) 44,3' 36 1
/j ロヽット対応力(n=55 25 5' 45`5, 6

比 は 、 J に

春 上 ロ ス 3 - 2 - 1 0 )

売上高の推移
常用従業者規模別

増加傾F ほ|まイ ヤよい 減少傾向
回答教 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

令クほ(n=4 15。8, 50 1
~l Vノ 、` (n=64, ZU.U' 35.9, 43.8,
2 0～ 49メ 、(n=187 28 15.0, 28.91
5 0～ 9 9人   (n=95) 15 158, 32 33.7, 50 5P
1 0 0～ 2 9 9ノ氏、 (n=96) ] 37.5, と6 9,
3 0 0ノくセス_L (n=32) 4 12.5, 46,9, 40 6,

比 に対する値

上登用従業者規模別 経常損益の推移のクロス 3 - 2 - 1 0

経常損益の推移

常用従業者規模別

黒字額増加

(赤字額減少)

ほ|ま伊印まい 赤字額増加

(黒字額減少)
回答数 構成比 回答教 構成比 回答装 構成比

(n=461) 1勧[ 41 2,
～ 上 υ ノハ、 (n=b劾 40.3' 40.3,
2 0～ 4 9ノ( (n=180) 15.09 4U.U精

50～ 99メ 、(n=90) 20.09 38.鋤
1 0 0-2 9 9ノ ( (n=91) 143, 51.6,
3 00ノ 【'次二L (n・31) 8 帰 25.8, 48 4

比 | □ 数 に

決算の傾向のクロス集計 (図表 3-2-10

決算の傾向
常用従業者規模別

黒字基調 Jr露 ′'スノメ'スラ 調

回答数 構成比 回答教 構成比 回答数 構成比
全体 (n=464) 43.39 36.0,
~1 ツ み、 (n=bり 22.69 48.49 29 01
2 0～ 4 9ノ氏、(n=182) 33.59 37.99 28 6i
5 0-9 9ノ 大、 (n=90) 57,8, 28

100～ 299メ 、(n=92) 57 69 31.5, ハ
Ｕ

300人 以上 (n=31 17 54 8, 29,0,
) 穏 印|の

- 1 2 -



間5事 業戦略
(1)事業領域の展開状況

(図表 3-2-11

年)1回1■ヽ 頭 有与F【レヒ 短納期対応力 輸 汗吾タ
・開 竿

1 の主力事業分野を探耕 57 760 62 59 56.00/

2 現在の主力事業の関連分野へ進出する 33.2阜 29 89 39,0軌

3 異分野事業へ多角化する 4
０
６ 5.0,

4 現在の主力事業を縮小 ・廃止し他事業ヘ

の転換を行う

8 3 2 , 9 9 0 0 . 0引

' σ

D 109 0 働

100 0‖ 100 09 10C .01

高品質 '精度 (主に人
に起因)

高品質 ・精度 (主に誠
情に起因)

′」ヽロ ッ ト対 'こ、刀

57.4, 62.59 44.4,

30.99 32.89 40.7,

5 2

2 2 . 9喘 0 0.004 1 199

1 1 1.99

1∞ O q 100.0' もJ 10tj.09

の主力事業の関連分野へ進出する

の転換を行 う

(2)「 選択と集中」という考え方について
* 表 3- 2 - 1

回答 数 構 成 比 締 細 翻 対 応 カ 新製品等構想 。開発カ

1 主力事業に経営資源を集中させ、そのた
めにアウトノーシングを活用する

199 41 7実 40.6軟 54,6%

主力事業に経営資源を集中させるが、ア
ウトノーシングは行わない

194 40.7党 39.6身 37.1段

に、経営資源を集中させる意向はない 16.4錠 18.89 6 6 2銘

4 そ の 6 1ムt;党 ]

計 477 100.001 U UW tJ7 100,0敦

高品質 ・精度 (主に人
に起因)

高品質 ・精度 (主に誤
備に起因)

/ J ロヽ ッ ト対 応 刀

39.7斑 36.5物 29,1

41.2耗 52.4, 45.5段

17.6Sr 7 11 1 1 23.600

Cl 0 働 1 1.8鴨

101j.0狭 100.0物 100.(j91

ホ 図表 3- 2 - 1 2② )

回答 数 構 成 比 1～ 19人 20ハV49ノ(

1 主力事業に経営資源を集中させ、そのた
めにアウトソーシングを活用する

41.76r 51 6均

2 主力事業に経営資源を集中させるが、ア
ウトノーシングは行わない

40`7笑 29,7身 67 36.4段

特に、経営資源を集中させる意向はない 16.4党 17.2助 ZZ.も敦

そ の伸 6 1.6段

4r/ 100 0' L()().U協 184 100.0敗

50ハV99ノ末、 100～299人 300人以上

41.19 34,7物 56 390

42 19 58.9物 28 100

15 89 6 4 12.5%

1 0 0_0物

0' 100.0協 100409

- 1 3 -



(3)アウトツーシングを行う業務 (複数回答)
岩 み の 3 - 2 - 1 8 (

oヽ. 全回容教 回答率 短納期対応力 汀r製品等構 想 。開発 力

1 開発 29 7

設計 30 0 . 6財 8 2軌

生産関係のデータ入力 18 9、8親 4

4 生産管理 33 1 3 . 1 9

品質管理 Ｅ
Ｕ 1 3 . 1 ,

生産 136 60.7,

販売 28 想 1 3 . 1 ,

総務 20 7.1'
一　　　．一十　　　一一一一一一一）・

一　　一一一一　　一一一一一一一一一一一一一一一・
8 . 2 9

ビジネス情報処理 19 6。7, 4。9 9 9 . 8 9

10 メンテナンス 30 11 5,

1 サー ビス 4.9 , 131

1 3

ド ((掛 で 1 3、 4 C iσ)矛日 288 100.Oi 61 とt)U.Uツ lUU UV

高品質 ・精度 (主に人
に起因)

高品質 ・精度 (主に設
備に起因)

J ロヽット対応力

究
一
開
一

3 7.51

設 計 5 12.51 4 0 0 9

生産関係のデータ入力 3

生産管理 5
９

匂
10.0, 1 0 . 0 ,

品質管理 4 1 0 . 0 9 16,7,

生 産 37.5, 1 56.7, 1 36.7,

取 完 5 12.5, 3 . 3 ,

総務 3 7 . 5 ' 1 0 . 0 , 0 0 . 0 ,

ビジネス情報処理 2 5 . 0 ' 13.3, 0 0 . 0 ,

メンテナ ンス 4 10.0, 3 . 3 '

サービス 2 . 5 , 3ャ3 ,

そのflll R R9 R R9

全体 ( ( Z )で1、 3、 4の 回答 の和 ) 100.0' llltl.Uツ 100.0,

業 3 - 2 - 1 3

全国答数 回答率 1～19人 20-49人

1 開発 10.29 1 1 4 . 5 9

設 計 30 10.6, 11.19 1 10.39

生産関係のデータ入力 18 6 , 4 ,

生産管理 33 4 8 . 9 , 12.0,

品質管理 35 12.4, 4 8 . 9 , 14.5,

生産 136 48.1 42,7'

7 販 売 28 9 .勤 13 . 3 , 1 1 2 . 8 9

総務 20 一抑
一４

ビジネス情報処理 19 0 . 0 , 6 . 0 9

1 メンテナ ンス 3C 2 2 9 6.8敦

サービス 6 . 7 ' 6.0駒
子のtll R 的

の よUU Uy 100,tl!

50-99ノ 氏、 100-299メ 、 300人 以 上

開発 7 12,7, 0 0。0,

設計 12.8, 13.0'

生産関係のデータ入力 6 10.9均 2 5。1 ' 13.09

生産管理 9 10.3,

品質管理 7 , 7 , 1

生産 26 2 53.8,

販 売 2 ` 6 9 1

総務 7.7 , 4 17.4

ビジネス情報処理 4 7.3q 2 A 6 9 7 ハ
Ψ

メンテナンス 1247鼎 4 17.4

サービス ウ 5内l P 8 7 ,

その仙 n n ∩q 7 . 7 9 R 71

全体 ( ( 2 )で1、 3、 4の 回答 の和 ) lUll UV 100.0? 300 て)'

- 1 4 -



聞6最 近 3年 間の従業員数の傾向 (図表3-3-11

従業員数 (正社員) Dノ ミー ト等非正社長歓 従 業 員数 (総軟 )

回答数 構成比 回答救 構成比 回答数 構成比

1 す曽カロイ頃l向 17. 1 22.7, 87 19,79

2 横ばい傾向 39 20t 20〔 49.6°71 39 89

3 版 少 1唄同 192 43,7財 Ｏ
Ｏ 20,0玖 179 40.59

■登i 7_607

含 言十 100.0身 ltlU.ll玖 442 100.007

*常 用従業者総数 「1～19人」 (図表 3-3-1

*常 用従業者総数 「50～99人」 (図表 3-3-1

十常用従業者総数 「100～299人」 (図表 3-3-1

辛常用従業者総数 「20～49人」 (図表 3-3-1

D従 業員数 (正 士 ノ｀―― 卜= 雪非正社員数 )従 業員数 (総数)

回答数 構成比 回答数 回答教 構成比

1 増カロ傾 F 15。2歓 30 19.4助 2[ 16.9執

横ばい傾向 69 42 1侠 47.7物 6[ 41409

減少傾向 70 42.7歓 35 ZZ.6ツ
，
ｒ 42.2,

な し 10,3ワ

100.0既 lbl 100,0助 llltl.09

ネ常用従業者総数 「300人以上」 (図表 3-3-1

D従 業員数 (正社員) パーート会 正社員数 )従 業員数 (総数)

to 回答数 構成比 回答数 梓 回答 構成比

1 力日1 15.6執 31。3軟 12.5●l

2 蹟ばい傾向 12.5執 40.6071 7 21.991

3 成少傾ド 71.勤 28.1敦 65.6'

/tF l C 0_0軟

合 言十 lllU.tl協 100.09

間7現 在の従業員 (正社員)の 年齢層別構成比と最近 8年 間の構成比の推移

(1)構 成比 (グラフは常用従業者規模別 各年 て 表 3- 3 - 2

120代以下 21 30′ヽV44芳 45歳以上

Ho. ヨ答数 構成比 回答数 構成比 回答数 14

1 V｀十ぶ↓ 107 22 6財 1 7軌 4 0 8段

2 1～ 2000以 下 9[ 196軌 13.7歓

3 2000楢 ～ 40%以 下 27.2q 20( 42 2軌 34.8敦

4 40%越 ～ 60%以 下 1 3.担 1 26 8阜 26,60/

b 60?ち 越～ 8 0 3rl以下 0」
９

）
16 5段

6 8001落 ～ 99% 0 4軌 6.

r 1 0 0 , t ( 0 0, 044 1 3比

仁芋言| 1(【)01 4′4 10()U! 100 0軌
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*常 用従業者総数 「1～19人」

D20代 以 下 ② 30～44歳 045歳 以上
No. 回答教 市子万文,ヒ 回答教 構成比 回答救 十歳,蛇レヒ
1 い ァr↓ 66.3! 7 1 0 . 9 9 2 3 . 1 0 r

1～ 20%以 下 39.107 29,7敗 D 7 8生

3 20%超 ～ 40%以 下 3 4.7畝 26 6紫 1 7 26 604

4 40%超 ～ 60%以 下 0 0.0物 15.6敗 8 12.5比

5 600/0超 ～ 800/0以 下 0 0 . 0畝 14.] 23.4生

6 80%超 ～ 99% 0 0.0駒 0 0既 18 80r

7 )070 0 0,00r 2 3 1軟 b 7 8財

合 言ヤ 100.0歓 ｛６ 100.00rl 100 0%

ホ常用従業者総数 「20～49人」

D20代 以 セ少 30-44所 授 139 4 5歳以上

No. 回答数 構成比 回答教 構成比 回答数 構成比
1 い な し 30.0畝 1 0 5比 0 0 0%

2 1～ 20%以 下 84 44.2歓 52 27 4受 13.201

3 20%超 ～ 40%以 下 23.7, ワ
ｒ 40 5既 26.3,

4 40%超 ～ 60%以 下 2 . 1畝 22.6Sl 26 80F

600/0超～ 80%以 下 0.001 7.9貿 25.8°7

6 80%超 ～ 99% 0.0歓 9 1 , 1貿 7 401

7 00% 0_001 β 0 0解 0 馬Ol

合 計 19〔 100.OCl 19C 100.0比 100.0°/1

Ⅲ常用従業者総数 「50～99人」
)20代 以下 の 30～ 44歳 945歳 以上

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
1 いなし 5.301 0 0.090 1 1 , 1タ

1～ 20%以 下 51.1歓 14.90t 17.0敗

20%超 ～ 40%以 下 36.2歓 53.2比 35.19
4 400/0超～ 60%以 下 5.3% 23 4比 38 30r

5 60%超 ～ 800/O以下 2 10r 8 8.5銘 6 6ゃ49

6 80%超 ～ 99% 0 0解 0 040比 2

7 )% 0 0財 ∩ 0 0年 0 0.09

合 計 94 ltll l.tl比 tJ4 100 0“ lUU.Uツ

ホ常用従業者総数 「100～299人」
)抑 tt,文 下 30-44病 霊 D45歳 以上

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
l い イFt C 9`7納 0 0 0 , 0 0,09

1～ 20%以 下 48.40c 7 . 5 , 14.Oq

3 200/o超～ 40%以 下 34 36 6執 49.5欧 50.50r
4 40%超 ～ 60%以 下 5 5.400 35 5% 25.8駒
5 600/O超～ 80%以 下 C 0 0々9 r 7 59n 7.5%

80%超 ～ 99% 0 00段 0 0 0% 2 2 290

7 00% β 0_0軌 0 0最 0.0°/

含 言ヤ 91 100.Oel 93 lUU.lJ 98 1 0tl.0欺

本常用従業者総数 「300人以上」

D20代 以下 2)30～ 44歳 045歳 以上

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
1 いなや 0.011 0 0軟 0.001
1～ 20%以 下 59.3貿 1 3.7貿 1 4 _ 8 9

200/O超～ 40%以 下 33.3比 29.6貿 59.39
4 40%超 ～ 600/O以下 2 7 . 4 , 17 63.0' 22 29

60%超 ～ 80%以 下 0 0 . 0 , 1 3`79 1 3 . 7 ,
80%超 ～ 99% 0 0 . 0 9 0 . 0 9 0 . 0 9
7 1 0 0 % 0 . 0 9 0 0 , 0 . 0 9

合計 100.0, lt10 0' 100 0財

(2)構成比の推移 (図表3-3-3① )
D20代 以下 妙 30～ 44歳 9 4 5歳 以上

寸o. 回答救 構成比 回答 数 構成比 回答 敬 拝野万文ナヒ
1 増加傾向 30.0, 23,2°l 30.4敗

蹟はい傾向 30 5執 63.4軌 146 32.291
3 減少傾向 30.0畝 12.7軌 会

Ｕ 36.8歓
な 9.40/ 0 7軌 0,70rl

十 100.0段 100 0敦 100.00r

- 1 6 -



ネ常用従業 総数 「1～19人」 (図表 3-3- 3C))

20+｀以 下 )30ヘ フ44テ 45方文ル次士:

回答数 構成比 回答致 Fに,ヒ 回答 数

1 増加傾向 20 4 9 15 331 22 4軟

2 横ばい傾向 6 29 6q 69.5, 26 44.8軌

3 成少 傾 | 18.5, 10.2敦 29.3°t

rF l 7 9

100 0, 100.007 100.0執

*常 用|従業者総数 「20～49人」 (図表 3-3 3 (

020代 以 12)30′ヽ▼44抗罷 45歳以上

Ho. 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

1 増加傾向 34.69 28.1

薫ヤよいイ填庁 25.99 68.2, 6〔 35,1玖

滅少傾向 27.29 12.7軌 36.8執

な 1 0 09

100.09 ltlU.0協 10

ネ常用従業者総数 「50～99人」 (図表 3-3-3

本常用従業者総数 「100～299人」 (図表 3-3-3

ネ常用従業者総数 「300人以上」 (図表 3-3-3

キ正社員 「増加傾向」での各年代層の推移 ( 3 - 3 - 4

を正社員 「横ばい傾向」での各年代層の推移 (図 3 - 3 - 4

- 1 7 -



*正 社員 「減少傾向」での各年代層の推移 (図表3-3-4

余剰感 足感

状況 3 - 3 - 5

斜 口1 答敏 督写厄えレヒ 9ハ 20-49人

1 主体的に余剰感 9 , 3 9
一部職種に余剰方 15.6軌 5

24.6軌 21.57 26.39
一
部職種に不足感 44,6既

全体的に不テ 3. 9 9 5 7.7侠

過剰感のある職種と不足感のある職種が
入り混じっている

ワ

々 10 15.49 48 22.29

合 計 00,00r 14 00 0'

50～ 99メ、 100-299人 300メ、以_上

全体 的 に余剰感 7 b 5.3材 3 9 , 7 ,
一
部職種に余剰感 19.8段 16.8, 9 29.0材

最適状態 26 0鴨 3 9 . 7 ,
一部機種に不足感 25.0% 26.3, 4

う
る

全体的に不足感 2
０
乙 3 . 2軌 1

過剰感のある職種と不足感のある職種が
入 り混じっている

19 19.8貿 22.1 35.5財

合 計 96 10U.0文 100.0財 31 100.0軟

9 、不足感のある業種 (自由記述 カテゴ 1 の の

キ余剰感 (図表3-3-6 全体(n=217 1 ～ 9人 20ハ▼49ノ(

回答数 r r J l 答E 回答 回答率 回答数 ヨ答率

D

職 種 4 1.8, 1 5 . 9 , 1

裂造関係 104 47.9, 7 50.09

研究開発会 7 3 . 2 , ] 5.鋤 4 4 . 5 ,

鷺、間接業務 33.2, 35.39 23.鋤

そ の 1 1 541 0 . 0 9 6 . 8 ,

全体 (問 8の 回答 2. | の 88

50～ 99人 100～ 299人 300人以上

回答数 回答 率 回答 数 回答率 回答教 回答 挙

全職種 1 2 . 2 9 l 2 . 4 9 0 0 ,

製造関係 53.39 50.09 34.89

研究開発等製治前段階 1 2 . 2 , 1 2 . 4 9 0 . 0 ,

手菜、間接業務 31.1 35。7, 60`助

その伸! 6 . 7 , |:

全体 (岡 3の 回答 2, 6J の和 )

*不 足感 (図表 3-3-6 :俸 1～ 19人 20ハV49ノ`、

回 回答率 回答数 回答率 回答狭 回答率
D 全職種 2 0 . 8 , 1 0 0 . 0 9

製造関係 68.59 50 0, 68.4'

研 開発等製造前段階 1 27.3, 1 1
９
乙

9 営業、間接業務 80 40.99 32.7,
そ の 4 H J 7 . 0 , 2 . 0 ,

の回答 i4 .  5 ,  6 1の 和 Z37 9を

50-99/氏 、 100^ヤ299ノ代 300人以上

回答数 回答率 国答教 回答率 回答救 回答率
全職種 1 2 2 , 0 . 0 , 0 0 . 0 ,

製造関係 73.3! 75 5。 100 0,

研究開発等製造前段階 22.2, 7 `〕 2540'

営業、間接業務 1 7 . 8 , 1 4 25.0'

その他 4 4 9 7 25,0'

全体 (問8の 回答 14, 5, 6」 の和) 4
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・内訳

感 全 体 1～19人 20-49ノ 人、

回答欺 回答率 回答数 回答率 回答努 回答率
D 全職種 4 1 . 8 , ] 5 . 9 , ]

Э 製造 21.2, 17.6執 19.3'

生産管理 5 2 . 3 9 5.9軌 1

生産技術 2 , 3 ' 0,0物 3 . 4 9

品質管理 (ISO等含む) 7 3 . 2 9 0,0°r つ
０

機械加工
．２０ 9 . 2 , 5.9敦 1 0 . 2 ,

手加工 6 . 0 , 2 11.8軌 5, 7 ,

組み立て 8 3.71 0 0 . 0 ' 6 . 8 '

D 研究開発 0.51 U 0.0敦 0 4 0 '

設計、デザイン 6 5,9歓 4 . 5 ,
マーケティング、企画 0 00, 0 0 .伊 0 0 . 0 1

り 管理 5 . 5 , U U、U玖 4 . 5 9

総務 ・事務 17.1 2 11.8軟 11.4,

経理、人事 ・労務、間接部門 1 . 8執 5.90r 0 0 .働

営業 19 8 , 8常 3 17.6侠 7 8 . 0 ,

D I T / S E 1 0 . 5軌 0 0 . 0 9 0 U . U 9

メンテナンス、サービス 0.0歓 0 0 . 0ウ 0 0 .働

その榊 4.6執 0 0.09 A A  R 9

体  (間 8の 回答 1 1.  2、  6 1 の 和 88

50-99メ 、 100-299ノ( 300人以上

回答数 回答率 回答教 回答率 回答数 回答率
D 全職種 1

９
乙 1 2 . 4 9 0 0 . 0 0

② 製造 24.4歓 10 23,89 5 21,7'

生産管理 0 0.0敗 2 4 . 8 , 4,3執

生産技術 1 2.2執 0 0 . 0執

品質管理 (ISO等含む) 6,7玖 0 0 , 0物

機械加工 11.1侠 3 7 . 1 , 2 8 . 7常

手力日工 8.9iK 2 4 . 8 , 0 0 . 0玖

組み立て 0 0.0貿 2 4.89 0 0 , O q

9 研究開発 1 2.29 U 0 . 0 9 U U.U,

設計、デザイン 0 0 . 0 9 1 0 0 . 0 ,
マーケティング、企画 0 0 . 0 9 0 0 . 0 , 0 0 . 0 ,

9 管 理 1 2 . 2 , 4 17.4

総務 ・事務 22.2, 0 21.49 6 26.19

経理、人事 ・労務、間接部門 1 2 . 2 9 0 0 . 0 9 2 8 . 7 ,

営業 4.4 3 8 7 ,

D I T / S E C 0 . 0 , 0 0 . 0 9 1 4 . 3 9

メンテナンス、サービス 0 0 . 0 9 0 0 . 0 9 0。働

その和1 3 6 . 7 ' 1 2_49 0 0 0

全体 (間 8の 回答 1 1 . 2 . 6 1の 和 )

承不 全体 ～ ltJハ 20-49メ 、

回答数 同 客 率 回答教 回答率 回答数 回答率

① 全職種 2 0 . 8 , 1 ? 0 .働

② 48 18.7執 11.4°/ 14.3'

生産管理 7 2.7引 2.3ウ 3 1 ,

生産技術 4 16.00/ 9 , 1°r 1 0 . 2 ,

品質管理 (ISO等含む) 4.50/ ，
ｒ

機械加工 12,8財 11.4軟 12,2,

手加工 Ｑ
Ｏ 70欧 6.8助 9 . 2 ,

組み立て 5.8, 4.5軌 122,

③ 研究開発 7 8, 11.40/ 5.1

設計、デザイン 8,6財 15,9敦 6 . 1 ,

マーケティング、企画 3 0.0敦 00,

り 管 理 2_7, 4.5軌 4

総務 ・事務 14 4.5軟 8 8 2 ,

経理、人事 ・労務、間接部門 0 8“ 2_3敦 一伊

営業 br 22.21 ] 29 504 1 9 4 ,

D I ・「ァ/S正 77? 0 0' 0 0 0 ,
インテナンス、サービス 0 8 2 30r 0 0 0 ,

子 の 1 1 R 氏 1 1 5 , 9 2 _ 0 !

二十年 (「切Sず ),ど1答 |と 、 5、  6, の |どD′ 9を
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50-99人 100-299メ 、 300ハ、以上

回答教 回答率 回答教 回答率 回答数 回答率

全職種 1 2 . 2 , C 0.0? 0 0 0 '

② 33 31 10 20.4' 4 25 0'

生産管理 1 9 90 2 4 . 1 , 0 0 4 0 q

生産技術 6 13.39 ] 24.5' 9 56 3'

品質管理 (ISO等含む) 1 229 3

機械加工 11 1 8 16.3財 9 1 2 5 '

手加工 4 8 . 9 9 9 0 0 . O P

組み立て ] 0 0.0財 0 0 0 ,

③ 研究開発 6.7 9 4 8 . 2 , 3 18.8,

設計、デザイン 11.19 2 6 3 ,

マーケティング、企画 2 . 0 , 0 0 0財

Э 管 理 0.0°r 2.0ウ 0 0 . 0 ,

総務 ・事務 0 0.00/ 6 . 1 9 0 0 . C I H

経理、人事 ・労務、間接部門 0 0.0歓 0 0 . 0 , 0 0 0 ,

営業 17.8°l 1 24.5, 4 25 0,

D IT/SE 2.201 8。2, 9 12.5,

メンテナンス、サービス 2.2°7 0 0 . 0° 0 0 , 0 1

その411 0.0取 2 12.5,

盆'不 (陪弓8(つ 口J4曇 14, 5, 6J の 本日)

問 10雇 用状況への対策
(1)余剰感対策 (図表 3-3-7 全 体 1～ 19人 Ztl^ヤ4υメ

〔o. 回答数 回答率 回答教 回答率 回答数 回答率
1 社内配置転換 53,99 C 35.3髪

2 関係会社への出 2.3°/ t 0.研 1 1 . 1 1 r

3 主の内作化 19 4物 29.4比 19 3乳

4 新規事業の立ち上げ 12 4乳 17 6単 10.2比

5 早期退職の勧奨等の| 4.6歓 1 5 9% 3 3 4Hr

6 果と合わせた独立支援 0 0 0物 C 0,01t C 0.00r

7 退職者不補充 (自然減) 47.0°r 64.7比 48 901

8 その他 6 501 2 11.87 7 8 0党

こ対策 はない (その和 の外 数 ) 0 助 5 _凱 C 0 0年

のlJ 寧々 11, 2、  61 の 本Il) 8さ

では 1つ のみの回答を求めたが、複数回答が てを有効 とみなし

htl―排l人 100-299人 300人 以上

回答数 回答率 回答数 回答率 回答 数 回答率
社内配置転換 60.0歓 54.8, 56 59

関係会社への出向 ・転籍 l 2.2歓 3 0 0.0阜

外注の内作化 17.8既 8 19.0, 4 17.41

新規事業の立ち上げ 7 15 60r 11.9物 3 13 0'

早期退職の勧奨等の実施 1 2.29 2 8 7 ,

退職勧奨 と合わせた独立支援 C 0 . 0 , C 0 . 0身 0 0 0常

退職者不補充 (自然減) 42t_9d 50,C19 7 3044

その他 1 2 . 2 9 4 9,5比 0 0 . 0軌

に対策はない (その他の外数) 1 2 . 2 9 C 0 . 0● 0 009

杯  (問 8の 回 針々 11, 2, 6J の 本田)

3 - 3 -フ 1～ 19ノ 20-49メ 、

回答数 回答率 回答教 回答率 回答数 回答率
1 余裕部門からの[ 24.9物 4 9。1% 20.4牝

の能力向上によリカバー 13.2助 Zb.U 10.24c

業務見直し (設計変更を含む)に よる省
人化

30 11.7% 11.4歓 8 8 2段

偏々投資による省力化 4.7執 o.o40 3

外注等での処理量を増強 16.740 1 22.790 17 17.3'
正社員の採用 37 7敦 38.6% 43.9,

派遣社員、パー ト等非正社員の採用 8] 31.5071 4 9.1比 27 6,

取引先等からの人員受入 0 0.0敗 1

その他 1 4 9 . 1 , 2 . 0 ,

寸策 はない (そのrl b lの外 数 0 , 0 9 0 0 . 0 , 0 0 ,

(1司8の L」答  14. 5. 61 の 9ど

では 1つ のみの回答を求めたが、複数回答が多く、 /Thて みなした
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50ヘヤ99メ 100ヘヤ299メ、 300人以上

回答教 回答率 回答教 回答率 田 答 叡 回答率

余裕部門からの配置転換 28.9身 17 34.79 10 62.5,

教育等の能力向上によリカバー 6 . 7°/ 6 12 2既 3 18.89

業務 見直し (設計変更を含む)に よる省 10 22 2財 4 . 1°r 31.39

設備投資による省力化 4 8 . 9 , 4 8.291 1 6 . 3 9

外注等での処理量を増強 8 17.8, 5 10.201 3 1889

正社 員の採 用 26 7, 44.9% 2 12.59

υR遣社員、パー ト等非正社員の採用 44.49 38.8% 8 50.0°

取 引先 等 か らの 人 員受 入 1 2.29 1 2.0欧 0.0

その他 4 8 , 9 q 2 1 6.3敦

特 に対策 はない てそ のt 4 3 1の外 数 ) C 0 . 0 9 C 0 _ 0 0 0 091

全体 (問 8の 回答 14 .  5 . 6 1の 和 ) 1

問 11 今 後、特に強化したい人材領域 (3つ での複数回答) (図

全 体 1- 9ノ( 20ハV49ノ(

l o . 筑 訳 回答教 回答率 回答数 回答率 Eコ々 |●l夕事垣客

1 径営 7 10.89 8.89

2 企画 ・マーケティング (フランド戦略な
ど)

Ｏ
Ｏ 17.89 20.0' 11.39

3 雪葉 47.1 41.5, 95 49.09

十人 れ ・瞳 賞 46 9 . 4 9 7 _ 7 , 15 7.7,

5 基礎研究 2 . 0 9 0 0.C10

6 舟興せ品 伊 28.81 29,29 21.1

7 設計技術 1 6 . 5 9 15,49 24 12.4,

8 生産技術 (生産方法 ・工程設計など) 33.99 1 20.09 33.t10

9 機械技術 (機械設計 ・改造など) 10.09 6.29 23 11.9,

10 加工技術 (機械作業や手作業など) 10C 22.29 21.59 58 29,引

管理技術 (生産 ・品質など) 28.09 1 18.59 3Z.Uリ

サー ビス技術 (メンテナ ンスな 1 3,t」ツ 4 ` 6 9 C 4.6,

13 情報システム 4 . 7 , 3 . 1 ' C

経営システム (ビジネスモデル) 2 . 2 9 3 . 1 9 4

15 リスクマネジメン ト 1.09 0 . 0 9 C 0.0,

そのtlj 2 . 0 , 6 ^ 2 9 1 _ 5 9

全 体 49t 194

表

50～ 99人 100へV299ノ代 300人以上

内訳 回答数 回答率 回答数 回答率 回答教 回答率

径営 2.1 3.11 18.89

企画 ・マーケティング (フランド戦略な
ど)

17.79 20.89 1 37.5,

営業 49.げ 49 51.09 34。49

仕入れ ・購買 1 1 2 . 5 , 13.59 1 3 . 1 '

基礎研究 9 . 4 9

新製品開発 31.3 29 30.29 59.49

設計技術 1 1 8 . 8 , 1 9 . 8 9 28.19

生産技術 (生産方法 ・工程設計など) 40.6, 38.〔 31 39

機械技術 (機械設計 。改造など) 8 . 3 9 1 2 . 5 9 1

加工技術 (機械作業や手作業など) 22.9, 1 3 . 5 9 6.39

管理技術 (生産 ・品質など) 28.1 33.39 9 , 4 9

サービス技術 (メンテナンスなど) 1 3 . 1 9

情報システム 5.2, 9 9。49 0 0 . 0 9

経営システム (ビジネスモデル) 1 1.09 つ
る 6 . 3 9

リスクマネ シメン ト (法務 ) 1 1.0, 6.39

その仙 0.0 , 2 2.1 3

全 体

問 12今 後 3年 間の従業員数の変化見込み 3-3-9

D従 業員数 (正社員) の ノミーート毎字,卜五E ヨ 業 突)

Ho. 回答数 構成比 回答数 構成比 回答 構成比

1 :加見込み ｎ
フ 20.69 26.49 ｎ

） 22.59

僚ばい見込み 49.89 228 50.29 227 47.89

減少見込み 24.59 50 11.09 ｎ
ｕ 21.5,

わか らない 5 . 1 9 7 . 0 ' 39 8.29

な し 5.39

100,09 100.0' 475 00.0軌
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減少見込み

わからない

ばい見込み

減少見】

ばい見込み

章常用従業者総数 「1～19人」 (図表 3-3-9

20-49

問 13高 度人材 (「強み」
(1)高度人材に該当する人

3 - 3 - 9

を創出しているような高度な技術、技能を持った人材)に ついて

(図表 3-4-1)

全 体 1～ 19人 20-49メ 、

口 | !答 狩 構 成 比 同客 数 構 蔵 L“ 同答 数 構成比
1 自社正社員 (20歳代以下) 5 2物 5 8 . 5材 5.5°r

2 自社正社員 (30～44歳) 148 32.2執 16.9財 32.4軟

3 自社正社員 (45歳以上) 37.5軟 30 5軌 39.6段

4 径営者もしくは準ずる人 91 1948嗽 35`6軌 15.901

5 上外 (協力工場など) 3.3助 3 4.9タ

6 そのI「 2.0執 9 3.4協 3 ].601

合 計 45じ lUU Uy とUU.Uツ lUtl.U欺

50-99人 100-299ノ 六ヽ 300人以上

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
目社正社員 (20歳代以下) 4 4 5取 3 33軌 9 6.5歓

自社正社員 (30～44歳) 28 31.8歓 43 5歓 9 29.0既

自社正社員 (45歳以上) 38`6敗 32.606 48.4,

宮者もしくは準ずる人 20.5敬 19.6, 4 12.9,

社外(協力工場など) 2 2.3既 0 0.0軌 0 0 . 0 ,

その他 2 3銘 1 1 . 1 段 1 329

仁ド冨十 100 0? 92 lUU.UIサ 100.01
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キ主な 「強み」の領域別 (図表3-4-2① )

*「強み」の水準別 (図表3-4-2② )

全俸 綱 期 対 , 「ドカ 新 製 品 等 構 想
・
開 発 力

回答数 構成比 回答軟 構成比 回答数 構成比

1 目社 正社 員 (2 0歳代 以 下 ) 5 2既 8 8 . 7 9 4 4 .抑

2 自社正社員 (30～44歳) 32.20r 38.09 35.8玖

自社正社員 (45歳以上) 37.5晩 30 32.69 24.2歓

宮者 も しくは準す る人 91 19.891 17.49 29 30.5歓

社外(協力工場など) 15 3.390 3 3.3段 1

その他 2_0協 0.0歓 4.2物

■ヽ 言ヤ 100`U比 100.001 9こ 100.働

高品質 ・精度 (主に人
こ起因)

高品質 ・精度 (主に試

備に起因)

| ロヽ ツ ト メ了"ふ刀

回答数 構成比 回答数 構成比 回答致 構成比

自社正社員 (20歳代以下) 3 4.59K 2 3.2敬 1 2 .働

自社正社員 (30～44歳) 19.49 19 3U.Z敦 31.4,

自社正社員 (45歳以上) 56.7, 30 47.69 49.働

営看 も しくは準 ず る 人 7 10.49 1759 7 13.7執

社外 (協力工場など) 4 6 . 0 9 1 3 .助

そ の f  l J 3 ^ 0 4 0.0軟 0 . 0 0 7

合 計 67 100.UH 68 lUU.U境 100.001

全 俸 オンリーワン 司業他社の中で頂点

回答数 構成比 回答 数 構成比 回答救 構成比

1 自社正社員 (20歳代以下) 5 . 2 9 3 8.361 つ
々 3.6物

2 自社正社員 (30～44歳) 32.29 33.3% 18 32.1,

3 自社正社員 (45歳以上) 37.59 19.431 20 35.7物

営者もしくは準ずる人 91 19`89 33.3侠 Zb.助

5 社外(協力工場など) 3 . 3 9 1 2.8段 0 0.0,

f そ の 4 1 1 3 2 . 0 9 2 8 9 3.6軌

計 100.0, 100.0貿 56 100.働

同業他社の中で上位 司美他社の中で平均的 その他

回答教 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

自社正社員 (20歳代以下) 5.働 4 . 3 9 1 16.79

日 朴 i丁ネ十畠  (30～ 44 80 30.8, 3G 39.19 1 1 6 . 7 9

自社正社員 (45歳以上)
ｎ
Ｕ 41.29 31 33.79 33,39

径営者もしくは準ずる人 4t 1 7 . 7 , 17.49 1 16.79

と外 (協力工場など) 9 3 . 5 9 5 . 4 9 0 .碑

その仙 1 .勤 0 . 0 9 1 1 6 . 7 9

合 言十 100。働 92 1 0 0 . 0 9 1じU.り

(2)高度人材の持つスキルを社内で保持 ・継承する取り組み内容 (複数回答)
キ常用従業者規模別 (図表 3-4-3)

全体 1～19人 20～ 49人

lo. 回答数 回答率 回答数 回答率 回答救 回答率

1 定年後の雇用延長等、スキルを持つ人材
の長期間の雇用を図る

237 48.4, 33.8貿 106 54.6既

スキルの映像化、マニュアル作成等によ
るスキルの共有化を図る

ｎ
フ 18.8, 7 10.8貿 17.09

3 能承候補者へのスキル継承の場 (OFF
チT)を 設定

90 18.49 Ｏ
Ｏ 12.391 11.99

召 スキルを持った人材と継承候補者がペア
を組みO」 Tで の継承の設定

35.3' 18 27`7侠 68 35.1

5 その他 7 1 1`5% 5

6 現在のスキルに代脊する技術を学ぶ、も
しくは代替となる人材を採用

100 20.4, 13.8侠 20。69

7 特に取り組みは行っていない (行う必要
がない)

9,29 b 7.7喫 12.49

8 取 り組み を行 う余裕 が な t 10_4, 9 13`89 10.39

全 体
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50-99人 1(jll-299か 、 300人以上
回答数 回答率 回答教 回答率 回答数 回答 率

1 定年後の雇用延長等、スキルを持つ人材
の長期間の雇用を図る

50.09 44.8財 43 8,

2 スキルの映像化、マニュアル作成等によ
るスキルの共有化を図る

11 59 28.1 37.507

維承候補者へのスキル継承の場 (OFF
」T)を 設定

18.89 28.1 1 40.6軌

4 スキルを持つた人材と継承夜蒔
を組みO」 Tで の継承の設定

29 30.29 40.6親 1 50.0助

その他 0 0 . 0 , 1 1.0敬 〔 0.00
t 現在のスキルに代替する技術を学ぶ、も
しくは代替となる人材を採用

24.0, 21.9軌 t 18.801

特に取り組みは行つていない (行う必要
がない)

9.4 7 7.3軟 C 0.0歓

厘 取り組みを行 う余裸がない lR 馬9 8 . 3 9 3.1既
全 体 96 9C 3之

キ 「強み」の水準別 (図表 3-4-4)

全体 オン ツー ワンである 同業他社の中で頂点
l o . 回答数 回答率 回答数 回答率 回答数 回答率
1 疋年後の雇用延長等、スキルを持つ人材
の長期間の雇用を図る

48.491 51.4常 36.2身

スキルの映像化、マニュアル作成等|ご夏
るスキルの共有化を図る

つ
々
ｎ
フ 18.8, 13.5親 14 24.1°0

3 継承候補君へのスキル継承の場 (OFF
」T)を 設定

9 C 18.4執 8 21.6軟 22.49

4 スキルを持つた人材と継
を組みO」 Tで の継承の設定

35.3納 35.19 44.89

5 その他 r 1.4% 5.49 1 1 . 7 ,
6 現在のスキルに代替する技術を学ぶ〔

~丁

しくは代替となる人材を採用

ｎ
υ 20.4% 7 18.904 16 27.61

特に取り組みは行つていない (行う必要
がない)

9.29 5.4助 5.2親

取 り組 み を行 う余裕 が ない 10_49 8.1 8.6執
全体 49C 3' 【ｂ

:他社の中で上位 司業他社の中で平均的
回答数 回答率 回答数 回答率

定年後の雇用延長等、スキルを持つ人材
の長期間の雇用を図る

，
ｒ
つ
θ 50.4牧 46.2既

スキルの映像化、マニュブル作成等によ
るスキルの共有化を図る

51 18.8軟 16.09

継承候補者へのスキル継承の場 (OFF
JT)を 設定

4g 18.Oql 17,0物

スキルを持つた人材と継承候補者がペア
を組みOJTで の継承の設定

10C 39.0受 20.8助

その他 3 1 o , 9 6
現在のスキルに代替する技蒔
しくは代替となる人材を採用

18`0, 2〔 23.69

特に取り組みは行つていない (行う必要
がない)

8 . 1軟 14.2,

〔り組みを行 う余裕 がなぃ つ
乙 8 . 1侠 17.9常

全 体 106
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*高 度人材別 (図表3-4-5) 全 1/ F 自社正社員 (20歳代以

下)

自社正社員 (3 0～44

歳)

回答教 回答率 回答数 回答率 回答数 回答 率

1 定年後の層用延長等、スキルを持つ人本 48.4軌 54.29 54 36.5貿

2 スキルの映像化、マニョアル作成等によ 188q b 20.89 36 24,3貿

3 継承候補者へのスキル継承の場 (OFF 18.4段 4 16.7°7r 23 15.5軟

スキル を持 った人材 と継水候補者 がペア 35,3°/ 45.8°l 6C 44.6歓

b その他 7 1.4°/ C 0.001 1.4歓

6 :のスキルに代替する技術を字ぶ、 20.4物 t 00/ 3C 20 3歓

7 持に取 り組みは行つていない (行う必要 9.2物 8.3°7 10.80rl

F 取 り細み務行 う余裕 がない 10_49 4 16.707 10.8軌

目社止社員 (45歳以
上)

経営者もしくは準ずる

人

社外(協力工場など)

ギo. 回答数 回答率 回答数 回答率 回答教 1白1ク事憂客

1 定年後の雇用延長等、スキルを持つ人材 10t 63.49 49.5物 53.3敦

スキルの映像化、マニュアル作成等によ 16.39 1 17.6物 1 6 7常

3 継承候補者へのスキル継承の場 (OFF 20。99 22.0物 1 6 . 7 ,

スキル を持 つた人材 と継承候補者 がペア 33.19 つ
ち 30.8物 26.7財

5 その他 4 2.3, 1 1.1身 0 ,働

C 現在のスキルに代替する技術を学ぶ、t) 17.4, 28.6助 20.働

に取 り組みは行 つていない (行う必要 6.49 1 1 1 . 働 13.3,

取 り組 み を行 う余裕 が な じ 1 9,39 1 2 . 1物 6 7で

全1/ 1 9]

(3)高度人材が定年等で貴社を退職した場合
の 影響度合 (図表 3-4-6) 全体 1～ 19ノ 20-49人

No. 回答数 構成比 回答数 構成比 回答数

1 かなり影響がある 14,79 19.0軟 17 4,

やや影響があそ 46.29 44.8歓 ワ
ｒ 37.4身

あまり影響ない 30.09 1 29,3親 66 34,7嗽

全く影響ない 4.79 5.2執 5.8軟

わか らな↓ 4`59 1

100.01 1011.0欺 IυU 100.tl‖

50～ 99フ代 100-299ノ 300人 以 ト

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

かなり影響がある 1 10.勧 10.8常 5 16 1

やや影響がある 48.勤 53 57.0歓 17 54.8軌

あまり影響ない 23.99 31.2段 19.4執

全く影響ない 8 . 7物 0 . 0軟 0. 0執

わか らない 7 7.6納 1 9,7,

口 ,十 100.働 100 0貿 100.0,

十 「 の領域 (図表 3-4-フ 全体 立縛則 対 応刀
・開発 力

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 毒成比

1 かなり影響がある 14.7, 19.4段 1 13 4軌

やや影響がある 46.2, 35.7悦 48.5鍬

あまり影響な↓ 141 30.09 35.7段 30.勤

全 く影響 な▼ 4.7, 6 1欧 4.1軟

)か らない 2 4本5軌 3 . 1 9 3 1物

を針言十 lUU U納 98 lUlj.U猟 100.0軟

高品質 ・精度 (主に人
に起因)

奇品質 ・精度 (主に設
備に起因)

トロット対応力

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 棒威比

かな り影響がある 20.9軌 7 10.9親 7 13.激

やや影響がある 46 3軌 46.9段 54.7ql

あまり影響ない 1 17.99 39 191 1 24.59

全く影響な↓ 5 7.5軟 ] 1 6軟 2 3.8玖

)か らな い 5 7.5親 ] 3.89

合 計 100.0執 It10.0' bi 100.0,
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辛 「強み」の水準別 (図表 3-4-8)

全体 オン リー ワンである 司菜他 社 の 中 で頂点

回答数 構成比 回答数 本野F尾レヒ 回 答 叡 構成比
1 かな り影響がある 69 1 4 . 7 9 5 14.39 7

やや影響がある 217 ｆ
Ｕ

あまり影響な↓ 30.0' 28.6軟

全く影響ない 4 . 7 , 5 , 7 ,

わか らない 4ムS, 0 0鼎

合 計 100.0' ltXl.0軟 100.

r 3 1美他 社 の 中で上位 同業他 社 の で平均的

回答教 構成比 回答数 穏威比
かなり影響がある 16.勤 ９

，

やや影響がある 45.8' 47.1

あまり影響な↓ 29.29 30 4段

全く影響ない つ
ち 3 . 9悦

わ か ら7‐Fヽ 3 . 8 , 5 . 9段

ロ ロ十 100.0' 102 100.0段

② 影響への対応策の対応策 ((1)で 1～ 3を 回答した のみ、複数回答 ) (図 表 3-4 - 9

全イ 9 ハ 4U-4υ ナ

回答教 回答率 ヨ答 軍率 回答率
1 定年後の再雇用等、長期間の雇月 54.1 2ク 40,7侠 97

知的所石権の獲得による保護 3〔 8 . 2 9 7.4受 5. 9 9

員務を課 し、対価を支払 う 9.30。 2

4 技術等のレベルアップ る 28.6駒 つ
乙 27.69

5 当該スキルの不要化を図る 1.9物 1 1 91t 3

その他 1.4軟 2
つ
０ 2

7 に対応策は講じていない 20 4牝 17ム

全体 ( 0で 1～ 3の 427 5」

50ハ▼99)、 100-299ノ 人、 300人 以上

回答数 回答率 回答教 回答率 回答数 回答率
定年後の再雇用等、長期間の雇用継続 61.001 49 53 3軌 11 39 3,

和的所有権の獲得による保護 6 7.8侠 6 6 . 5執 7 25.0,

守秘義務を課 し、対価を支払 う 2 C 0 . 0 , 0
へ０

術等のレベルアップを図る 35.鋭

当該スキルの不要化を図る 2
つ
つ 0 0.0%

その他 1 1 0

こ対応策 は講 じてい ない 23.4, 120 5

全体 (∪で 1～ 3の 回答 数 ) 92

キ影響度合別 (図表3-4-10)

全体 かな り影響がある やや影響 がある

回答教 同 容 率 回答数 回答率 羊発萩 回答率
1 定年後の再雇用等、長期間の雇用継続 54.1, 68.1%

知的 Pj r有権 の獲 得 に よる保 語 8.2財 7 10,1%

守秘義務を課し、対価を支払う 9 2 2.9比 3

4 技術等のレベルアップを図る 1 23.2, 34.1

5 当該スキルの不要化を図る 1.勤 0 0.0% 4

その他 3 4 . 3 9 2 0 . 9 9

7 特に対応策 は講 !してい たぃ 4 5 , 8 ,

全 体 敏 )

あまり影響ない

回答教 回答率

定年後の再雇用等、長期間の雇用継続 29.8軟

知的所有権の獲得による保護 1 1 7 . 8 9

守秘義務を課 し、対価を支払 う 3

技術等のレベルアップを図る 29 20.69

当該スキルの不要化を図る 4 2 . 8 9

その仙 0 0 . 0 9

特 に対応策 は護 lして い たし

全体 (0で 1～ 3の 回答 数 )
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③ 「全く影響ない」理由 ((1)で 4を 回答した人のみ

当社の設備などの組み合わせで技能は発
揮されるので技術移転のサb配 はない

当社だけで通用し、また、
もので他者には価値がない

50ハV99ノ代、 10tlハ▼299ノ、 300人以上

回答数 回答率 回答数 回答 率 回答 牧 回答 率

当社の設備などの組み合わせで技能は発 3 37.5財

当社だけで通用 し、また、必要とされる 25,0納

その他 3
５，

ｒ
う
０

全体 (∪で 4の 回答 致 )

問 14問 5の 「今後の事業戦略」の展開に関して
(1)その場合の鍵となる技術等の創出方法について (複数回答)
ネ常用授業者規模別 (図表 3-4-12)

モ'4ミ ～ 19人 20～ 49人

回答数 回答率 回 回答 率 聖 ヨ答

1 自社内で開発
０
乙 49.8執 30.8銘 47.99

同業他社とのテ 18。5鴨 18.働

製業種 と連 携 便
じ 10.6, 1

″
Ｄ

大学 ・研究機関と連携 10.4敦 13.8鴨 7. 7 9

その他の専門家の 6。1 4 6.200 6 . 7 9

そ の 12 2.4歓 1 1 5鴨 4

49C

では 1つ のみの回答 を求めたが、複数回答 カ て よ

うけハV以 l人 1(X〕-2tJ9ハ 300人以上

回答数 回答率 回答数 回答率 回答数 回答率

自社内で開発 57.3, 58.300 50.0,

同業他社 との連携 13.5党 10.4鴨 5

異業種 と 8 8 , 3段 5 5.2%

大学 ・研究機関と連携 9 9,4軟 13.5鴨 15.6,

その他の専門家の協力 6 . 3段 7 7.3銘 0.働

そ の伸1 R i l  l °6

全1/1 9を りt

岩主な 「強み」の領域別 (図表3-4-13)

全体 短納期対応力 新雲 等構想 ・開発力

回答救 回答率 回答救 回答率 回答数 回答率
1 自社内で開発 244 49 8敦 50 5鴨 49.59

同業他社 との連携 ，
ｒ 15,7政 21.9貿 5`勤

3 異業種 と連携 52 10.6歓 9 8.6紫 12 .勤

4 大学 ・研究機関と連携 51 10.4歓 19.89

その他の専門家の協力 30 6.1 5 4.8党 5.勤

ご そ の■打 3 _働

10も

)設 問では 1つ のみの が 多 く、 全 て を有 効 とみ な した

高品質 ・精度 (主に人
に起因)

高品質 ・精度 (主に設
備に起因)

刀ヽ ロッ ト対応力

回答数 回答率 回答数 回答率 回答数 回答率

目社内で開発 52.製 40
９

留
44 6功

同業他社との連携 1 19。1% 7 10 9, 1 〔 26.8物

具業種 と連携 7、4歓 3 10。7軌

字 ・研究機関と連携 ひ

その他の専門家の協力 3 6阜

そ の和 1 0 . 0 '

全体
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ネ主な 「強み」の領域別 (図表 3-4-14)

全体 現在の主力事業分野を
深耕

現行の主力事業の関連
分野へ進出する

回答教 回答率 回答数 回答率 回答欺 回答率
】自社内で開発 49.89 160 57 6% 44.4身

2 同業他社 との連携 15。7, 15.1% 1 8 . 1材

業種と連携 一も 10,6, つ
乙 7.6%

4 大学 '研究機関と連携 10.4, 8.3% 12.59

その他の専門家の協力 6.1 7_59

て そ の 1,9,

49t Z7と

では 1つ のみの回 め が Fし た

共分野事業へ多角化す
る

現在の主力事業を縮
小 ・廃止し他事業へ転
換を行 う

その他

回答数 回答率 回答数 回答率 回答数 回答率
目社 内 で開発 25.89 1 12.5敦 1 20.0,

同業他社 との連携 3 9 . 7 9 2 Zb.U' 0 . 0 ,

異業種 と連携 1 32,39 0 0 . 0 0 1 0 . 0 ,

大字 ・研 究機 関 と揮携 5 0 0 . 0 9 1 20.09

その他の専門家の協力 l 1 1 20.0,

その榊 0 . 0 9 0卜0財

全体

(2)その推進のための高度人材に該当する人 (複数回答)
梓常用授業者規模別 (図表 3-4-15)

全体 1～ 19人 ヘツ4tJハ

回答救 ヨ答率 回 答 回答率 回答 教 回答率
1 経営者 23。19 14.40/

2 経営面の後継者 88 18.0, 21.59 19.6執

この高度人材 29.89 10.8, 27.8助

高度人材の後継者 9 . 2 , 17.5歓

その他の社内の人材 (社内で対応) 7ハ7物 23 11.9°/1

C 社内の人材であるが、分社化、起業家支
援等で社外化

0 , 0 9 C 0.0軟

7 社外人材の採用 7 10.89 8,80r

8 社外人材の活用 (アウトツーシンク
S

17 3.5軌 5
‐

σ ) 0身 0 040貿

490 4

では 1つ のみの め が て 安

50-99ノ 六、 ― 郷 9ハ 300ッ代、以 上

回答数 日答率 回答 数 回答率 回答 教 回答 率

営者 12.531 2

径営面の後継者 17 7°l 15.6敦 9 . 4軌

現在の高度人材 28.1侠 43.8°l 1 46.9軌

高度人材の後継者 1 16.7貿 11.5°7 9

その他の社内の人材 (社内で対応) 8.3解 15.601 9 . 4駒

社内の人材であるが、分社化、起業家支
援等で社外化

I 1 1.0段 0. 0歓

社外人材の採用 1 7 7 . 3 9 I 3.1銘

社外人材の活用 (アウトツヤシンク
｀
) 3 2

その他 1 0 0 . 0 9 0 0 _ 0 9

全 体 tJt 96
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問 15事 業展開上で必要な高度人材候補者の採用活動 (複数回答)
(1)広 報や人探 し等の取り組み (複数回答) 3 - 4 - 1 6

全 杯 1～19人 20～ 49人

7村言民 回容 枚 回答率 回答数 回答率 回答教 回答率

1 字 夜 求 人 35.1 8 123' 54 27 89

ホームページ告知 1 2 . 9 9 1 15, 103,

ハ ロー ワー ク 51.4' 38 5, 62`4,

4 看板 4 0 8 , 1 15i 1.00

5 スカウトや再就職紹介会社の活用 81 1 6 . 5 ' 7 10.8; 25 12.9,

遣会社を通 じた派遣 (採用を前提) 8C 1 6 3 9 8 12.31 1 4 . 4 ,

7 大学研究室などとの緊が り 9 . 0 , 8 12.31 7 3.6,

8 得意先からの紹介 ・斡坊 8〔 1 7 . 6 , 6 921 36 18.6,

金融機関やベンチャーキャピタル等から
の紹介 ・斡旋

1 3 . 3 , 2 1.5'

10 研究学会などを通 じた出会い 1 . 2 9 ] 1.51 1 0.5,

1 1 のインターンシップ (採用前提) 3 . 9 9 2 2.6,

異業種交流など、属するネットワークを
通じた紹介

5 . 7 9 6 9 ` 2 , 1 1 5.7,

13 モ業員の像改 臣 18.0, 32.31 24.2,

マユα)llJ 4 _ 7 9 5 771 7 3.6,

体 4賞 194

50ハV99ノ( 100ハ▼299ノ代、 3∞人以上

内訳 回答 数 回答率 回答 敏 回答率 回答教 回答率

学校求人 32.3' 55.21 23 71.助

ホームページ告知 1 3 . 5 ' 1 15 69 1 1 34.4,
ハ ロー ワー ク 53.19 41.71 1 1 34.4'

看板 1 1.09 0 0.01 0 0.OC

スカウトや再就職紹介会社の活用 19.8' 20 81 9 28,1

派遣 会 社 を通 じた派遣 (採用 を前解 ) 21.99 1 2 5 9 25。0

大学研究室などとの緊が り 9 1981 7 21.9C

得意先からの紹介 ・斡旋 20.8, 20.81 2 6`3'

金融機関やベンチャーキャピタル等から 5 5。29 5 1 3.1

研究学会などを通 じた出会い 2 ] 1.01 1

学生のインターンシップ (採用前提) 1 1.0' 4 4.21 21.9,

塾業種交流など、属するネットワークを 6 6 . 3 9 4 4 ` 2 1 1

役員 ・従業員の縁改 1 1 0 . 4 9 8 83, 6.3,

そ の r t l 6 _ 3 9 4 421 1 3.1

全 体 9( 96

(2)他 社出身の高度人材で、貴社にも綱if直の 一め の採用について 数 答 )
- 4 - 1 7

1～ 20～ 49人

内 訳 回答数 回答率 回答数 回答率 回答数 回答率

1 同業界ならば採用 しなし 4 . 5 9 5 7 . 7 i 9 4 . 6 '

司業界でも他府県の会社ならば採月 2 . 7 ' 1 1 . 5 1 4 2 1

七企業は退社理由を問わず断念 6 9 . 2 ' 8

定年退職時の採用ならば可 46 9 . 4 , 1 1 169' 15 7 . 7 ,

円満退社 (定年前)な ら採用 51.2, 415, 8 8 45.4,

ミ職 に一定期間をおいた後なら採用 8 . 0 , 8 12.3'

在職中でも採用に動く 24.1 1 1 16.9' 25,8,
‐のイ 6.11 6 6.2,

49t

50-99ノ末、 100′ヽ▼299) 300人 以上

内訳 回答数 回答率 回答数 回答率 回答数 回答率

同業界ならば採用 しなし 2 2 1 9 5.2, 0.00

同業界でも他府県の会社ならば採用 4 4 . 2 9 3 1 3 . 1 9

取引関係先企業は退社理由を聞わず断; 2 2.1 3 1

定年退職時の採用ならば可 8 8.3' 10 4, 6.39

円満退社 (定年前)な ら採用 58 60.4' 56.3, 62 59

退職後に一定期間をおいた後なら採用 11.5, 10.4, 1 3.1

在職中で やゝ採用に動 く 24 0, 22 99 1 31.39

その仙 5 2 , 4 2 , 9 . 4 9

全 体 32
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貴社での高度人材の定年前 (起で 独立 ついて く凶表 3-5-1

体 1～ 19人 20-49ム 、

回答欺 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
1 無条件で賛成 51 1 1 .げ 16.1

2 条件千 6 1 0 , 7 !

3 反 対 9.7, 16.1 18 9 . 6欧
わか らなし 67_8, R' 66 39

合計 46[ 187

50ハV99メ、 100-299メ 、 300人以上

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
無条件で賛成 7 7 7 . 5 , 5

条件付き賛成 8.6 2

反対 7 7 . 8 , 8 8 . 6 9 1 0 , 0 9
)か らなし 70ム0, 75_3, 66.7,

合計 9C

ホ強みの水準別 (図表 3-5-2)

全体 オンリーワンである 同業他社の中で頂点

回答数 構成比 回答教 構成比 回答教 構成比
1 無条件 で晉 成 9 16.4,

条件付き賛成 17.6, 8

反対 9 . 7 , 0 . 0 9
わか ら/thぃ br.bv

業他社の 中で上位 司業他社の中で平均的 その他

回答数 構成比 回答教 構成比 回答教 構成比
無条件で替成 5 . 0 , 1 20 0,

条件付き賛成 8.0, 0 0 . 0 ,

反 対 9 2 , 1 0 0 , 0 '

)か ら /tAい 67 7, 74^0, 80.0,

合 計

十雇用状況別 (図表 3-5-3)

全体 全体 的 に余剰康 一
部業種に余剰感

回答数 構成比 回答救 構成比 回答教 構成比
】無条件で賛テ 11.09 4 12.1 6 . 8 9

条件 付 き 11.4, 0 0 . 0 9

3 反対 9 . 7 , わ 15.29

わか らない 67ムR9 72^79 ，も 68.働

計

最適状 「 一部 業種 に不 足感 全体的に不足感
回 答 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

無条件で賛成 つ
る 3 15.89

条件付き奮成 8 1 5 . 3 9

対 11,8' 9.6! 2 10.5,
わか らない 68.2, 66 4 68_49

計

余剰感と不足感が入 り
混じっている

回答数 権威比

無条件で賛成 1 10。働

条件付き賛成 17.0,

反対 6 6 . 0 ,
わ か ら/ A Aい 心7_09

計
一
△口
一

10C
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民J的に支援 しない

原只」的には支

ケースバイケース

問 17貴 社の高度人材が起業を考えている場合 (貴社主導での分社化、子会社設立は除く)

の支援、及び、支援する場合の理由について

(1)支 援の可能性 (これまでの支援の有無とは 3 - 5 - 4 )

高度 の定

援す

50-99人 100-299人 300ノ【比次二L

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 1 構 成比

原則的に支援 しない 1 1 7 . 4 , 24.2, 71     24.1

当社から独立勧奨 した場合は支援 1 1 1 2 . 8 , 7 7.7' 6.90

原則的には支援 7 . 0 , 5 5 . 5 ' 6.9,

ケースバイケース 60 5, 62.6, 181     62.1

その仙 239 0 0 . 0 , 01 0.0,

合 計 2tJi

辛高度人材の定年前独立 (起業)へ の意向別 の可能性 (図表 3-5-5

全体 無条件で

l o . 回答教 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

1 に支援 しない 20.4, 11.8, 11.5,

2 当社から独立勧奨 した場合は支援 8.8, 9,8' 11.5,

3 原則的には文オ 41.2, 17.39

4 ケースバイケース 59,89 17 33.39 59.69

5 そ の 7 3 . 9 9 0 . 0 ,

反対 わからなし

回答教 構成比 回答数 構成比

宗只」的に支援 しない 58.59 一ｂ 1 8 . 2 ,

当社から独立勧奨 した場合は支援 12.29

京則的には支援 1 2 . 4 ' 1 1

ケースバ イケース 26.8, 205 69.3,

その仙 0.0 ,

回 言十 ZtJも

(2)支 援する理由 く(1)で支援すると回答の 3-5-6

全体 1ハv 9)、 20-49ノ 代、

回答数 回答率 回答数 回答率 回答数 回答率

1 「選択と集中」のなかで、社内では行わ
ない部門を担ってもらうため

35 9、9, 8 18.6, 12.59

工程等を社外化 (外注化)す ることによ
り、コス トダウンが可能なので

60 16.9, 7 1 6 . 3 ' 17.49

当人の高度技術を活用するため(他社に
使わせないように囲い込みたい)

, で
０ 9.3, 6.99

当人の高度技術を活用するため(他社と
の取引には関与しない)

5 . 9 9 3 7.0, 7

5 生産能力のバ ッファー (調整役)と して 9 . 0 , 3 7.0, 9.00

6 将来的に連携した事業展開を想定して
(成長を見込む)

10.59 11.6, 6 . 9 9

7 将来性を見込んだ投資先として (キャピ
タルゲイン獲得目的)

0 0.0,

8 の 1 0 _ 7 ,

全杯 ( ( 1 )で 1 2～ 5 1の 回答 の和 )
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50-99メ 、 100-299か 、 300メ、以 _上

回答数 回答率 回答歓 回答率 回答教 回答率
lj茎択と集中」のなかで、社内では行わ
ない部門を担ってもらうため

8 5 , 0 0 . 0 9

工程等を社外化 (外注化)す ることによ
り、コストダウンが可能なので

16.9' 17.4, 3 13.6!

当人の高度技術を活用するため(他社に
使わせないように囲い込みたい)

4 5 . 6 , 4 1

当人の高度技術を活用するため(他社と
の取引には関与しない)

5 7 0 , 0 0 . 0 9

生産能力のバ ッファー (調整役)と して 9 12.7, 6 8.7, 1

将来的に連携した事業展開を想定して
(成長を見込む)

9 12.7, 9 13.01 2 9.1

将来性を見込んだ投資先として (キャピ
タルゲイン獲得目的)

1 1 0 0.0,

その仙 1 0ム0 9 0.0,

全体 ((1)で 12～ 5」 の回答の和) 7

問 18他 社の人材の起業や既存企業の支援を検討する要因
くこれまでの支援の有無とは関係なく、今度の可能性、3つ までの複数回答)

十他社人材の起業支援 (図表 3-5-7)

全体 9人 20-49ノ 末、

回答数 回答率 回答 数 回答率 回答数 回答 率

1 1選択と集中」のなかで、社内では行わ
ない部門を担ってもらうため

25 1 30.8, 22.29

コストダウンの可能な新規取引先の確保 28.0執 Zb.Zl 4C 25.39

高度技術等を活用するため(他社に使わ
せないように囲い込みたい)

54 11.0執 9 1389 17 8 . 8 9

4 高度技術等を活用するため(他社との取
引には関与しない)

食
Ｕ 13.9段 1 15.49 29 1 4 . 9 ,

5 生産能力のバッファー (調整役)と して
の新規取引先の確保

ｎ
フ 18.8欧 9 13489 38 19.69

6 将来的に連携 した事業展開を想定 して 105 21.430 33.もツ 34 17.5物

自社内で取り組むにはリスクが高いの
で、新規事業等への取り組みでのリスク
分散として

10 2銘 5 7 ` 7 , 8 . 2 ,

8 将来性を見込んだ投資先として 45 9.2q6 5 7.7, 7.2軌

相手の技術等を当社に取り込む (従業員
に修得させる)た め

56 11.4% 5 7.7, 13.4軌

1 そのt l j 2 0.4% 0 . 0 9 0 . 0執

全 体 4光

50-99)、 100-299人 300人以上

回答数 回答率 回答教 回答率 回答数 回答率
1選択と集中」のなかで、社内では行わ
ない部門を担ってもらうため

29.29 26 09 18.8税

コス トダウンの可能な新規取引先の確保 26 27 1 32.39 1 40.6段

高度技術等を活用するため(他社に使わ
せないように囲い込みたい)

4 . 2 9 16.7, 25.0軟

高度技術等を活用するため(他社との取
引には関与しない)

1 1 11.5, 14.6執 4 12.5親

生産能力のバンフア~(調 整役)と して
の新規取引先の確保

つ
乙 22 9, 17.7段 ( 18.801

将来的に連携した事業展開を想定して 10.4歓 25.0軟 43.80r

目社内で取り組むにはリスクが高いの
で、新規事業等への取り組みでのリスク
分散として

1 15.6歓 1 10`4軟 12.5貿

将来性を見込んだ投資先 として 1 10.4段 8.3既 7 21.9,

相手の技術等を当社に取り込む (従業員
に修得させる)た め

1 10.4侠 10.4ql 4 12.5物

その仙 2 2 1 0 1 0 0 0 9 C 0_0引

全 体 獣
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ネ既存企業への支援 (図表3-5-8)

二十不 ～ 19人 20～49ハ

回答 数 □答率 回答 数 回答率 回答数 回答率

1 1選択と集中」のなかで、社内では行わ
ない部門を担ってもらうため

26.3財 18 27.716 ZZ./り

2 コストダウンの可能な新規取引先の確保 34.7財 20 30.8親 32 59

3 高度技術等を活用するため(他社に使わ
せないように囲い込みたい)

9 . 8軌 12.3段 1 8.2段

高度技術等を活用するため(他社 との取

引には関与しない)

13 1 1 1 16.9歓 12.9嗽

5 生産能力のバッファー (調整役)と して
の新規取引先の確保

24.9, 23.1段 22`7欧

( 将来的に運携 した事業展開を想定 して 18469 21.5, 14 9歓

7 自社内で取り組むにはジスクが高いの
で、新規事業等への取り組みでのリスク
分散として

16.1 6 9 . 2境 ９
乙 13.4軟

将来性を見込んだ投資先として 6. 5 9 3 4 . 6軟 5,7段

相手の技術等を当社に取り込む (従業員
に修得させる)た め

11.働 4 6 . 2執 ９
ち 10.8取

1 そのrlllt 0_29 0.働 0^0取

全 体 4tJt 6E 194

50-99人 100-299ノ 末、 3側 人 以 上

回答数 回答率 回答致 回答率 回答 牧 回答率
1選択と集中」のなかで、社内では行わ
ない部門を担ってもらうため

31.39 ク
ｒ 28.1 25.0段

コス トダウンの可能な新規取引先の確保 35,49 38.5身 46.凱

高度技術等を活用するため(他社に使わ
せないように囲い込みたい)

1 10.49 9 9.4執 15.6軟

高度技術等を活用するため(他社との取
引には関与しない)

1 12.59 11.507 15.6軟

生産能力のバッファー (調整役)と して
の新規取引先の確保

29.29 25.働 1 31.3貿

将来的に運携 した事業展開を想定 して 15.69 20 20.801 1 40.691

自社内で取 り組むには リスクが高いの

で、新規事業等への取 り組みでの リスク

分散 として

26.09 16.7°l 15.6歓

1子来性を見込んだ投資先として 7 7.39 9 9.4助 6.391

相手の技術等を当社に取り込む (従業員
に修得させる)た め

1 11.5' 1 1 11.5, t 18.8段

その他 1 1.0身 0.働 〔 0.00K

全 体 9(

*自 社、他社の起業支援、既存企業の支援 ( 表 3- 5 - 9 )

目社従 業 員の 上人材 の 業 存企 業 へ の文

Ho. 回答数 回答率 回答数 回答 率 匡 回

1 1選択と集中」のなかで、社内では行わ
ない部門を担ってもらうため

9.99 25.1親 26.39

コス トダウンの可能な新規取引先の確保 16.鋤 28.0獄 34.79

3 高度技術等を活用するため(他社に使わ
せないように囲い込みたい)

6 . 5執 11 0鴨 48 9.89

4 高度技術等を活用するため(他社との取
引には関与しない)

5 ,助 6[ 13.9軟 64 13.19

5 生産能力のバッファー (調整役)と して
の新規取引先の確保

9.働 92 18,8鴨 24.勤

6 将来的に連携 した事業展開を想定 して 10.5敬 10[ 21.400 91 18.6軌

7 自社内で取り組むにはリスクが高いの
で、新規事業等への取り組みでのリスク
分散として

10.2ql

8 将来性を見込んだ投資先として 6 1.7ql 9.2侠 6.5,

9 相手の技術等を当社に取 り込む (従業員
に修得させる)た め

11,4受 11.0乳

そのイ 0.8侠 0.2軟

体
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問 1 9過 去10年間での貴社内外の人材によ 業 や 企業への支 (図表 3-5-10)

1 )目 化従 業 員の 2)納 117Lブ の溝d業 3 )財 存 の
「
支|

回答歓 構成比 回答敦 構成比 回答数 構成比
1 なじ Ｑ

じ 38C 353 76.2銘

あ る 10.9, 11.69 ワ
ｒ

ｒ
ｕ

3 わか らなし 5 . 7 9 ，
′ 3 7本1解

□ 。十 100 09 100,0' 46g 100 0,

ネ自社人材の起業支援 (図表 3-5-11)

■他社人材の起業支援 (図表 3-5-11)

培既存企業の支援 (図表 3-5-11)

ネ支援起業 (企業数)

本文に掲載(図表3-5-13、  14、 15)

問 20貴 社内外の人材による起業や既存企業への支援の具体的内容 (3つ までの複数回答)
本文に掲載(図表3-5-12)

全体 1～19人 20-勺 メ、

回答数 構成比 回答数 構成比 回答教 構成比
な し 392 83.4, br 16C 85.6,

あ る 一ｂ 1 0 . 9 9 4 7 . 0 ,

わか らない つ
と 5 _ 7 , 漂 4.39

計 47C 187

奇(j― tjtjメ 100～ 299人 300人以上

回答 駅 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
ない ，

ｒ
，
ｒ 81.1 80 83.3, 70.0°

ある 10.59 6 20.09

わか らない 8 10_09

合 計 tJ6 9〔

俸 1～ 19人 20ハV49ブ、

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
な い 38〔 81.7, 80.09 82.81

ある 9 16.4, 129,
わか らなヤ 2 3.6, R

｀
百十 一ｂ

50-99か 、 100-299人 300人以上

回答数 構成比 回答教 構成比 回答数 構成比
な い 80 99 79.8, 86 7,

あ る 7 1 2 . 8 , 2 6 . 7 9
わか らなし 6 . 7 ,

含 言十 9て

斗不 1～ 19人 20ハv49ノ六、

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
ない 76`21 83 1,

あ る 16.6i 26.89 12`働
わか ら/ANい 4 . 9 ,

計 18t

50ハv99ノ( 100ハV299A 300人以上

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
る食い 70.2, 72.99 つ

乙 75,働

あ る 20.2, つ
乙

)か ら / 1 Xじ 9 , 6 ' 10 10.4, 6 _ 9 9

計
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問21 定 年退職者等の企業支援、起業家支援などを行うために組織化した集団と貴社との関わりや意見について

(1)集 国の存在の認知状況 (図表 3-6-1)

キと17ド ]ヽ 19人 20⌒ヤ49/(

No 回答歌 構成比 回 答歓 構成比 四答欺 1謡わ曳士生

と 知 F )たヽ 223 41‐ r‐, | 【 4思 40 96 500'

角1タ ているがな||!したことはない 49 5 45.2P 47 ‐19

知つていて業務に活用 した 3 7■ 4 65'

4 集回の設立 ,庫営に関わっている 01 0.0' 0 00や

合計 〕と 192

50本∀99か、 100-299′ 、 300人以 上

回答歓 構成比 目答数 構成比 回答数 構島受ルを

和らなヽ 51,09 命
じ 40469 22 6'

知 っているが活用 した ことはなし 42., 一わ 56.3' 74 29

細つていて業務に活用した 529 3 1 1 32'

隼師の譜 十 ■臣営 に関 わ ″ろて い る 0 0 , 0 ' 0 0 0 '

合言ヤ 96

(2)退 職者がこのような集団に参画している 3 - 6 - 2

全4不 1～ 19人 20～ 49人

Ho 回答救 構成比 ∃答数 構成比 回答欺 構成比

1 参力爵していな↓ 67.3。 79 31 71 4,
r ,

参面 しているらと/↓ 2.4, 0 o r ) , 33'

3 参1 8 Hしている i 0 . 4 ' 0 0 . 0 9 0 0 0 ,

士 わか らない 29 思 ' 6 20 7, 25 39

合 言ヤ

50-99カ 、 100本▼299′末、 300ンス(ダ女J二

顕l答数 1 構 成比 回答教 構成比 回答軟 構成比

i夕てヽヽなしヽ 64 41 67 3, 43 5,

参画しているらしヽ l 22' つ 3 . 6 ' 0 0 0 9

参画 してヽヽる C 0 . 0 , 1

わか らなし iS 33.39 氏9 ?9

4 D 3

(3)こ のような集国についての印象や考え 3 - 6 - 3

企 体 知らない 知つているが活用した
ことはない

回容数 田答率 回容数 □答率 」答突 四答 率

人脈の広さが魅カ 24。さく ハ０ 17 8銘 30 1R
9 現場の問題解決に強い bi 16.鋭

一９一９
，

12.9銘 4 19 7単

3 多様な人材による技術の幅広さが魅力 34.5% 24.9% 43 9貿

4 マニュアル化できないノウハウを持つて
いる

24.7% 40 17 8% 30 5比

生涯現役の姿として望ましい 22.9略 16.9% 6 28 0受

6 信用力の評価が難 しい
Ｏ
Ｏ 17.8% 3 14.7% 21.8既

低価格受注など、市場を乱す要因 2.0銘 5 2 2銘 5 2 . 1玖

8 新しい技術 ,情報に疎い 5 3銘 5.3乳 5.4受
９

　

”
０

発想等の柔軟性に欠ける (頑固で使いに
くそう)

9 2% 18 8.0% 11.3既

情報の機密保持に疑問 11 2鴨 20 8.9q6 35 14.6比

1 設備力の不足 4.5% 9 4.0牝 1 5.4弘

NPO・ 企業組合 ・株式会社などの法人
格を持たない組織は信頼できない

3 160 3 1.3% 4 6党

集団構成員の経歴開示が必要 (ライバル

調係や能力把握のため)

11.4欧 10,2°71 13.4財

その他 2.0歓 2.2敗 4

全 体 lUU.U玖 ZZb 100.0歓 100 0軟
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紳つていて業務に活用

した (A )

集団の設立 ・運営に関

わっている (B )

A  t t  B

回答数 回答率 回答数 回答 率 回答 歓 回答率

人脈の広さが魅力 50.0% 0 0% 47.4

現場の問題解決に強↓ 38.9% 0 0% / 36 89

多様な人材による技術の幅広さが魅力 44 4% 0 0 0牝 8 42.1,

マニュアル化できないノウハウを持つて
いる

38.906 0.0% r 36.8助

生涯現役の姿として望ましい 38,9脇 0 0% 7 36.89

信用力の評価が難しい 5.6% 1 0 t l . 0執 10.59

低価格受注など、市場を乱す要因 0 0.0%
一〇 0 0 , 0 0 . 0 9

新しい技術 ・情報に疎い 5.6% 0 0 . 0引 1 539

発想等の柔軟性に欠ける (頑固で使いに
くそう)

一〇 0.0% 0.0, 0 0 . 0 9

情報の機密保持に疑問 0 0,鋭 0 . 0 , 0 0 . 0 9

設備力の不足 0 0,00rc 0 0 0 , 0 0 . 0 9

NPO・ 企業組合 ・株式会社などの法人
格を持たない組織は信頼できない

5.6% 0 0 . 0 , ] 5 . 3 9

集団構成員の経歴開示が必要 (ライバル

関係や能力把握のため)

1 5 , 6財 0 0 0 , 1

その仙 5 . 6竹 0 0.0島 539

全 体 100,0' 1 ll■1 0' 100 0,

(4)現在の集団の活用内容と今後の活用したい業務内容 (5つ までの複数回答)

常用従業者別 現在の活用状況 (図表 3-6-4と して本文掲載)

同 今後の活用意F (「活用しない」を除
ノ
ヽ 率 ) (図表 3-6-6と し 9

現在の活用状況 今後の活用意向 今後の活用意同 (1浩

用 しないJを 除く)

No. 口1 答敏 回答率 回答数 回答率 回答数 日 罫率

l 活用 しない 96 196H

商品開発 D 26.3竹 ，
Ｆ 1 4 3 ' 17.8段

3 設計 5 26.3財 7.6' 9 4貿

4 ジグ等工具製作 2 10.5物 29 5 . 9 , 7 4 ,

5 の問題解 42.1 122' 15 2解

6 自社にない技術の移転 3 15.89 15.鋤 19 8貿

7 従業員教育訓練 21.1 15,5比 19 3侠

退 多理体制整備 3 15.8物 45 9 , 2 , 11.4駅
C 公的標準指導 3 15.89 57 11.6材 14.5取

加工などの直接作業 1 5.39 一ｂ 10,8身 13.5,

l 販路開拓 1 5 . 3 , 84 21.3歓

仕入れ先開拓 0.0°/ 5 . 5 , 6.941

3 %力企業開拓 15.8物 48 9 , 8 , 48 12 2既

4 処理の代行 1 5.3物 14 2 . 9財 3,6比

5 人事 ・管金制 度 の指 導 0 . 0物 20 5 . 1 4 1

6 従業員のカウンセ リング 0 . 0ウ 1 1 2.2, 2.8貿

従業員の退職後相 0.0執 17 3 , 5 , 4 3貿

タトモ 1 5,3物 （６ 8 2.0躍
C 後継者教育 0 . 0 0 4 . 3物 5 . 3 '

営者への経営相談 0 . 0 0 4.7物 ９

， 5.8比

リスクマネジメント 0 . 0親 7 1,4財 Ｑ
０

海外進出 ・貿易等相訪 0 . 0身 6 . 5 , 8,1
―
の 0 0.0助

lUU,U歓 4 100.0物 3tJJ 10tl.0材

の の ( 1 )で 1知ってい の に っているJ
「活用意向」の母数は全体から 「活用しない」を除いた数

後の活用意向 (図表 3-6-5 )

倍用 しない 儒威比 活用 しない 構成比

合,本 (n=490) 96 19.6, 和らない(n=225) 20 0%

1-19メ 、(n=65) 13.89 細っているが活用した

ことはない(n=239)

20.1%

20ハV49ノ人、 (n・194) 15.59

調-99フ 人、(n=96) 2199 兼務に活用 ・設立に

調与 (n=19)

15.8%

100-299ノ((n=96) 28 29.2,

300ノ氏、,ス_L(n=32) 7 21.9ウ

ネ今
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(5)貴 社の従業員が定年退職後に、このような集団に参画することについて (複数回答)

回答 数 若嵩帰文,ヒ

ル比6つ汐寡 326 79 3%

賛成 ・反対両方 20 4 90r

反対のみ 15.3銘

ちらで もない 2 0.5%

計 100.0%

Ⅲ常用従業者規模別 賛否の理由 (賛成=図 3-6-8

全 体 1～ 19人 20-49人

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比

賛成、退職者を通じてのネットワーク拡
大を期待

174 35.5% 46.2°c 34.働

2 賛成、退職者の技術 ・技量が保たれ当社
にも貢献する

10C 22.2侠 26,2% 23.79

3 賛成、後に続く退職者の受け皿期待 28.2タ 18 27.7鴨 25.8助

4 賛成、その他 7.8% 4.6銘 7 _動

5 反対、当社の情報が筒抜け 14.3ウ 思 12.3% 12.49

反対、ライバル企業の仕事をされる つ
４ 5 . 5ウ 7.7% 5 `勢

反対、その他 C 1.8材 0 0 0% 4 2 . 1駒

ガち らで や、ない 0.4物 0 0 _ t r l l ! イ

100 0段 lt」4 lUU.

50-99人 100ハ▼299ノ代 300人以上

回答数 構成比 回答数 構成比 回答数 構成比
1

2

賛成、退職者を通 じてのネ ットワーク拡

大を期待

34.4% 30 2°0 46.9軟

賛成、退職者の技術 ・技量が保たれ当社
にも貢献する

1 15.6% 26 0% 4 12.5敦

3 賛成、後に続く退職者の受け皿期待
一２５ 26.00/c 31 32。3% 40,6歓

賛成、その他 9.4% 9.4% 2 6.3段

D 反対、当社の情報が衛抜け 1 15.6% 19 80。 4 12.59

反対、ライバル企業の仕事をされる 6.3% 6 6.3% 0 0 .砂

反対、その押 1.0% 3 3.1牝 0 0 , 0 6

ゴち らで や、なじ 〔
Ｕ 0 0貿 3_

二杯 箕 100.Uツ 9C 100.0受 100.09

ネ常用従業者規模別 賛否の理由 (賛成=図表3-6-8② )
業務に活用 ・設立に関

チ

知つているが活用した
ことはない

知 らない

回答致 構成比 回答教 構成比 日答数 構 成 比
１

　

“
２

賛成、退職者を通じてのネットワーク拡
大を期待

42.1歓 89 37.2, 33.89

賛成、退職者の技術 ・技量が保たれ当社
にも貢献する

31.6侠 〓踊 23.4, 20ち働

賛成、後に続く退職者の受け皿期待 31.60r 74 31 0' 25 39

賛成、その他 10.5敦 2 8 . 8常 6.79

反対、当社の情報が筒抜け 5.3段 33 13.8軌 16.0粉

6 反対、ライバル企業の仕事をされる 0.Oq 9 3 . 8常 8`09

7 反対、その他 0.0段 6 2.5執 3

どちらでもな↓ 0 , 0 9 1 0.4常 1

全 体 100.0' Z3ヒ 100.0常 100.09
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